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第１章  組織・運営 

 

 

１ 組織と予算 

鳥取県労働委員会は、昭和２１年３月から、労働組合法第１９条の１２及び地方自治法第

１８０条の５第２項の規定に基づいて設置されている行政委員会であり、県下における不当

労働行為の判定、労働争議の調整等を行っている。 

判定業務は労働組合の資格審査、不当労働行為の審査、地方公営企業等における非組合員

の範囲についての認定・告示等があり、申請又は申立てにより手続が開始されることとなる

が、この判定業務は公益委員のみの権限とされている。 

労働争議の調整は、あっせん、調停及び仲裁の区分があり、使用者及び労働組合等の双方

若しくは一方からの申請又は委員会の職権により、調整を開始することとされている。 

また、平成１４年４月から、鳥取県個別労働関係紛争の解決の促進に関する条例に規定す

るあっせんについて、知事の委任を受けてその事務を行っており、平成１７年４月１日から

は、同条例に定める知事の労働相談等に関する事務を労働委員会事務局職員が補助執行して

いる。 

さらに、公益事業における争議行為の予告通知の受理、労働協約の拡張適用の決議等も行

っている。 

 

（１）委員会 

労働組合法上の労働委員会は、公益、労働者及び使用者の各側を代表する委員それぞれ

各同数をもって組織する、いわゆる三者構成とされており、当労働委員会の場合、各側５

名、計１５名で構成されている。 

労働者委員は労働組合の推薦、使用者委員は使用者団体の推薦に基づき、又、公益委員

は労使委員の同意を得て知事が任命し、その任期は２年である。 

当委員会の現任の委員は、平成２７年５月１３日に任命された第４５期の委員であり、

名簿は資料１（９３頁）のとおりである。 

 

（２）あっせん員候補者 

あっせん員候補者は、労働関係調整法第１０条及び第１１条の規定に基づき、労働委員

会が労働争議のあっせんに当たらせるために、学識経験を有する者を委嘱することとされ

ている。 

当委員会におけるあっせん員候補者は、内規により委員の任期と同じ任期と定めて、資

料２（９５頁）に掲げるとおり委員及び外部の学識経験者等により構成し、労働委員会規

則第６８条第１項の規定に基づき平成２７年６月２３日付けで鳥取県公報に公示している。 

労働関係調整法の規定に基づくあっせんは、原則として、このあっせん員候補者名簿に

記載されている者の中から、会長が指名するあっせん員が行うこととなる。 
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（３）個別労働関係紛争あっせん員候補者 

個別労働関係紛争あっせん員候補者は、鳥取県個別労働関係紛争の解決の促進に関する

条例第５条の規定に基づき、労働関係調整法第１０条に規定する名簿に記載されている者

を委嘱することとされている。したがって、個別労働関係紛争あっせん員候補者は、上記

（２）で示したあっせん員候補者名簿のとおりである。 

鳥取県個別労働関係紛争の解決の促進に関する条例の規定に基づくあっせんは、このあ

っせん員候補者名簿に記載されている者の中から、会長が指名するあっせん員が行うこと

となる。 

 

（４）事務局 

労働委員会には、労働組合法第１９条の１２第６項の規定により準用される同法第１９

条の１１第１項の規定に基づき、その事務を整理するため事務局が置かれ、会長の同意を

得て、知事が任命する事務局長その他必要な職員を置くこととされている。 

事務局の組織については、労働組合法施行令第２５条の規定により、会長の同意を得て、

知事が鳥取県労働委員会事務局組織規則を定めている。 

職員数は、鳥取県職員定数条例により９名と定められているが、現行の組織は次のとお

りである。 

総務・調整担当（※１） 

主幹（２）    副主幹（１） 

主事（３） 

事務局長      事務局次長    審査調整課長      審査担当 

主幹（１）       主事（１） 

                        

                          個別労使紛争解決促進担当（※２） 

主幹（２）    副主幹（１） 

主事（３） 

 

 

 

 

（５）個別労使紛争解決支援センター（労使ネットとっとり） 

鳥取県労働委員会が実施する個別労働関係紛争の相談及びあっせんについて、県民の視

点に立ち、分かりやすく利用しやすい組織体制とするため、平成２１年４月１日から労働

委員会内に「個別労使紛争解決支援センター」を設置している。設置要綱は資料８（１１

８頁）のとおりである。 

なお、より親しみやすく覚えやすいものとしてより一層の利用促進を図るため、「個別

労使紛争解決支援センター」の愛称及びロゴマークを公募し、次のとおり決定している。 

（※１）審査担当及び個別労使紛争解決促進担当の主幹（２）、副主幹（１）及び主事（２）の兼務を含む。 

（※２）審査担当主幹（１）、主事（１）及び総務・調整担当の主事（１）の兼務を含む。 
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労使ネットとっとり ロゴマーク 

 

 

 

（労使ネットの趣旨） 

 労使間に話合いのためにネット（網）をはり、紛争解決を支援します。 

 

（ロゴマークの趣旨） 

 楕円の輪は、労働者と事業主とのトラブルの間に立ち会うあっせん員を表現しています。 

 公労使の三者構成の重なりにより、紛争が円満に解決し、和（ハートの輪）が生まれる様子

をイメージしています。 
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（６）委員会の予算 

平成２７年度当初予算は次のとおりである。 

                                                （単位：千円） 

科   目 委員会費 事務局費 合     計 

予 算 額 ３８，９０１ ５８，４４０ ９７，３４１ 

 

２ 運営の概要 

労働委員会の職務は、労働組合法、労働関係調整法及び地方公営企業等労働関係法に定め

られるものの外、労働委員会規則の定めにより執行されるが、その概要は次のとおりである。 

なお、当労働委員会においては、平成１４年度から鳥取県個別労働関係紛争の解決の促進

に関する条例に基づくあっせん事務を処理しており、平成１７年度からは事務局職員による

個別労働関係に関する労働相談も実施している。 

 

（１）労働委員会の会務は、会長が総理する。会長が職務を行うことができないときは、会長

代理がその職務を代行する。 

 

（２）労働委員会の会議は、労働組合法第２１条及び労働委員会規則第２章の規定により、総

会、公益委員会議、調停委員会、仲裁委員会及び小委員会が予定されている。 

当労働委員会においては、委員の全員で行う総会は原則として月２回、第２・第４の水

曜日に開催し、労働委員会規則第５条に規定する事項を付議しており、公益委員のみによ

る公益委員会議は、不当労働行為、労働組合の資格審査等の労働委員会規則第９条に規定

する付議事項を審議している。 

 

（３）労働組合の資格審査は、労働組合が労働組合法第２条及び第５条第２項の規定に適合す

るかどうかについて、労働委員会規則第４章の規定により会長が指揮して行う。ただし、

会長は、公益委員全員による審査にかえて公益委員の中から１人又は数人の委員を選任し

て、審査を担当させることができる。この場合、審査委員が１人のときは審査委員が、数

人の審査委員が選任されたときは審査委員長が指揮して行う。 

 

（４）労働委員会は、使用者が労働組合法第７条の規定に違反して、不当労働行為を行った旨

の申立てを受けたときは、遅滞なく調査を行い、必要があると認めたときは、その申立て

が理由があるかどうかについて審問を行う。  

不当労働行為の審査（調査及び審問のすべての手続をいう。）は、労働組合法第２７条、

第２４条の２及び労働委員会規則第５章の規定により、会長が指揮して行い、又、会長は、

公益委員の中から１人又は数人の委員を選任して、審査を担当させることができる。この

場合、審査委員が１人のときは審査委員が、数人の審査委員が選任されたときは審査委員

長が、指揮して行う。 

審問開始前に審査の計画を定め、証拠調べを行い、命令を発するのに熟したときは事実

の認定を行い、この認定に基づいて、申立人の請求にかかる救済の全部若しくは一部の認

容又は申立ての棄却の命令を発する。 
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（５）労働委員会の命令の交付を受けた労働組合若しくは労働者又は使用者は、命令の交付の

日から１５日以内に中央労働委員会に再審査の申立てができる。使用者については、中央

労働委員会に再審査の申立てをしないときは、当該命令の交付の日から３０日以内に、労

働組合又は労働者については、労働委員会の処分のあったことを知った日から６か月以内

に、取消しの訴えを裁判所に提起することができることとされている。 

 

（６）労働争議のあっせん、調停及び仲裁は、労働組合法第２０条及び労働関係調整法第２章

から第４章並びに労働委員会規則第７章の規定により、あっせんにあっては、あっせん員

候補者の中から会長が指名したあっせん員により、調停にあっては、公、労、使各側を代

表する調停委員により構成される調停委員会により、仲裁にあっては、公益委員のうちか

ら関係当事者が合意により選定した者につき会長が指名した仲裁委員３人からなる仲裁委

員会によって、それぞれ行われる。 

 

（７）労働争議の実情調査は、労働争議が発生したとき、会長が必要に応じ、委員、事務局長

又は事務局職員に行わせ、又はあっせん員候補者に調査を依頼することができる。公益事

業に係る労働争議の場合は、会長は速やかにこの調査をさせ又は依頼しなければならない。 

 

（８）地方公営企業等労働関係法第５条第２項の規定による地方公営企業等従事職員のうち、

労働組合法第２条第１号に規定する者の範囲は、労働委員会がその認定及び告示を行うこ

ととされているが、平成２７年に取扱ったものはなかった。 

 

（９）個別労働関係紛争のあっせんは、鳥取県個別労働関係紛争の解決の促進に関する条例第

４条から第１０条の規定により、個別労働関係紛争あっせん員候補者の中から会長が指名

した個別労働関係紛争あっせん員により行われる。 

 

（10）個別労働関係紛争に関する労働相談は、鳥取県個別労働関係紛争の解決の促進に関する

条例第３条の規定により行われる。 
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３ 労働委員会業務記録 

月 日 曜 諸 会 議 等 日 曜 事 件 関 係 

 
 
１ 
 

 
 5 
14 
 
28 
 

 
月 
水 
 
水 
 

 
仕事始め 
第１１７０回定例総会 
定期労働相談会 
第１１７１回定例総会 
委員勉強会 

 
 7 
 
15 
 

 

 
水 
 
木 
 
 

 
26年（個）第 31号事件第１回あっせん 

（解決） 
27年（個）第１号事件受付 
 
 

 
 
２ 
 
 

 
 5 
 9 
 
 
 
 
20 
24 
25 
 
26 

 
木 
月 
 
 
 
 
金 
火 
水 
 
木 

 
山形県労働委員会来県調査 
第１１７２回定例総会 
中国地区労働委員会会長連絡会議 
（鳥取県） 
中国地区労働委員会事務局長連絡会議 
（鳥取県） 
労働セミナー（鳥取） 
労働セミナー（倉吉） 
第１１７３回定例総会 
第６２８回公益委員会議 
労働セミナー（米子） 

 
 2 
23 
24 
26 

 
月
月 
火 
木 

 
27年（個）第２号事件受付 
27年（個）第２号事件第１回あっせん 
27年（個）第３号事件受付 
27年（個）第４号事件受付 
 

 
 
３ 
 
 
 
 

 
 8 
11 
25 
 

 
日 
水 
水 
 

 
日曜労働相談会（東・中・西部） 
第１１７４回定例総会 
第１１７５回定例総会 
委員勉強会 

 
4 

 
 6 
 8 
 9 
18 
20 
 
24 
30 
31 

 
水 
 
金 
日 
月 
水 
金 
 
火 
月 
火 
 

 
27年（個）第２号事件第２回あっせん 

（打切り） 
27年（個）第５号事件受付 
27年（個）第６号事件受付 
27年（個）第７号事件受付 
27年（個）第６号事件終結（取下げ） 
27年（個）第５号事件終結（打切り） 
27年（個）第７号事件終結（打切り） 
27年（個）第４号事件第１回あっせん 
27年（個）第８号事件受付 
27年（個）第４号事件第２回あっせん 

（解決） 

 
 
４ 
 
 
 

 
 6 
 8 

 
 
 

22 
 

 
月 
水 
 
 
 
水 
 

 

 
個別紛争処理制度委員会（第１回） 
第１１７６回定例総会 
定期労働相談会 
鳥取県労働委員会創設７０周年記念事
業企画委員会（第１回） 
第１１７７回定例総会 
委員勉強会 
 

 
2 
 
9 
14 
16 
17 
24 
27 
 
 
28 

 
木 
 

木 
火 
木 
金 
金 
月 
 
 
金 

 
27年（個）第３号事件第１回あっせん 
27年（個）第９号事件受付 
27年（個）第３号事件第２回あっせん 
27年（個）第 10号事件受付 
27年（個）第９号事件終結（取下げ） 
27年（個）第 11号事件受付 
27年（個）第 12号事件受付 
27年（個）第３号事件第３回あっせん 

（解決） 
27年（個）第 13号事件受付 
27年（個）第８号事件終結（打切り） 

 
 
５ 
 

 
 
 
 

 
13 
 
18 
 
 
 
22 

 
27 

 
水 
 
月 
 
 
 
金 
 
水 
  

 
第１１７８回臨時総会 
第１１７９回臨時総会 
中国地区労働委員会連絡協議会定例総
会（山口県） 
中国地区労働委員会事務局長連絡会議 
（山口県） 
労働相談・個別労働紛争解決制度関係機
関連絡会議 
第１１８０回定例総会 

 
 1 
 7 
 9 
 
11 
19 
 
20 

 
金 
木 
土 
 
月 
火 
 
水 

 
27年（個）第 14号事件受付 
27年（個）第 12号事件終結（取下げ） 
27年（個）第 10号事件第１回あっせん 

（解決） 
27年（個）第 15号事件受付 
27年（個）第 15号事件終結 
（関与解決） 
27年（個）第 16号事件受付 
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月 日 曜 諸 会 議 等 日 曜 事 件 関 係 

 
 
６ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 7 
 8 
10 
 
 
11 
 
12 
15 
21 
24 

 
日 
月 
水 
 
 
木 
 
金 
月 
日 
水 

 
一斉街頭 PR活動（東・中・西部） 
12時間電話労働相談週間（～12日） 
第１１８１回定例総会 
鳥取県労働委員会創設７０周年記念事
業企画委員会（第２回） 
全国労働委員会事務局長連絡会議（群馬
県） 
全国労働委員会会長連絡会議（群馬県） 
個別紛争処理制度委員会（第２回） 
日曜労働相談会（東・中・西部） 
第１１８２回定例総会 

 
 1 
 2 
12 
17 
 
23 
 
24 
25 
 
27 

 
月 
火 
金 
水 
 
火 
 
水 
木 
 
土 

 
27年（個）第 11号事件第１回あっせん 
27年（個）第 13号事件第１回あっせん 
27年（個）第 17号事件受付 
27年（個）第 13号事件第２回あっせん 

（解決） 
27年（個）第 18号事件受付 
27年（個）第 19号事件受付 
27年（個）第 20号事件受付 
27年（個）第 11号事件第２回あっせん 

（解決） 
27年（個）第 14号事件第１回あっせん 

 
 
７ 
 
 
 
 
 

 
 1 
 
 8 

 
22 
27 
 
31 
 
 

 
水 
 
水 
 
水 
月 
 
金 
 

 

 
中国・四国地区労働委員会会長連絡会議 
（島根県） 
第１１８３回定例総会 
定期労働相談会 
第１１８４回定例総会 
中国地区労働委員会事務局審査主管課
長会議（広島県：～28日） 
委員勉強会 
 
 

 
 9 
10 
13 
15 
16 
18 
23 
24 
25 
 
27 
29 

 
木 
金 
月 
水 
木 
土 
木 
金 
土 
 
月 
水 

 
27年（個）第 21号事件受付 
27年（個）第 22号事件受付 
27年（個）第 21号事件終結（取下げ） 
27年（個）第 23号事件受付 
27年（個）第 19号事件終結（取下げ） 
27年（個）第 14号事件第２回あっせん 
27年（個）第 18号事件終結（取下げ） 
27年（個）第 24号事件受付 
27年（個）第 20号事件第１回あっせん 

（解決） 
27年（個）第 17号事件第１回あっせん 
27年（個）第 17号事件第２回あっせん 

 
 
８ 
 
 

 
 5 
 
26 
 

 
水 
 
水 
 

 

 
第１１８５回定例総会 
定期労働相談会 
第１１８６回定例総会 
労使関係セミナー 
 

 
 4 
 
10 
12 
 
21 
 

 
火 
 
月 
水 
 
金 
 

 
27年（個）第 16号事件終結（関与解決） 
27年（個）第 17号事件第３回あっせん 
27年（個）第 25号事件受付 
27年（個）第 17号事件終結（打切り） 
27年（個）第 23号事件終結（打切り） 
27年（個）第 22号事件第１回あっせん 

（解決） 
27年（個）第 26号事件受付 

 
 
９ 
 
 

 
 4 
 
  
 9 
 
 
 
25 

 
金 
 
 
水 
 
 
 
金 

 
中国地区労働委員会事務局調整主管課
長会議（鳥取県：～5日） 
公労使委員合同研修（～5日） 
第１１８７回定例総会 
定期労働相談会 
鳥取県労働委員会創設７０周年記念事
業企画委員会（第３回） 
第１１８８回定例総会 

 
 7 
 
13 
 
27 

 
月 
 
日 
 
日 

 
27年（個）第 25号事件第１回あっせん 

（解決） 
27年（個）第 14号事件第３回あっせん 

（解決） 
27年（個）第 24号事件第１回あっせん 

（打切り） 
 
 

 
 
10 
 
 
 
 

 
 4 
 5 
14 
25 
28 
 
31 

 
日 
月 
水 
日 
水 
 
土 

 
一斉街頭 PR活動（東・中・西部） 
個別紛争処理制度委員会（第３回） 
第１１８９回定例総会 
日曜労働相談会（東・中・西部） 
第１１９０回定例総会 
委員勉強会 
業務運営状況調査（韓国：～11月 3日） 

 
26 

 
月 

 
27年（個）第 27号事件受付 
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月 日 曜 諸 会 議 等 日 曜 事 件 関 係 

 
 
11 
 
 
 
 
 
 

 
11 
 
 
19 

 
25 
 
 
 
26 
 
27 
 

 
水 
 
 
木 

 
水 

 
 
 

木 
 
金 
 

 
第１１９１回定例総会 
定期労働相談会 
個人情報保護調整委員会(第１回) 
全国労働委員会連絡協議会総会 
（東京都：～20日） 
第１１９２回定例総会 
企業視察研修（倉吉市） 
鳥取県労働委員会創設７０周年記念事
業企画委員会（第４回） 
全国労働委員会事務局調整主管課長会
議（東京都） 
全国労働委員会事務局審査主管課長会
議（東京都） 
 

 
 4 
 9 
12 
17 
 
 
 

 

 
水 
月 
木 
火 
 

 
 

 
27年（個）第 27号事件終結（関与解決） 
27年（個）第 28号事件受付 
27年（個）第 29号事件受付 
27年（個）第 26号事件第１回あっせん 

（解決） 
 
 
 
 
 

 
 
12 
 
 

 
 9 
 
 
 
 
22 
 
 
28 

 
水 
 
 
 

 
火 
 
 
月 

 
第１１９３回定例総会 
定期労働相談会 
個人情報保護調整委員会(第２回) 
鳥取県労働委員会創設７０周年記念事
業企画委員会（第５回） 
第１１９４回定例総会 
委員勉強会 
個人情報保護調整委員会(第３回) 
仕事納め 

 
 2 
 7 
14 
 

 
水 
月 
月 
 

 
27年（個）第 29号事件終結（取下げ） 
27年（個）第 28号事件終結（打切り） 
27年（個）第 30号事件受付 
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４ 総会・会議 

労働委員会が開催する会議は、定例総会、公益委員会議等がある。 

なお、このほかに労働委員会相互の間を密にし、その事務の処理につき必要な統一と調整

を図るための全国的、地域的な連絡協議会等がある。 

  

（１）定例総会・臨時総会 

労働委員会委員全員で行う会議で、労働委員会規則第５条第１項に規定する事項を審議

決定するほか、公益委員会議の決定事項の報告、不当労働行為救済申立事件審理の報告、

あっせん、調停、仲裁等に関する報告等委員会の活動を総合的に把握し、適切な運営を期

するために行われる。 

平成２７年には定例総会が２３回、臨時総会が２回開催された。 

 

回別 月日 場 所 付 議 事 項 等 

1170回 

 

 

 

 

 

 

 1.14 

 

 

 

 

 

 

委員室 

 

 

 

 

 

 

１ 第１１６９回定例総会（１２月２４日）議事録の承認について 

２ 平成２６年度中国地区労働委員会会長連絡会議について 

３ 山形県労働委員会来県調査について 

４ 人権・同和問題啓発ラジオへの出演依頼について 

５ 個別労働関係紛争あっせん事件について 

６ 平成２７年度当初予算計上案（HP）について 

７ その他 

1171回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 1.28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 第１１７０回定例総会（１月１４日）議事録の承認について 

２ 平成２７年度全国労働委員会会長連絡会議の開催及び議題につ

いて 

３ 平成２６年度中国地区労働委員会会長連絡会議について 

４ 山形県労働委員会来県調査について 

５ 個別労働関係紛争あっせん事件について 

６ 平成２７年度中央労働委員会の組織に係る査定結果について 

７ 平成２６年取扱事件等の概要について 

８ 人権・同和問題啓発ラジオへの出演について     

９ その他 

1172回 

 

 

 

 

 

 

 

 2. 9 

 

 

 

 

 

 

 

 

米子 

ワシント

ンホテル

プラザ 

 

 

 

 

１ 第１１７１回定例総会（１月２８日）議事録の承認について 

２ 平成２７年度全国労働委員会会長連絡会議の議題について 

３ 平成２６年度中国地区労働委員会会長連絡会議について 

４ 山形県労働委員会来県調査について 

５ 個別労働関係紛争あっせん事件について 

６ 労働関係機関による県内一斉無料合同相談会の実施等について 

７ 広島県労働委員会における不当労働行為事件に係る審問の実施

について 

８ その他 
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回別 月日 場 所 付 議 事 項 等 

1173回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2.25 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 第１１７２回定例総会（２月９日）議事録の承認について 

２ 平成２６年度中国地区労働委員会会長連絡会議の概要について 

３ 第６２８回公益委員会議の概要について 

４ 個別労働関係紛争あっせん事件について 

５ 争議行為予告通知及び実情調査について 

６ 全国労働委員会連絡協議会第２回運営委員会（H27.2.20）につい

て 

７ 平成２７年度当初予算等常任委員会説明の概要について 

８ 労働委員会活性化に関する取組アンケート調査について 

９ その他 

1174回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 3.11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 第１１７３回定例総会（２月２５日）議事録の承認について 

２ 第１４１回中国地区労働委員会連絡協議会定例総会の開催につ

いて 

３ 「平成２７年度労使ネットとっとり広報・ＰＲ並びに機能強化計

画（案）」及び「平成２７年度定例総会・諸会議・相談会等開催

計画（案）」について 

４ 全国労働委員会連絡協議会第２回運営委員会における決定事項

等について 

５ 全国労働委員会連絡協議会個別紛争処理制度委員会の委員の指

名について 

６ 平成２７年度の労使関係セミナーの開催について 

７ 個別労働関係紛争あっせん事件について 

８ 争議行為予告通知及び実情調査について 

９ 県内労働関係機関による合同労働相談会（３月８日）の実施概要

について 

10 その他 

1175回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 3.25 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 鳥取県労働委員会創設７０周年記念事業企画委員会の設置につ

いて 

２ 第１１７４回定例総会（３月１１日）議事録の承認について 

３ 平成２７年度全国労働委員会公益委員連絡会議の議題募集につ

いて 

４ 第１４１回中国地区労働委員会連絡協議会定例総会の議題につ

いて 

５ 労働争議調整事件について 

６ 個別労働関係紛争あっせん事件について 

７ 争議行為予告通知及び実情調査について 

８ 平成２７年度個別労働紛争処理制度共同ＰＲ事業の実施に係る

留意事項について 

９ 平成２７年度の相談会・委員勉強会の委員担当表について 

10 その他 
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回別 月日 場 所 付 議 事 項 等 

1176回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 4. 8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 第１１７５回定例総会（３月２５日）議事録の承認について 

２  鳥取県労働委員会創設７０周年記念事業企画委員会（第１回）の

概要について 

３ 平成２７年度全国労働委員会会長・事務局長連絡会議の運営要領

等について 

４ 第１回個別紛争処理制度委員会の概要について 

５ 第１４１回中国地区労働委員会連絡協議会定例総会の議題につ

いて 

６ 労働争議調整事件について 

７ 個別労働関係紛争あっせん事件について 

８ 争議行為予告通知及び実情調査について 

９ その他 

1177回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 4.22  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 第１１７６回定例総会（４月８日）議事録の承認について 

２ 平成２７年度全国労働委員会公益委員連絡会議の議題募集につ

いて 

３ 全国労働委員会連絡協議会第２回運営委員会議事概要につい  

 て 

４ 第５７回中国・四国地区労働委員会会長連絡会議の開催について 

５ 第１４１回中国地区労働委員会連絡協議会定例総会の議題につ

いて 

６ 労働争議調整事件について 

７ 個別労働関係紛争あっせん事件について 

８ 争議行為予告通知及び実情調査について 

９ その他 

1178回 

(臨時) 

 5.13  特別会

議室 

１ 会長及び会長代理の選任について 

 

1179回 

(臨時) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 5.13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別会

議室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 鳥取県労働委員会幹事会幹事委員の選任について 

２ 鳥取県労働委員会情報公開調整委員会委員の選任について 

３ 鳥取県労働委員会個人情報保護調整委員会委員の選任について 

４ 鳥取県労働委員会創設７０周年記念事業企画委員会設置要綱の

一部改正及び企画委員会委員の選任について 

５ あっせん員候補者及び個別労働関係紛争あっせん員候補者の委

嘱について 

６ 諸会議等開催計画等について 

７ 第１４１回中国地区労働委員会連絡協議会定例総会の出席者及

び発言要旨等について 

８ 平成２７年度全国労働委員会会長連絡会議の出席者等について 

９ 第５７回中国・四国地区労働委員会会長連絡会議の出席者等につ

いて 

10 平成２６年度取扱事件等の概要について 

11 その他 
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回別 月日 場 所 付 議 事 項 等 

1180回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.27 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ あっせん員候補者及び個別労働関係紛争あっせん員候補者の委

嘱について 

２ 第１１７６回定例総会（４月８日）議事録の承認について 

３ 第１１７７回定例総会（４月２２日）議事録の承認について 

４ 第１１７８回臨時総会（５月１３日）議事録の承認について 

５ 第１１７９回臨時総会（５月１３日）議事録の承認について 

６ 第１４１回中国地区労働委員会連絡協議会定例総会の概要につ

いて 

７ 個別紛争処理制度委員会ワーキンググループ中間報告（案）につ

いて 

８ 労働相談・個別労働紛争解決制度関係機関連絡協議会の設立につ

いて 

９ 個別労働関係紛争あっせん事件について 

10 争議行為予告通知及び実情調査について 

11 定期労働相談会、休日合同労働相談会、委員勉強会等の担当委員

について 

12 常任委員会（５月２０日）の概要について 

13 その他 

1181回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 6.10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 第１１８０回定例総会（５月２７日）議事録の承認について 

２ 鳥取県労働委員会あっせん員候補者の氏名、閲歴等の告示につい

て 

３ 鳥取県労働委員会創設７０周年記念事業企画委員会（第２回）の

概要について 

４ 労使関係セミナーの開催及び諸会議開催計画等について 

５ 個別紛争処理制度委員会中間報告（案）に対する中国地区各県労

委の意見提出及び同委員会第２回会合における対応方針につい

て 

６ 第７０回全国労働委員会連絡協議会総会の出席者及び開催会場

の変更について 

７ 第５７回中国・四国地区労働委員会会長連絡会議の議題等につい

て 

８ 個別労働関係紛争あっせん事件について 

９ 争議行為予告通知及び実情調査について 

10 その他 

1182回 

 

 6.24 

 

 

委員室 

 

 

１ 第１１８１回定例総会（６月１０日）議事録の承認について 

２ 第２回個別紛争処理制度委員会及び同委員会ＷＧ第２回会合 

  の概要について 

３ 平成２７年度全国労働委員会会長連絡会議の概要について 

４ 第５７回中国・四国地区労働委員会会長連絡会議の議題等につい

て 

５ 労使関係セミナーの開催計画（案）について  

６ 県内労働関係機関による合同労働相談会（６月２１日）の実施概

要について 
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回別 月日 場 所 付 議 事 項 等 

 

 

  

 

 

 

 

 

７ 個別労働関係紛争あっせん事件について  

８ 争議行為予告通知及び実情調査について  

９ その他 

1183回 

 

 

 

7. 8 

 

委員室 １ 第１１８２回定例総会（６月２４日）議事録の承認について 

２ 第５７回中国・四国地区労働委員会会長連絡会議の概要について 

３ 個別紛争処理制度委員会「中間報告」（案）に対する意見交換会

について 

４ 労使関係セミナー開催計画（案）について 

５ 平成２７年度公労使委員合同研修の開催及び研修受講者の募集

について 

６ 個別労働関係紛争あっせん事件について 

７ 争議行為予告通知及び実情調査について 

８ 平成２７年度中国地区労働委員会事務局調整及び個別担当職員

研修について 

９ その他 

1184回 

 

 

 

 

 

 7.22 

 

 

 

 

委員室 

 

 

 

１ 第１１８３回定例総会（７月８日）議事録の承認について 

２ 個別紛争処理制度委員会「中間報告」（案）に対する意見交換会

について 

３ 鳥取労働相談・個別労働紛争解決制度関係機関連絡協議会の設立

について 

４ 個別労働関係紛争あっせん事件について 

５  その他 

1185回 

 

 

 

 

 8. 5 

 

 

 

委員室 

 

 

 

１ 第１１８４回定例総会（７月２２日）議事録の承認について 

２ 第７０回全国労働委員会連絡協議会総会の開催について 

３ 平成２７年度全国労働委員会公益委員連絡会議の開催要領につ

いて  

４ 個別紛争処理制度委員会委員長との意見交換会の概要について 

５ 「労働委員会関係 命令・裁判例データベース」の利用規約の改

正に関する意見について 

６ 個別労働関係紛争あっせん事件について 

７ その他 

1186回 

 

 8.26 

 

 

特別会

議室 

 

１ 第１１８５回定例総会（８月５日）議事録の承認について 

２ 今後の個別紛争処理制度委員会の進め方について 

３ 労働委員会制度創設７０周年記念誌の掲載内容について 

４ 平成２７年度業務運営状況調査（韓国江原地方労働委員会事前協

議等）について 

５ 個別労働関係紛争あっせん事件について     

６ その他 
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回別 月日 場 所 付 議 事 項 等 

1187回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 9. 9 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

委員室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 第１１８６回定例総会（８月２６日）議事録の承認について 

２ 第７０回全国労働委員会連絡協議会総会における意見発表者に

ついて 

３ 個別紛争処理制度委員会中間報告修正(案)への対応方針につい

て 

４ 平成２７年度企業視察研修及び今後の対応方針について 

５ 「労使ネットとっとり」選考委員会設置要領等について 

６ 平成２７年度中国地区労働委員会事務局調整主管課長会議及び

調整担当・個別担当職員研修会について 

７ 平成２７年度公労使委員合同研修について 

８ 個別労働関係紛争あっせん事件について 

９ その他  

1188回  9.25 委員室 １ 第１１８７回定例総会（９月９日）議事録の承認について 

２ 第３回個別紛争処理制度委員会における対応方針について 

３ 中央労働時報（平成２７年１２月号）に掲載する原稿案について 

４ 平成２７年度全国労働委員会事務局調整主管課長会議における

調整事件等事例について 

５ 平成２７年度業務運営状況調査（韓国江原地方労働委員会事前協

議等）について 

６ 平成２７年度全国労働委員会公益委員連絡会議における講師依

頼について 

７ 県内労働関係機関による合同労働相談会の実施について 

８ 個別労働関係紛争あっせん事件について 

９ その他 

1189回 

 

 

10.14 

 

 

 

委員室 

 

 

 

１ 第１１８８回定例総会（９月２５日）議事録の承認について 

２ 第３回個別紛争処理制度委員会の概要について 

３ 第７０回全国労働委員会連絡協議会総会における事例発表者の

選出・報告等について      

４ 平成２７年度上半期取扱事件等の概要について 

５ 個別労働関係紛争あっせん事件について 

６ 争議行為予告通知及び実情調査について 

７ 平成２８年度当初予算要求方針（案）について 

８ その他 

1190回 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.28 

 

 

 

 

 

 

 

委員室 

 

 

 

 

 

 

 

１ 第１１８９回定例総会（１０月１４日）議事録の承認について 

２ 平成２７年度業務運営状況調査（韓国江原地方労働委員会事前協

議等）について 

３ 平成２７年度中国地区労働委員会会長連絡会議の開催日程につ

いて 

４ 平成２７年度企業視察研修（１１月２５日）の日程（案）につい

て 

５ 個人情報保護調整委員会の開催について 

６ 個別紛争処理制度に係る委員専門研修の開催時期について 

７ 県内労働関係機関による合同労働相談会（１０月２５日）の実施

概要について 
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回別 月日 場 所 付 議 事 項 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 個別労働関係紛争あっせん事件について 

９ 争議行為予告通知及び実情調査について 

10 その他 

1191回 

 

11.11 

 

委員室 

 

１ 第１１９０回定例総会（１０月２８日）議事録の承認について 

２ 平成２７年度業務運営状況調査（韓国江原地方労働委員会事前協

議等）の概要について 

３ 鳥取県労働委員会創設７０周年記念「日韓労働委員会シンポジウ

ム」（仮称）等開催計画（案）について 

４ 第７０回全国労働委員会連絡協議会総会について 

５ 平成２７年度中国地区労働委員会会長連絡会議について 

６ 平成２８年度労働委員会委員諸会議開催日程について 

７ 個別紛争処理制度に係る委員専門研修の開催時期の意見再聴取

について 

８ 個別労働関係紛争あっせん事件について 

９ 争議行為予告通知及び実情調査について 

10 その他 

1192回 

 

11.25 

 

倉吉未

来中心 

 

１ 第１１９１回定例総会（１１月１１日）議事録の承認について 

２ 第７０回全国労働委員会連絡協議会総会の概要について 

３ 平成２７年度中国地区労働委員会会長連絡会議の提出議題につ

いて 

４ 個別労働関係紛争あっせん事件について 

５ 争議行為予告通知及び実情調査について 

６ その他 

1193回 

 

12. 9 

 

 

委員室 

 

１ 第１１９２回定例総会（１１月２５日）議事録の承認について 

２ 鳥取県労働委員会創設７０周年記念事業企画委員会の概要につ

いて 

３ 平成２７年版鳥取県労働委員会年報の編集方針について 

４ 全国労働委員会連絡協議会第１回運営委員会における決定事項

等について 

５ 公労使委員個別紛争専門研修について 

６ 個別労働関係紛争あっせん事件について 

７ 争議行為予告通知及び実情調査について 

８ その他 

1194回 

 

 

 

12.22 

 

 

 

委員室 

 

 

 

 

１ 第１１９３回定例総会（１２月９日）議事録の承認について 

２ 平成２８年度全国労働委員会会長連絡会議の開催について 

３ ２０１９年全国労働委員会会長連絡会議の開催希望について 

４ 第７１回全国労働委員会連絡協議会総会における議題提出につ

いて 

５ 鳥取県労働委員会創設７０周年記念「日韓労働委員会シンポジウ

ム」（仮称）等開催計画（案）について 

６ 個別労働関係紛争あっせん事件について 

７ 争議行為予告通知及び実情調査について 

８ 平成２７年度鳥取県職場環境等実態調査について 

９ その他 
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（２）公益委員会議 

平成２７年に公益委員会議は１回開催された。 

 

（３）個人情報保護調整委員会 

平成２７年に個人情報保護調整委員会は３回開催された。 

 

（４）鳥取県労働委員会創設７０周年記念事業企画委員会 

平成２７年に鳥取県労働委員会創設７０周年記念事業企画委員会は６回開催された。 

（開催状況については、「第８章 鳥取県労働委員会創設７０周年記念事業」において

記載） 

 

 
 
 

回数 月日 場 所 付 議 事 項 等 

628回 

 

 

 

 

2.25 

 

 

 

 

第 21会議室 

 

 

 

 

１ 第４５期鳥取県労働委員会労働者委員推薦に伴う資格

審査について 

２ 労働委員会規則一部改正（H24.10.1 施行）に伴う審査

事件処理要領の一部改正について 

３ その他 

回数 月日 場 所 付 議 事 項 等 

１回 11.11 審理監査室 １ 個別紛争データベース構築に関する本県の具体的な対

応について 

２ 個別労働関係紛争あっせん事件簿冊の保存期間の取扱

いについて 

３ 個人情報取扱事務登録簿のうち「鳥取県個別労働関係

紛争の解決の促進におけるあっせん手続き」事務で取

り扱う個人情報項目の整理について 

４ 個別労働関係紛争解決事務処理要領の改正について 

５ その他 

２回 12. 9 審理監査室 １ 個別紛争データベース構築に関する本県の具体的な対

応について 

２ 個別労働関係紛争あっせん事件簿冊の保存期間の取扱

いについて 

３ 個人情報取扱事務登録簿のうち「鳥取県個別労働関係

紛争の解決の促進におけるあっせん手続き」事務で取

り扱う個人情報項目の整理について 

３回 12.22 審理監査室 １ 個別労働関係紛争あっせん事件簿冊の保存期間の取扱

いについて 

２ 個人情報取扱事務登録簿のうち「鳥取県個別労働関係

紛争の解決の促進におけるあっせん手続き」事務で取

り扱う個人情報項目の整理について 

３ 個別労働関係紛争解決事務処理要領の改正について 

４ その他 
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（５）連絡会議 

平成２７年に開催された全国及び中国ブロック等の会議の概要は次のとおりである。 

 

【委員連絡会議】 

会議名 月日 場所 検 討 議 題 等 出席委員 

 

中 国 地 区

労 働 委 員 会

会長連絡会議 

 

 

 

 

 

 

 

 2.9  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

米子市明治

町 

「米子ワシ

ントンホテ

ルプラザ」 

 

 

 

 

 

１ 講演 

 演題：「メンタルヘルスをめぐる法的諸 

    問題について」 

 講師：同志社大学法科大学院教授   

    （前京都府労働委員会会長） 

      西村 健一郎 氏 

 

２ 議題討議 

（１）メンタルヘルス不調や精神疾患事案

に係る個別労働関係紛争あっせんの取

扱いについて 

             （鳥取県労委） 

（２）地方公務員法第３条第３項第３号の

臨時・非常勤職員に対する「個別労働

紛争のあっせん」の取扱いに係る検討

状況等について 

           （山口県労委） 

 

（講演） 

太 田 会 長 

濱田会長代理 

吉 谷 委 員 

三 谷 委 員 

池 内 委 員 

安養寺委員 

五十嵐委員 

本 川 委 員 

和 田 委 員 

稲 井 委 員 

宮 城 委 員 

竹 上 委 員 

（議題討議） 

太 田 会 長 

濱田会長代理 

吉 谷 委 員 

三 谷 委 員 

 

 

第 141 回中国

地区労働委員

会連絡協議会

定例総会 

 

 

 

 

 5.18 

 

 

 

 

 

 

 

山口市湯田

温泉三丁目 

「セントコ

ア山口」 

 

 

 

１ 全国労働委員会連絡協議会「個別紛争

処理制度委員会」における検討事項に

係る今後の対応等について 

                   （鳥取県労委） 

２ インターネットを使った組合活動につ

いて 

                    （広島県労委） 

 

濱 田 会 長 

三谷会長代理 

池 内 委 員 

安養寺委員 

宮 城 委 員 

 

 

 

全国労働委員

会会長連絡会

議 

 

 

 

 6.12 

 

 

 

 

 

群馬県高崎

市柳川町 

「高崎ビュ

ーホテル」 

 

１ 審査手続における和解に向けた取組 

           （中労委） 

２ 自由懇談 

 

 

濱 田 会 長 
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会議名 月日 場所 検 討 議 題 等 出席委員 

 

第 57 回中国・

四国地区労働

委 員 会 会 長

連絡会議 

 

 

 

 

 

 

 

 7. 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

松江市殿町 

「サンラポ

ーむらくも」 

 

 

 

 

 

 

 

１ 労働争議のあっせんにおける終結手続

について 

           （島根県労委） 

２ 情報交換 

  個別労働関係紛争のあっせん申請件数

増加に向けた取組について 

           （島根県労委） 

  個別紛争処理制度委員会『中間報告』

（案）に対する今後の対応方針につい

て 

           （鳥取県労委） 

 

三谷会長代理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 70 回全国労

働委員会連絡

協議会総会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.19 

 ～20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都港区

芝公園 

「メルパル

ク東京」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 「労働委員会の活性化について－経験

の交流－」 

  （中労委公労使）  

※ 第１議題については、和田委員が場内

発表を行った。 

２ 記念講演  

「平成１６年労組法改正と労働委員

会」 

  講師: 元中央労働委員会会長 

     上智大学名誉教授 

       山口 浩一郎 氏 

３ 記念講演 

  「労働委員会の運営安定化と活性化」 

  講師: 独立行政法人労働政策研究・ 

研修機構理事長  

菅野 和夫 氏 

４ 「労働組合法改正（平成１６年）から

の１０年とこれからの労働委員会の展

望について」 

         （新潟県労委公労使） 

 

 

濱 田 会 長 

三谷会長代理 

池 内 委 員 

安養寺委員 

和 田 委 員 

江 尻 委 員 
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【事務局連絡会議】 

会議名 月日 場所 検 討 議 題 等 出席者 

 

中国地区労働

委員会事務局

長 連 絡 会 議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2. 9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

米子市明治

町 

「米子ワシ

ントンホテ

ルプラザ」 

 

 

 

 

 

 

 

１ 平成２６年度中国地区労働委員会会長

連絡会議の運営について 

            （鳥取県労委） 

２ 平成２７年度中国地区労働委員会事務

局職員の資質の維持・向上を図るための

方策について 

      （広島県労委・鳥取県労委） 

３ 各都道府県労委が行う個別労働紛争処

理のための施策に係る全労委の支援の

あり方について 

            （広島県労委） 

 

田 栗 局 長 

西 尾 主 幹 

山 添 主 幹 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中国地区労働

委員会事務局

長 連 絡 会 議 

 

 

 5.18 

 

 

 

 

山口市湯田

温泉三丁目 

「セントコ

ア山口」 

 

１ 第１４１回中国地区労働委員会連絡協

議会定例総会の運営等について 

            （山口県労委） 

 

 

田 栗 局 長 

西 尾 主 幹 

橋 本 主 事 

 

 

全国労働委員 

会事務局長連 

絡会議 

 

 

 

 

 

 6.11 

 

 

 

 

 

 

 

群馬県高崎

市柳川町 

「高崎ビュ

ーホテル」 

 

 

 

 

１ 審査概況等について 

２ 調整事件等の概況について 

３ 平成２７年度公労使委員合同研修につ

いて 

４ 第７０回全労委総会について 

５ 次回の全労委会長・事務局長連絡会議の

開催地について 

 

田 栗 局 長 

橋 本 主 事 

新 石 主 事 

 

 

 

 

 

中国地区労働

委員会事務局

審査主管課長

会議 

 

 

 

 7.27 

 ～28 

 

 

 

 

 

広島市中区

基町 

「広島県

庁」 

 

 

 

１ 講演 「不当労働行為事件審査と和解の

留意点」 

  講師：中央労働委員会事務局 

労働専門職 

瀬野 康夫 氏 

２ 不当労働行為救済申立書記載の労働組

合法第７条該当号と申立事実が一致し

ていないと思われる場合の取扱いにつ

いて 

            （広島県労委） 

３ 事例研究 

 

 

山 添 主 幹 

橋 本 主 事 
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会議名 月日 場所 検 討 議 題 等 出席者 

 

中国地区労働

委員会事務局

調整主管課長

会議及び調整担

当・個別担当職

員研修会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9. 1 

～ 2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別会議室 

 

 

 

 

 

 

 

１ 個別労働関係紛争あっせん申請に関す

る労働局及び労働基準監督署からの情

報提供について 

            （山口県労委） 

２ あっせんにおける早期解決のための事

務局での事前調整について 

            （山口県労委） 

３ 講演 「実務経験からみた和解（合意

実現）の留意点について」 

講師: 中央労働委員会事務局 

     元審査総括室長 

     榎本 重雄 氏 

４ 講演 「価値判断を手放し、心の動き

に五感で触れる」 

講師: 鳥取県労働委員会 

公益委員 

浦木 恵子 氏 

 

 

田 栗 局 長 

佐 々 木 次 長 

西 尾 主 幹 

山 添 主 幹 

山 村 副 主 幹 

橋 本 主 事 

新 石 主 事 

 

 

全国労働委員

会事務局調整 

主管課長会議 

 

 

11.26 

 

 

 

 

東京都港区

芝公園 

「労働委員

会会館」 

 

１ 都道府県労働委員会からの業務報告 

２ 都道府県労働委員会等からの事例報告 

 

 

 

 

山 添 主 幹 

山 村 副 主 幹 

 

 

 

全国労働委員

会事務局審査 

主管課長会議 

 

 

11.27 

 

 

 

 

東京都港区

芝公園 

「労働委員

会会館」 

 

１ 労働委員会活性化のための都道府県労

委の取組状況と実例報告 

２ 緊急命令（労組法第２７条の２０）の

実例報告 

３ 中労委命令・裁判例 DBの運用について 

 

 

山 添 主 幹 

山 村 副 主 幹 
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（６）特別研修（平成２７年度労使関係セミナー） 

平成１４年４月から「鳥取県個別労働関係紛争の解決の促進に関する条例」が施行され

たことにともない、県内関係諸機関との連絡会議等を開催している。 

平成２７年は中央労働委員会と共催し、中国地区各県労働委員会の協賛及び鳥取労働相

談・個別労働紛争解決制度関係機関連絡協議会等の後援により、特別研修として「労使関

係セミナー」を開催した。 

 

月日 場  所 会 議 内 容 等 

 

 8.26 

 

鳥取県庁講堂 

 

テーマ 「ハラスメント法概論と判例の傾向及び今後の方策につい 

    て－女性が輝き活躍する環境整備に向けて－」 

（１）講 演 

   「ハラスメント法概論と近時判例の傾向」 

   講師：中央労働委員会西日本地方調整委員長、同志社大学商 

      学部教授 吉川 英一郎 氏 

（２）施策等説明 

  ア「職場のパワーハラスメント防止と働き方改革について」 

    －安心して働くことができる職場づくりを目指して－ 

    説明：鳥取労働局労働基準部監督課 

  イ「セクシュアルハラスメント、マタニティハラスメント防止 

    について」－女性が活躍できる職場環境整備を－ 

    説明：鳥取労働局雇用均等室 

  ウ「輝く女性活躍職場づくりについて」 

    説明：鳥取県元気づくり総本部元気づくり推進局 

       男女共同参画推進課 

  エ「鳥取県における労働関係紛争処理制度について」 

    説明：鳥取県労働委員会 
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（７）平成２７年度業務運営状況調査（大韓民国江原地方労働委員会等訪問協議） 

鳥取県労働委員会創設７０周年記念「日韓労働委員会シンポジウム（仮称）」開催等の

ため、大韓民国江原道庁及び江原地方労働委員会等を訪問し業務運営状況調査及び事前協

議を実施した。 

ア 日 程  平成２７年１０月３１日（土）～１１月３日（火） 

10月 31日 境港～韓国東海港（ＤＢＳフェリー） 

11月１日  江原道平昌（2018年冬季オリンピック会場）視察 

11月２日   江原道経済副知事表敬訪問 

江原地方労働委員会訪問協議 

ハイト眞露株式会社江原工場視察 

自治体国際化協会ソウル事務所 

11月３日   仁川空港～米子空港（米子・ソウル便） 

イ 訪問者  濱田会長 （事務局）佐々木事務局次長、橋本主事、崔
チェ

璱琪
ス ル ギ

国際交流員 

ウ 概 要 

（ア）江原道経済副知事表敬訪問 

日 時  平成 27年 11月 2日（月）午前 10時～10時 20分 

場 所  江原道庁経済副知事執務室 

出席者  孟
メン

 聖
ソン

 奎
ギュ

 経済副知事ほか 

 （イ）江原地方労働委員会訪問協議等 

日 時  平成 27年 11月 2日（月）午前 10時 40分～午後 0時 20分 

場 所  江原地方労働委員会（江原道春川市 政府春川地方合同庁舎３階） 

出席者  金
キム

 珉
ミン

 奭
ソク

  委員長 

          韓
ハン

 萬
マン

 珠
ジュ

  公益委員（江原大学法学部教授） 

          金
キム

 林
イム

 享
ヒョン

 勤労者委員（韓国労働組合総連盟江原道地域本部議長） 

朴
パク

 東
ドン

 彦
オン

  使用者委員（江原経営者総協会会長） 

柳
ユ

 政
ジョン

 民
ミン

  事務局長  李
イ

 美
ミ

 熙
ヒ

  調査官 ほか 

概 要  江原地方労働委員会の業務説明 

          鳥取県労働委員会創設７０周年記念シンポジウムへの招聘協議 

          審判廷見学等 

（ウ）ハイト眞露株式会社江原工場視察 

日 時  平成 27年 11月 2日（月）午後 2時～4時 30分 

場 所  ハイト眞露株式会社江原工場（江原道洪川郡北方面ドドゥンギル） 

出席者  ソン・ビョンゾン工場長（江原地方労働委員会使用者委員） 

          キム・ジョンチョル生産業務支援チーム長 

          ユン・サンジン品質管理パート長ほか 

（エ）自治体国際化協会ソウル事務所 

出席者  山田所長、森本所長補佐 
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第２章  不当労働行為の審査 

 

 

概  況 

平成２７年中に係属した不当労働行為救済申立事件はなかった。 

なお、平成１７年１月施行の労働組合法改正以降係属した事件は、平成１８年に１件、平

成２３年に１件係属し、両事件ともに、関与和解により終結したものである。 
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第３章  労働組合の資格審査 

 

 

１ 概  況 

平成２７年中に当委員会が取り扱った労働組合資格審査の件数は、新規係属が２件であり、

前年からの繰越しはなかった。 

申請理由は、委員推薦のためのものであり、処理状況は労働組合法上の規定に適合するこ

とが決定された。 

 

２ 労働組合資格審査一覧 

（１）平成２７年労働組合資格審査一覧表 

番 

号 
組    合    名 申請理由 

申 請 

年月日 

決 定 

年月日 
処理状況 

１ 私鉄中国地方労働組合日ノ丸自動車支部 委員推薦 27.2.16 27.2.25 適 合 

２ ＵＡゼンセングッドヒル労働組合 委員推薦 27.2.17 27.2.25 適 合 

 

（２）平成１５年～平成２７年申請理由別一覧表 

      申 請 理 由 

 

年 別 

委員推薦 

不当労働 

行為救済 

申  立 

法人登記 

 

総会決議 

 
計 備    考 

  １５       3       3       －       －     6  

  １６       －       1       1       －     2 前年からの繰越１件含む 

  １７       4       －       －       －     4  

  １８       2       7       －       －     9  

  １９       3       －       －       －     3  

  ２０       1       －       －       －     1  

  ２１       3       －       －       －     3  

  ２２        －       －       －       －     0  

  ２３        3       1       －       －     4  

  ２４       －       －       1       －     1  

  ２５       3       －       －       －     3  

  ２６       －       －       －       －     0  

  ２７       2       －       －       －     2  

 （注） 前年からの繰越件数を含む件数である。 
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（３）平成１５年～平成２７年処理区分別一覧表 

    処 理 区 分 

 

年 別   

適  合 

 

不 適 合 

 

取 下 げ 

 

打 切 り 

 

次 年 へ 

繰  越 

計 

 

備  考 

 

  １５       4       －       1       －       1      6  

   １６       2       －       －       －      －      2  

   １７       4       －       －       －      －      4  

   １８       2       －       －       7      －      9  

  １９       3       －       －       －      －      3  

   ２０       1       －       －       －      －      1  

   ２１       3       －       －       －      －      3  

   ２２       －       －       －       －      －      0  

   ２３       3       －       1       －      －      4  

   ２４       1       －       －       －      －      1  

   ２５       3       －       －       －      －      3  

   ２６       －       －       －       －      －      0  

   ２７       2       －       －       －      －      2  

 （注） 前年からの繰越件数を含む件数である。 
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第４章  労働争議の調整 

 

 

１ 概  況 

平成２７年中に係属した調整事件は、新規係属事件が１件であった。調整区分はあっせん

で、申請者は組合であった。業種は民間放送業であった。 

平成２７年中に終結したものは１件で、終結区分は解決であった。 

調整事項は、団体交渉の促進に関するものであった。 

 

２ 事件一覧 

番 

号 
事件名 調整区分 

申請月日 

申 請 者 
調 整 事 項 

開始 

月日 

終結月日 

終結区分 

調整 

回数 
調整員 

１ Ｘ争議 あっせん 

3.19 

 

組合 

団体交渉の促進 3.25 

4.20 

 

解決 

－ 

(公)濱田 

(公)三谷 

(労)本川 

(使)江尻 

 

３ 取扱事件概要 

（１）平成２７年（調）第１号 

Ｘ争議あっせん事件 

申 請 者  Ｘ労働組合 

被 申 請 者  Ｘ 

開 始 事 由  組合申請 

申 請 月 日  ３月１９日 

開 始 月 日  ３月２５日 

終 結 月 日  ４月２０日 

終 結 事 由  解決     調整回数 ０回     所要日数 ３３日 

 

ア 調整事項 

    団体交渉の促進 

イ 労使の主張 

（ア）組合の主張 

使用者が導入を検討している賃金制度は、組合員に対する不利益変更に該当する可

能性があるにも関わらず、使用者から十分な説明が行われていない。 

（イ）使用者の主張 

賃金制度の導入に向けて、労働組合には十分説明してきており、団体交渉を継続す

る必要はない。 

ウ あっせんの経過 

あっせん手続を契機として、労使間で団体交渉が継続されることとなり、組合があ

っせん申請を取り下げたため、事件は終結した。 
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第５章  労働争議の実情調査と争議行為予告通知 

 

 

１ 概  況 

（１）労働争議の実情調査 

労働委員会規則第６２条の２の規定に基づく新規の労働争議の実情調査件数は２２件で、

昨年より３件多かった。 

調査開始事由は、労働関係調整法第３７条の規定による公益事業の争議行為予告通知に

基づくものが２２件であった。また調査の終結事由は、自主解決によるものが２２件であ

った。 

（２）争議行為予告通知 

労働関係調整法第３７条の規定に基づく公益事業の争議行為予告通知の件数は３０件で、

昨年より４件多かった。 

予告通知者を業種別にみると、病院業が９件、道路貨物業及び航空業がそれぞれ５件、

陸上旅客業及び港湾業がそれぞれ４件、通信業が２件、電気・ガス業が１件であった。 

 

２ 労働争議実情調査一覧 

番

号 
名  称 

交渉地 

(市町村) 
調査事項 

調査 

開始 

月日 

調査 

終結 

月日 

終結事由 

１ 鳥 取 医 療 生 協 争 議 鳥取市 賃 上 げ 等 2.17  4.28 解 決 

２ メディコ－プとっとり争議 鳥取市 賃 上 げ 等 2.17  4.28 解 決 

３ 三 朝 温 泉 病 院 争 議 三朝町 賃 上 げ 等 2.17  4.28 解 決 

４ 米 子 医 療 生 協 争 議 米子市 賃 上 げ 等 2.17  4.28 解 決 

５ 因 伯 通 運 争 議 ( 建 交 連 ) 鳥取市 賃 上 げ 等 3. 6  4.17 解 決 

６ 日ノ丸西濃運輸争議(建交労) 鳥取市 賃 上 げ 等 3. 6  4.16 解 決 

７ 因伯通運争議 (運輸労連 ) 鳥取市 賃 上 げ 等 3. 6  5. 8 解 決 

８ 境 港 海 陸 運 送 争 議 境港市 賃 上 げ 等 3. 6  4.16 解 決 

９ 済生会境港総合病院争議 境港市 賃 上 げ 等 3.19  4.30 解 決 

10 日 ノ 丸 自 動 車 争 議 鳥取市 賃 上 げ 等 3.20  4. 1 解 決 

11 済 生 会 境 港 総 合 病 院 境港市 夏 季 一 時 金 等 5.14  6.18 解 決 

12 因伯通運争議（運輸労連） 鳥取市 夏 季 一 時 金 等 6. 8  7. 3 解 決 

13 境 港 海 陸 運 送 争 議 境港市 夏 季 一 時 金 等 6. 8  6.22 解 決 

14 済生会境港総合病院争議 境港市 年 末 一 時 金 等 10. 9 11.19 解 決 

15 鳥 取 医 療 生 協 争 議 鳥取市 年 末 一 時 金 等 10.14 12. 7 解 決 

16 メディコープとっとり争議 鳥取市 年 末 一 時 金 等 10.14 11.19 解 決 

17 三 朝 温 泉 病 院 争 議 三朝町 年 末 一 時 金 等 10.14 12. 2 解 決 
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番

号 
名  称 

交渉地 

(市町村) 
調査事項 

調査 

開始 

月日 

調査 

終結 

月日 

終結事由 

18 米 子 医 療 生 協 争 議 米子市 年 末 一 時 金 等 10.14 12. 2 解 決 

19 日ノ丸西濃運輸争議(建交労) 鳥取市 年 末 一 時 金 等 10.26 12. 1 解 決 

20 境 港 海 陸 運 送 争 議 境港市 年 末 一 時 金 等 11.10 11.20 解 決 

21 因伯通運争議（運輸労連） 鳥取市 年 末 一 時 金 等 11.10 12. 2 解 決 

22 日 ノ 丸 自 動 車 争 議 鳥取市 労働条件の改善等 11.24 12.15 解 決 

 

３ 争議行為予告通知一覧 

番 

号 

通 知 者 

受付 

労委 
交渉事項 

受付 

月日 

予告 

月日 
備  考 

名  称 
所在地 

(都道府県) 

１ 国鉄労働組合 東京都 中労委 賃上げ等 2.12 2.24  

２ 鳥取県医療 

労働組合連合会 

鳥取県 鳥取県 賃上げ等 2.17 3.12 鳥取医療生協労働組

合・メディコープと

っとり労働組合・三

朝温泉病院労働組

合・米子医療生協労

働組合 

３ ＡＮＡ乗員組合 東京都 中労委 労働条件

の改善等 

2.18 3. 3  

４ 全日本建設交運 

一般労働組合 

東京都 中労委 賃上げ等 2.19 3.12 因伯通運分会 

日ノ丸西濃運輸分会 

５ ＡＮＡウイングス

乗員組合 

福岡県 中労委 賃上げ等 2.25 3.10  

６ 全日本空輸 

乗員組合 

東京都 中労委 賃上げ等 2.26 3. 9  

７ 全日本建設交運一

般労働組合 

全国鉄道本部 

東京都 中労委 賃上げ等 2.26 3.12 西日本米子地方本部

（建交労鉄道） 

８ 全日本運輸産業 

労働組合連合会 

東京都 中労委 賃上げ等 2.27 3.19 因伯通運労働組合 

９ 全日本港湾労働組

合 

東京都 中労委 賃上げ等 2.27 3.10 境港支部 

10 全国労災病院 

労働組合 

東京都 中労委 賃上げ等 2.27 3.12 山陰労災支部 
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番 

号 

通 知 者 

受付 

労委 
交渉事項 

受付 

月日 

予告 

月日 
備  考 

名  称 
所在地 

(都道府県) 

11 エヌ・ティ・ティ 

労働組合 

東京都 中労委 賃上げ等 3. 2 3.16  

12 全国電力関連産業

労働組合総連合 

東京都 中労委 賃上げ等 3. 2 3.13  

13 全済生会 

労働組合 

埼玉県 中労委 賃上げ等 3. 5 4. 1 境港病院支部 

14 日本私鉄労働組合 

総連合会 

東京都 中労委 労働環境 

改善等 

3. 9 3.20 日ノ丸自動車支部 

15 ＫＤＤＩ労働組合 東京都 中労委 賃上げ等 3. 9 3.20  

16 全国港湾労働組合 

連合会 

東京都 中労委 賃上げ等 3.16 3.27  

17 全済生会 

労働組合 

埼玉県 中労委 夏季一時

金等 

5. 8 5.22 境港病院支部 

18 全国労災病院 

労働組合 

東京都 中労委 夏季一時

金等 

5.18 5.29 山陰労災支部 

19 ＡＮＡウイングス

乗員組合 

福岡県 中労委 人材育成

等 

5.21 6. 3  

20 全日本運輸産業 

労働組合連合会 

東京都 中労委 夏季一時

金等 

5.29 6.12 因伯通運労働組合 

21 全日本港湾労働組合 

日本海地方本部 

新潟県 中労委 夏季一時

金等 

6. 2 6.18 境港支部 

22 全国労災病院 

労働組合 

東京都 中労委 年末一時

金等 

9.30 10.13 山陰労災支部 

23 全済生会 

労働組合 

埼玉県 中労委 年末一時

金等 

10. 1 10.19 境港病院支部 

24 鳥取県医療 

労働組合連合会 

鳥取県 鳥取県 年末一時

金等 

10.14 11. 6 鳥取医療生協労働組

合・メディコープと

っとり労働組合・三

朝温泉病院労働組

合・米子医療生協労

働組合 

25 全日本建設交運 

一般労働組合 

東京都 中労委 年末一時

金等 

10.21 11. 5 因伯通運分会 

日ノ丸西濃運輸分会 
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番 

号 

通 知 者 

受付 

労委 
交渉事項 

受付 

月日 

予告 

月日 
備  考 

名  称 
所在地 

(都道府県) 

26 ＡＮＡウイングス

乗員組合 

東京都 中労委 人材育成

等 

10.19 11. 4  

27 全日本運輸産業 

労働組合連合会 

東京都 中労委 年末一時

金等 

10.30 11.13  

28 全日本港湾労働組合 

日本海地方本部 

新潟県 中労委 年末一時

金等 

11. 2 11.16 境港支部 

29 日本私鉄労働組合

総連合会 

東京都 中労委 労働環境 

改善等 

11.16 11.28 日ノ丸自動車支部 

30 全日本国立医療労

働組合 

東京都 中労委 労働環境

改善等 

12. 8 12.21  
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第６章  個別労働関係紛争の相談・あっせん 

 

 

１ 労働相談 

（１）対応状況 

労働相談会における労働相談を含め、平成２７年における対応状況は以下のとおりである。 

ア 相談内容 

件  数 

（重複集計） 

相 談 内 容 （重複集計）       〔回〕 

経営又は 
人事（解雇等） 

賃金等 
(未払い等) 

労働条件等 
（勤務時間等） 

職場の人間関係 
（嫌がらせ等） 

その他 

２５３ ６５ ３０ ８２ ６４ １２ 

 

イ 対応状況 

件  数 

（実数集計） 

対 応 状 況 （実 数）       〔件〕 

助 言 法令の説明 
あっせん 
制度説明 

他機関紹介 

１７６ １２０ ４ ２５ ２７ 

 

（２）定期相談会 

労働委員会の労働相談をＰＲして「労使ネットとっとり」の周知を図るとともに、平日

における高度専門的な相談を希望する県民等に配慮し、労働問題に詳しい労働委員会の公

労使の委員各１名が３名１組で直接助言を行う定期労働相談会を開催した。 

実施日 相 談 応 対 者 

１月１４日(水) (公)濱田代理、(労)安養寺委員、(使)宮城委員 

 ４月 ８日(水) (公)吉谷委員、(労)五十嵐委員、(使)稲井委員 

 ７月 ８日(水) (公)三谷代理、(労)松崎委員、(使)江尻委員 

 ８月 ５日(水) (公)杉山委員、(労)安養寺委員、(使)宮城委員 

 ９月 ９日(水) (公)杉山委員、(労)池内委員、(使)竹上委員 

１１月１１日(水) (公)濱田会長、(労)弘中委員、(使)和田委員 

１２月 ９日(水) (公)吉谷委員、(労)本川委員、(使)稲井委員 

※原則、毎月１回（但し、休日合同労働相談会を開催する月は除く）、毎週第２水曜 

日（定例総会終了後）の午後３時３０分～５時に、前日までの予約制により開催。 
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（３）関係機関による休日合同労働相談会の開催（年３回、３地区一斉開催） 

労働委員会の労働相談をＰＲして「労使ネットとっとり」の周知を図るとともに、平日

における相談が困難な県民等に配慮し、労働問題に詳しい労働委員会の委員が直接助言を

行う休日労働相談会を開催した。なお、開催にあたってはいずれも県中小企業労働相談所

（みなくる鳥取・倉吉・米子）、日本司法支援センター鳥取地方事務所（法テラス鳥取）、

鳥取労働局、社会保険労務士会及び鳥取県弁護士会と共催した。 

 

   ア ３月 【島根県と共同開催】 

東 

 

部 

日    時 平成２７年３月８日（日） 午前１０時から午後３時まで 

会    場 高齢者福祉センター（鳥取市富安） 

相談対応者 (公)吉谷委員、(労)池内委員 

中 

 

部 

日    時 平成２７年３月８日（日） 午前１０時から午後３時まで 

会    場 県立倉吉未来中心（倉吉市駄経寺町） 

相談対応者 (労)本川委員、(使)稲井委員 

西 

 

部 

日    時 平成２７年３月８日（日） 午前１０時から午後３時まで 

会    場 米子市福祉保健総合センターふれあいの里（米子市錦町１丁目） 

相談対応者 (公)太田会長、(労)小椋委員 

   （参 考） 島根県労働委員会の相談会：平成２７年３月８日（日）松江市内で実施 

 

   イ ６月  【島根県と共同開催】 

東 

 

部 

日    時 平成２７年６月２１日（日） 午前１０時から午後３時まで 

会    場 県民ふれあい会館（鳥取市扇町） 

相談対応者 (公)吉谷委員、(労)池内委員 

中 

 

部 

日    時 平成２７年６月２１日（日） 午前１０時から午後３時まで 

会    場 県立倉吉未来中心（倉吉市駄経寺町） 

相談対応者 (労)松崎委員、(使)稲井委員 

西 

 

部 

日    時 平成２７年６月２１日（日） 午前１０時から午後３時まで 

会    場 米子市福祉保健総合センターふれあいの里（米子市錦町１丁目） 

相談対応者 (公)杉山委員、(使)宮城委員 

   （参 考） 島根県労働委員会の相談会：平成２７年６月２１日（日）浜田市内で実施 

 

   ウ １０月 【島根県と共同開催】 

東 

 

部 

日    時 平成２７年１０月２５日（日） 午前１０時から午後３時まで 

会    場 県民ふれあい会館（鳥取市扇町） 

相談対応者 (公)三谷代理、(使)和田委員 

中 

 

部 

日    時 平成２７年１０月２５日（日） 午前１０時から午後３時まで 

会    場 県立倉吉未来中心（倉吉市駄経寺町） 

相談対応者 (公)濱田会長、(労)本川委員 

西 

 

部 

日    時 平成２７年１０月２５日（日） 午前１０時から午後３時まで 

会    場 米子市福祉保健総合センターふれあいの里（米子市錦町１丁目） 

相談対応者 (労)松崎委員、(使)江尻委員 

   （参 考） 島根県労働委員会の相談会：平成２７年１０月２５日（日）松江市内で実施 
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（４）１２時間労働相談（「労使ネットとっとり」労働相談週間事業） 

労使ネットとっとりの相談フリーダイヤル（０１２０－７７－６０１０）にちなみ、そ

の周知・ＰＲを図るため、６月１０日を「労使ネットとっとり」労働相談の日と称して、

当該１週間について１２時間の相談対応を行った。 

 

12 

 

時 

 

間 

 

日    時 

 

平成２７年６月８日（月）から６月１２日（金）まで 

午前８時から午後８時までの１２時間 

会    場 労使ネットとっとり（県庁第二庁舎７階 労働委員会事務局内） 

相談対応者 事務局職員 

 

 

２ 個別労働関係紛争あっせん事件 

平成２７年中の新規申請は３０件で、すべて労働者からの申請であり、終結が２９件、次

年への繰越が１件であった。終結区分は解決１４件、取下げ７件、打切り８件であった。 

 

  （１）取扱件数 

 

 
取 扱 件 数 処 理 状 況 

前年繰越 本年新規 計 本年終結 次年繰越 

１４ 年 －  １  １  １ － 

１５ 年 － １２ １２ １２ － 

１６ 年 －  ９  ９  ９ － 

１７ 年 －  ９  ９  ９ － 

１８ 年 － １７ １７ １７ － 

１９ 年 － １９ １９ １７ ２ 

２０ 年 ２ １９ ２１ ２０ １ 

２１ 年 １ ３４ ３５ ３５ － 

２２ 年 － ２２ ２２ ２０ ２ 

２３ 年 ２ ２３ ２５ ２３ ２ 

２４ 年 ２ ３５ ３７ ３３ ４ 

２５ 年 ４ ２１ ２５ ２３ ２ 

２６ 年 ２ ３２ ３４ ３３ １ 

２７ 年 １ ３０ ３１ ３０ １ 

計 － ２８３ － ２８２ － 
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  （２）申請区分 

 
労 働 者 使 用 者 双  方 計 

１４ 年  １ － －  １ 

１５ 年 １２ － － １２ 

１６ 年  ９ － －  ９ 

１７ 年  ９ － －  ９ 

１８ 年 １７ － － １７ 

１９ 年 １９ － － １９ 

２０ 年 １９ － － １９ 

２１ 年 ３４ － － ３４ 

２２ 年 ２２ － － ２２ 

２３ 年 ２３ － － ２３ 

２４ 年 ３４ １ － ３５ 

２５ 年 ２１ － － ２１ 

２６ 年 ３２ － － ３２ 

２７ 年 ３０ － － ３０ 

計 ２８２ １ － ２８３ 

  （注）当該年に新規受付した事件の申請区分による。 

 

  （３）あっせん内容区分                                            （重複集計） 

 
経営又は人事 

(解雇等) 

賃  金  等 

(未払い等) 

労働条件等 

(勤務時間等) 

職場の人間関係 

(嫌がらせ等 ) 
その他 

１４ 年  １  １  ０  ０  ０ 

１５ 年  ８  ８  ２  １  １ 

１６ 年  ３  ８  ３  ０  ３ 

１７ 年  ７  ６  １  １  ２ 

１８ 年  ８  ８  ５  ２  ３ 

１９ 年 １０  ７  ５  ０  ５ 

２０ 年 １４  ８  ２  ３  １ 

２１ 年 １８ １３ １２  ６  ２ 

２２ 年 １５ １１  ２  ５  ２ 

２３ 年 １７  ８  ６  ５  ２ 

２４ 年 ２３ ２１ １２ １８  ２ 

２５ 年 １４  ９  ５  ６  ０ 

２６ 年 ２４  ６  ９  ９  １ 

２７ 年 ２４  ２  ９  ７  ０ 

計 １８６ １１６ ７３ ６３ ２４ 

  （注）当該年に新規受付した事件のあっせん内容区分による。 
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  （４）終結処理区分 

 

終 結 区 分 

係属中 
解 決 

取下げ 

（関与解決） 
取下げ 打切り 不開始 

１４年 

（ １件） 

件 数    １   

構成比    １００％   

１５年 

（１２件） 

件 数 ５ ２ １ ４   

構成比 ４２％ １７％ ８％ ３３％   

１６年 

（ ９件） 

件 数 ６ １  ２   

構成比 ６７％ １１％  ２２％   

１７年 

（ ９件） 

件 数 ５ １  ３   

構成比 ５６％ １１％  ３３％   

１８年 

（１７件） 

件 数 １０ １  ６   

構成比 ５９％ ６％  ３５％   

１９年 

（１９件） 

件 数 ７ ３ ３ ３ ３  

構成比 ３６％ １６％ １６％ １６％ １６％  

２０年 

（１９件） 

件 数 １２  １ ３ ３  

構成比 ６３％  ５％ １６％ １６％  

２１年 

（３４件） 

件 数 １７ ３  ４ １０  

構成比 ５０％ ９％  １２％ ２９％  

２２年 

（２２件） 

件 数 １１  ２ ８ １  

構成比 ５０％  ９％ ３６％ ５％  

２３年 

（２３件） 

件 数 １２ ３ ４ ４   

構成比 ５３％ １３％ １７％ １７％   

２４年 

（３５件） 

件 数 ２１ ４ ４ ５ １  

構成比 ６０％ １１％ １１％ １５％ ３％  

２５年 

（２１件） 

件 数 ９ １ ６ ５   

構成比 ４３％ ５％ ２８％ ２４％   

２６年 

（３２件） 

件 数 １６  ５ １１   

構成比 ５０％  １６％ ３４％   

２７年 

（３０件） 

件 数 １１ ３ ７ ８  １ 

構成比 ３７％ １０％ ２３％ ２７％  ３％ 

計 

（283件） 

件 数 １４２ ２２ ３３ ６７ １８ １ 

構成比 ５０％ ８％ １２％ ２３％ ６％ １％ 

  （注）当該年に新規受付した事件の終結処理区分による。 
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 （５）あっせん事件一覧 

事件 

番号 

申請日 

申請者 

 

あっせん事項 

 

開始日 
終 結 日 

終結区分 

あっせ

ん回数 

処理 

日数 

 

あっせん員 

 

26-31 H26 

12.17 

労働者 

離職に関する話合い 

 

 

H26 

12.24 

 

1. 7 

解 決 

 

１回 

 

 

22日 

 

 

(公)松田 

(労)小椋 

(使)稲井 

27- 1 H27 

1.15 

労働者 

職場環境の改善に関

する話合い 

 

H27 

1.16 

 

2. 2 

解 決 

 

３回 

 

 

19日 

 

 

(公)吉谷 

(労)安養寺 

(使)和田 

27- 2 2. 2 

労働者 

 

雇止めに関する話合

い 

 

2. 4 

 

 

3. 4 

打切り 

 

２回 

 

 

31日 

 

 

(公)太田 

(労)若槻 

(使)江尻 

27- 3 2.24 

労働者 

 

復職に関する話合い 

 

 

2.27 

 

 

4.27 

解 決 

 

３回 

 

 

63日 

 

 

(公)太田 

(労)小椋 

(使)江尻 

27- 4 2.26 

労働者 

 

離職に関する話合い 

 

3. 3 

 

 

3.31 

解 決 

 

２回 

 

 

34日 

 

 

(公)吉谷 

(労)池内 

(使)宮城 

27- 5 3. 6 

労働者 

 

離職に関する話合い 

 

 

3. 9 

 

 

3.20 

打切り 

 

－ 

 

 

15日 

 

 

(公)吉谷 

(労)安養寺 

(使)和田 

27- 6 3. 8 

労働者 

 

雇止めの撤回 

 

 

3. 9 

 

 

3.18 

取下げ 

 

－ 

 

 

11日 

 

 

(公)三谷 

(労)松﨑 

(使)江尻 

27- 7 3. 9 

労働者 

 

雇用契約に関する話

合い 

 

 

3.13 

 

 

3.20 

打切り 

 

－ 

 

 

12日 

 

 

(公)石黒 

(労)本川 

(使)竹上 

27- 8 3.30 

労働者 

 

雇止めに関する話合

い 

 

4. 8 

 

 

4.28 

打切り 

 

－ 

 

 

30日 

 

 

(公)石黒 

(労)松﨑 

(使)竹上 

27- 9 4. 2 

労働者 

 

離職に関する話合い 

 

 

4. 8 

 

 

4.16 

取下げ 

 

－ 

 

 

15日 

 

 

(公)三谷 

(労)安養寺 

(使)和田 

27-10 4.14 

労働者 

 

離職に関する話合い 

 

 

4.15 

 

 

5. 9 

解 決 

 

１回 

 

 

26日 

 

 

(公)三谷 

(労)池内 

(使)宮城 

27-11 4.17 

労働者 

 

勤務条件に関する話

合い 

 

4.22 

 

 

6.25 

解 決 

 

２回 

 

 

70日 

 

 

(公)濱田 

(労)本川 

(使)江尻 

27-12 4.24 

労働者 

離職に関する話合い 

 

4.27 

 

 

5. 7 

取下げ 

 

－ 

 

 

14日 

 

 

－ 
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事件 

番号 

申請日 

申請者 

 

あっせん事項 

 

開始日 
終 結 日 

終結区分 

あっせ

ん回数 

処理 

日数 

 

あっせん員 

 

27-13 4.27 

労働者 

 

パワハラに対する謝

罪 

 

4.30 

 

 

6.17 

解 決 

 

２回 

 

 

52日 

 

 

(公)三谷 

(労)松﨑 

(使)竹上 

27-14 5. 1 

労働者 

 

労働契約に関する話

合い 

 

5.13 

 

 

9.13 

解 決 

 

３回 

 

 

136日 

 

 

(公)杉山 

(労)安養寺 

(使)竹上 

27-15 5.11 

労働者 

 

 

労働条件に関する話

合い 

 

 

5.13 

 

 

 

5.19 

取下げ 

（関与解決） 

－ 

 

 

 

9日 

 

 

 

(公)吉谷 

(公)浦木 

(労)弘中 

(使)宮城 

27-16 5.20 

労働者 

 

労働条件に関する話

合い 

6.22 

 

 

8. 4 

取下げ 

（関与解決） 

－ 

 

 

77日 

 

 

(公)石黒 

(労)若槻 

(使)江尻 

27-17 6.12 

労働者 

 

 

復職に関する話合い 

 

 

 

6.19 

 

 

 

8.12 

打切り 

 

 

３回 

 

 

 

62日 

 

 

 

(公)浦木 

(公)太田 

(労)安養寺

(使)稲井 

27-18 6.23 

労働者 

 

解雇に関する話合い 

 

 

6.24 

 

 

7.23 

取下げ 

 

－ 

 

 

31日 

 

 

(公)石黒 

(労)松﨑 

(使)竹上 

27-19 6.23 

労働者 

 

解雇に関する話合い 

 

 

6.24 

 

 

7.16 

取下げ 

 

－ 

 

 

24日 

 

 

(公)石黒 

(労)松﨑 

(使)竹上 

27-20 6.24 

労働者 

 

解雇に対する謝罪 

 

 

6.24 

 

 

7.25 

解 決 

 

１回 

 

 

32日 

 

 

(公)松田 

(労)弘中 

(使)和田 

27-21 7. 9 

労働者 

 

解雇に関する話合い 

 

 

7.13 

 

 

7.13 

取下げ 

 

－ 

 

 

5日 

 

 

(公)濱田 

(労)松﨑 

(使)江尻 

27-22 7.10 

労働者 

 

損害賠償に関する話

合い 

 

7.15 

 

 

8.21 

解 決 

 

１回 

 

 

43日 

 

 

(公)濱田 

(労)本川 

(使)宮城 

27-23 7.15 

労働者 

 

離職に関する話合い 7.22 

 

 

8.12 

打切り 

 

－ 

 

 

29日 

 

 

(公)石黒 

(労)松﨑 

(使)江尻 

27-24 7.24 

労働者 

 

復職に関する話合い 

 

 

8. 3 

 

 

9.27 

打切り 

 

１回 

 

 

66日 

 

 

(公)杉山 

(労)弘中 

(使)江尻 

27-25 8.10 

労働者 

 

離職に関する話合い 

 

 

8.12 

 

 

9. 7 

解 決 

 

１回 

 

 

29日 

 

 

(公)濱田 

(労)松﨑 

(使)江尻 
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事件 

番号 

申請日 

申請者 

 

あっせん事項 

 

開始日 
終 結 日 

終結区分 

あっせ

ん回数 

処理 

日数 

 

あっせん員 

 

27-26 8.21 

労働者 

 

パワハラに対する謝

罪 

 

10.23 

 

 

11.17 

解 決 

 

１回 

 

 

89日 

 

 

(公)濱田 

(労)本川 

(使)宮城 

27-27 10.26 

労働者 

 

職場環境の改善 

 

 

10.28 

 

 

11. 4 

取下げ 

（関与解決） 

－ 

 

 

10日 

 

 

(公)松田 

(労)弘中 

(使)宮城 

27-28 11. 9 

労働者 

 

 

職場環境の改善に関

する話合い 

 

 

11.11 

 

 

 

12. 7 

打切り 

 

 

－ 

 

 

 

29日 

 

 

 

(公)三谷 

(公)浦木 

(労)池内 

(使)和田 

27-29 11.12 

労働者 

 

離職に関する話合い 11.13 

 

 

12. 2 

取下げ 

 

－ 

 

 

21日 

 

 

(公)松田 

(労)松﨑 

(使)稲井 

27-30 12.14 

労働者 

労働条件に関する話

合い 

12.17 次年繰越 

  

(公)杉山 

(労)松﨑 

(使)江尻 
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第７章  労使ネットとっとり（個別労使紛争解決支援センター）の活動 

 

 

１ 労使ネットとっとりの広報・ＰＲ活動 

 〔はじめに〕 

 人事労務管理の個別化や雇用形態の変化等に伴い、個々の労働者と事業主との間で労働

関係上の紛争が増加していることを受け、個別労働紛争の未然防止、迅速な解決を促進す

ることを目的として、平成１４年に「個別労働関係紛争の解決の促進に関する条例」が施

行され、この条例に基づいて鳥取県労働委員会による個別労働関係紛争あっせん制度が整

備された。 

労働委員会の「あっせん」と労働相談を分かりやすく利用しやすいものとするため、平

成２１年度からは労働委員会内に「個別労使紛争解決支援センター」を設置し、これに「労

使ネットとっとり」の愛称をつけ、県民に直接届く情報提供に努めている。 

 平成２７年末までに２８０件を超えるあっせんを取扱っているが、労働委員会が行う労

働相談や「あっせん」等に対する県民の認知度はいまだ高いとは言えないのが現状である。 

 このため、以下の広報基本方針を定め、可能な限り幅広い広報手段を通じて、個別労使

紛争解決支援機関としての「労使ネットとっとり」の労働相談受付や「あっせん」等につ

いて、県内に働く一人ひとりの労働者や事業主に届くよう積極的な周知に努めた。 

 

〔広報の基本方針〕 

（１）広報内容 

個別労使紛争解決支援機関としての「労使ネットとっとり」の存在に加えて、その特

徴である、①公益側委員、労働者側委員、使用者側委員の三者構成のあっせん員が調整

の任に当たること、②あっせん員・事務局職員が現地に出向く現地主義であること、③

解決が見込まれる場合には（時間や回数の制限なく）何度でもあっせんを行うことの３

点と、これまでの解決率、平均処理日数、被申請者の参加率等の実績についても広報・

ＰＲする。 

（２）集中広報期間等 

「労使ネットとっとりの日」（平成２４年６月１３日第１１０７回総会決定）の６月

１０日がある６月、全国労働委員会連絡協議会の「個別労働関係紛争処理制度周知月間」

である１０月に集中的に広報を行うとともに、該当月については、地方紙の発行エリア、

民放テレビ、ラジオのローカル局の放送エリアが重なる島根県と共同した広報・ＰＲ活

動を行う。 

（３）広報媒体等 

○引き続き可能な限り多くの広報媒体の利用を検討するとともに、県職員をモデルとし

たポスター・リーフレットの作成や、新聞へのまんが広告の掲載、県庁舎等への懸垂

幕・横断幕の掲出等、県民により親しみやすい方法で広報する。 

○女性が輝き活躍する就業環境の整備に向けて、最近のハラスメントに関する判例の傾

向や今後の方策等について学び、労働関係紛争の予防や労働委員会制度の周知を図る 
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ことを目的として、中央労働委員会と共催で労使関係セミナーを開催し、「労使ネッ

トとっとり」を広報する。 

○県内の高校で卒業を控えた高校３年生に対して、県中小企業労働相談所の「ＴＨＥ社

会人」と併せて労使ネットとっとりのクリアファイルを配布するなど、「未来の労働

者」に対する労働教育、紛争の未然防止等の観点からＰＲをしていく。 

○昭和２１年３月１日に鳥取県労働委員会が発足して以来、平成２８年３月１日をもっ

て７０周年を迎えるにあたり、平成２７年度を通して、県立図書館等と連携するなど

して、また、既実施事業との相乗効果を図るなどして記念事業を実施し、県民や事業

者に直接、鳥取県労働委員会（労使ネットとっとり）及びその実施している紛争処理

サービスについての周知及び利用促進を図る。 

 

〔主な広報事業〕 

①休日労働相談会（３月、６月、１０月） 

②「労使ネットとっとり」労働相談週間（６月） 

③労使関係セミナー（８月） 

④個別労働紛争処理制度周知月間事業（１０月） 

合同労働相談会、街頭ＰＲ 

全国共通キャッチフレーズ『ご存じですか？労働委員会（労使ネットとっとり）

～雇用のトラブル まず相談～』の活用 

⑤定期労働相談会（毎月） 

⑥労働相談時間（面接）の延長（通年、随時)  

 

〔主な周知広報活動〕 

（１）関係機関による休日合同労働相談会の開催（年３回、３地区一斉開催） 

「第６章 個別労働関係紛争の相談・あっせん １（３）」にて詳細記載 

（２）定期労働相談会の実施（毎月定例総会日） 

「第６章 個別労働関係紛争の相談・あっせん １（２）」にて詳細記載 

（３）「労使ネットとっとり」労働相談週間（６月） 

「第６章 個別労働関係紛争の相談・あっせん １（４）」にて詳細記載 

（４）全国労働委員会連絡協議会共同ＰＲ事業 

ア 個別労働関係紛争処理制度周知月間事業（１０月） 

イ 全国共通キャッチフレーズの活用 

ウ まんがによる新聞広告（日本海新聞 全５段） 

エ 県庁舎等への懸垂幕・横断幕の掲出 

（５）リーフレット・ティッシュの街頭での配布（島根県と共同開催） 

集客施設の来場者に対し、休日合同労働相談会の実施や関係機関の個別労働関係紛争

処理関係機関の各相談窓口を紹介するチラシが入ったティッシュペーパーを配布し、

「労使ネットとっとり」の周知を図った。なお、一斉配布の実施に当たっては、県商工

労働部雇用人材総室及び県中小企業労働相談所（みなくる）、日本司法支援センター鳥

取地方事務所（法テラス鳥取）と連携した。 
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東 

部 

日 時 平成２７年６月７日（日）午前９時から正午まで 

会 場 イオン鳥取北店（鳥取市晩稲） 

配 布 者 （公）三谷代理、（労）安養寺委員、事務局職員 

中 

部 

日 時 平成２７年６月７日（日）午前９時から正午まで 

会 場 倉吉パープルタウン（倉吉市山根） 

配 布 者 （労）弘中委員、（使）和田委員、事務局職員 

西 

部 

日 時 平成２７年６月７日（日）午前９時から正午まで 

会 場 イオン日吉津店（日吉津村日吉津） 

配 布 者 （公）杉山委員、（使）江尻委員、事務局職員 

 

東 

部 

日 時 平成２７年１０月４日（日）午前９時から正午まで 

会 場 イオン鳥取北店（鳥取市晩稲） 

配 布 者 （公）吉谷委員、（労）宮城委員、事務局職員 

中 

部 

日 時 平成２７年１０月４日（日）午前９時から正午まで 

会 場 倉吉パープルタウン（倉吉市山根） 

配 布 者 （公）濱田会長、（労）本川委員、事務局職員 

西 

部 

日 時 平成２７年１０月４日（日）午前９時から正午まで 

会 場 イオン日吉津店（日吉津村日吉津） 

配 布 者 （使）竹上委員、事務局職員 

 

（参 考）島根県労働委員会の街頭ＰＲ実施状況 

平成２７年 ６月７日（日） ゆめタウン浜田（浜田市港町） 

平成２７年１０月４日（日） イオン松江ＳＣ（松江市東朝日町） 

 

（６）懸垂幕・横断幕掲出 

地区 場  所 媒 体 掲出期間 告 知 内 容 

東 

部 

県議会棟 

（鳥取市東町） 
横断幕 

１０月１日（水）から 

１０月３１日（金）ま

で 

全国共通キャッチフレーズ 

「ご存じですか？労使ネットとっ

とり～雇用のトラブル まず相談

～」 

労使ネットとっとりのロゴマーク 

相談フリーダイヤル 

中 

部 

中部総合事務所 

（倉吉市東巌城町） 
懸垂幕 

西 

部 

米子市営武道館 

（米子市糀町） 
横断幕 
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（７）新聞広告（鳥取県からのお知らせ・マンガ広告） 

地区 掲載日 媒 体 告 知 内 容 

全域 ８月２７日（木） 日本海新聞 

鳥取県からのお知らせ欄 

フリーダイヤル・労働相談 

 ９月９日（水）定期労働相談会 

全域 １０月１２日（月） 日本海新聞 

マンガ広告 

フリーダイヤル・労働相談 

 １０月２５日（日）合同労働相談会 

全域 １１月２６日（木） 日本海新聞 

鳥取県からのお知らせ欄 

フリーダイヤル・労働相談 

 １２月９日（水）定期労働相談会 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年１０月１２日付 日本海新聞  ラ・コミック 

［東部：県議会棟］
 

[中部：中部総合事務所]
 

［西部：米子市営武道館］
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（８）クリアファイルの配布（未来の労働者・使用者である高校生向け啓発） 

地 区 日 程 媒 体 告 知 内 容 

全 域 １１月中旬 クリアファイル５,８００部 労使ネットとっとり周知 

フリーダイヤル・労働相談 

未来の労働者（使用者）に対する労働紛争の未然防止、労働教育に役立つよう、就職・進学を

控えた県内の高校３年生全員に対し、県中小企業労働相談所（みなくる）の「ＴＨＥ社会人基礎

編」に併せて労使ネットとっとりのクリアファイルを配付し、「労働関係の専門機関」としての

周知を図った。 

 

（９）テレビ・ラジオ番組への出演 

○ＮＨＫとっとり放送局放送「いちおしＮＥＷＳとっとり」への出演 

放送日時 出演者 ＰＲ内容 

２月１３日（金） 

１８時１０分から 

（公）三谷委員 

事務局職員 

雇用人材総室 

労働セミナー（２月２０日(金)、２４日(火)、

２６日(木)） 

合同労働相談会（３月８日(日)） 

６月１０日（水） 

１８時１０分から 

事務局職員 

雇用人材総室 

合同労働相談会（６月２１日(日)） 

 

○ＦＭ山陰「face～輝け未来」への出演 

放送日時 出演者 ＰＲ内容 

１月２８日（水） 

１４時２０分から 
太田会長 

個別労働関係紛争あっせん制度 

フリーダイヤル・労働相談 

合同労働相談会（３月８日(日)） 

 

（１０）その他の周知広報活動 

○県政記者クラブに対する報道資料提供 

〔報 道 実 績〕時事通信社「ｉＪＡＭＰ」（６月２４日） 

○関係機関に対するちらしの配布 

〔主な配布先〕国、県、市町村窓口（労働関係、相談関係等）、図書館、社会福祉協

議会、労働者団体（労働組合等）、使用者団体（経営者協会、商工会

議所、商工会、青年会議所等）、大学・専門校、県内高等学校・特別

学校等（就職希望の卒業生に対して配布） 

○県内コンビニエンスストア「鳥取県情報コーナー」におけるちらしの配架 

〔配 架 店 舗〕ローソン（約１１０店舗）、ファミリーマート（約７０店舗）、ポプ

ラ（約５０店舗） 

○関係各所に対する関係機関広報誌またはホームページでの告知依頼 

〔主な依頼先〕市町村、共催機関、労働関係団体、経営者団体等 

○労使ネットとっとり公式ホームページ 

○「県政だより」（６月号、９月号、１０月号）及び市町村広報紙におけるお知らせの

掲 載 

〔配 布 箇 所〕鳥取県内の全世帯 
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（１１）労使関係セミナー 

主  催：鳥取県労働委員会、中央労働委員会 

協  賛：島根県労働委員会、岡山県労働委員会、広島県労働委員会、山口県労働委

員会 

後  援：鳥取県、鳥取労働相談・個別労働紛争解決制度関係機関連絡協議会 

実施日時：平成２７年８月２６日（水）午後１時３０分から午後４時まで 

テ ー マ：ハラスメント法概論と判例の傾向及び今後の方策について 

      －女性が輝き活躍する環境整備に向けて－ 

    （１）講 演 「ハラスメント法概論と近時判例の傾向」 

       講師：中央労働委員会西日本地方調整委員長、同志社大学商学部教授 

          吉川 英一郎 氏  

      （講演内容は「第７章 労使ネットとっとりの活動３」において記載） 

    （２）施策等説明 

      「職場のパワーハラスメント防止と働き方改革について」 

       －安心して働くことができる職場づくりを目指して－ 

       説明：鳥取労働局労働基準部監督課 

      「セクシュアルハラスメント、マタニティハラスメント防止について」 

       －女性が活躍できる職場環境整備を－ 

       説明：鳥取労働局雇用均等室長 

      「輝く女性活躍職場づくりについて」 

       説明：鳥取県元気づくり総本部元気づくり推進局男女共同参画推進課 

      「鳥取県における労働関係紛争処理制度について」 

       説明：鳥取県労働委員会 

参加人数：労働委員会委員、関係機関、労働者団体、経営者団体、県職員、一般県民等 

約１５０人 

 

（１２）第７０回全国労働委員会連絡協議会総会における鳥取県労働委員会委員の発表 

第１議題「労働委員会の活性化について」の中国ブロックの事例発表県（者）とし

て、和田委員が「鳥取県労働委員会（労使ネットとっとり）の取組みについて」をテ

ーマに場内発表を行った。 

（発表内容は「第７章 労使ネットとっとりの活動４」において記載） 

 

（１３）平成２７年度全国労働委員会公益委員連絡会議における講演 

太田正志前会長が「利用者に直接届く取組みを通して～『労使ネットとっとり』の

活動～」をテーマに講演を行った。 

（講演内容は「第７章 労使ネットとっとりの活動５」において記載） 
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２ 平成２６年度中国地区労働委員会会長連絡会議 講演概要 

 

〔期日等〕 

期 日  平成２７年２月９日（月） 

場 所  米子ワシントンホテルプラザ（米子市明治町１２５） 

参加者  中国地区労働委員会会長・会長代理、鳥取県労働委員会あっせん員候補者、 

     労働者団体、経営者団体、関係機関ほか 

 

〔講演〕 

講 師  同志社大学法科大学院教授（前京都府労働委員会会長） 西村 健一郎 氏 

演 題  ｢メンタルヘルスをめぐる法的諸問題について｣ 

 

 

〔内容(講演録)〕 

今日は鳥取県労委の太田会長、それから県公労使の委員、事務局の方々にお呼びいただいた

ということで、うれしく思っています。本当にありがとうございます。 

 太田会長ご自身は、労働委員会の活性化

がテーマになって以降といいますか、全労

委でそういったことが議論される都度に登

場をされておりまして、ある意味でも極め

て有名な方であります。特に「労使ネット

とっとり」という名称で全国に有名になら

れているのですが、この点については、京

都でも議論があります。いろいろアンケー

トをやりますと、多分ほかの県労委の方も

そうかなと思いますが、労働委員会という

のは何となくまだ敷居が高い、そういう印

象を持たれているところが多いのです。京

都のアンケートでも、あっせんの結果について労使ともに、ああ、非常に良かったという御返

事、アンケートの回答をいただいているのですが、実際のところはやっぱり敷居が高いと。特

に使用者の方に敷居が高いというところがあります。労働委員会という名称自体がいかにも労

働者ばっかりの味方をするのではないかというふうに捉えられているのかなという感じなので

すね。それを思い切って鳥取県労委では、「労使ネットとっとり」というふうに直された。これ

には２つ、大きな着眼があったのかなと思います。 

 一つは、要するに労働という名称を外した思い切った決断をされているということです。こ

れはなかなか法律の立場からすると、労組法に基づいてつくられている制度であるにもかかわ

らず、そういう決断をされたということで、これは大したものだなと思います。 

 もう一つは、個別労働紛争のほうに大きくかじを切っておられるということなのです。平成

１３年１０月から労働局のほうで調整あっせん制度が始まっております。それを受けて京都府

でも平成１４年２月ぐらいから、労働委員会も個別紛争を担当しましょうということになって
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います。平成になってからだと思うのですが、労働紛争の多くが個別的労働関係紛争として争

われるようになってきているという背景があります。集団的なあっせんというケースについて

も、その多くは実は個別紛争の装いをかりた、中身は個別紛争というものが少なくないのです。

労働組合が関与している、したがって集団的な紛争だということなのですけれども、実は中身

は賃金であったり、解雇・雇止めであったり、個別紛争ということがすこぶる多いと。そうい

った意味で、鳥取県労委がこれからの労働委員会の生きる道というのは個別紛争の解決、あっ

せんなのだというふうに、はっきり、明確にかじを切られたというのは大いなる決断であると

ともに、やはり立派だなという感じがいたします。 

 きのう話を伺っておりますと、大抵の府県で、労働局のあっせんと労働委員会の個別紛争の

あっせんは大体１０対１ぐらいの割合だと。確かにそのとおりなのです。ところが、ここの鳥

取では大体６対４で、ほぼ均衡してきているのです。そういったところにも鳥取県の大きな決

断が、実際に大きな意味を持っているということができるのではないかなと思います。 

 そういった意味で、ここの制度、労働局のあっせんとともに労働委員会のあっせん、個別紛

争のあっせんというのは非常に重要な意味があります。確かに労働審判という制度ができまし

て、年間では３，０００件程度審判がなされる。このように労働審判制度が利用されているわ

けなので、それ自体は極めて重要な意味があります。しかし、やはり労働委員会のあっせんに

しろ労働局のあっせんにしろ全く無料なのです。この無料であるということには非常に大きな

意味があるわけでありまして、大いにこの２つの制度を利用、活用していかなければいけない。

特に労働委員会の個別紛争のあっせん制度というのは大いに活用する余地があるのではないか

と思います。 

 我が国が個別の紛争解決につきましては、複線型の解決制度が実施されているわけでありま

して、労働審判もある労働委員会もある労働局もあると、労働局のあっせん制度もある。こう

いう複線型の制度がそれぞれのメリットを発揮して大いに利用されることで、さまざまなその

紛争に訴えていくということが今後の課題なのかなと思っております。 

 今日は、個別紛争の中での労災補償とかメンタルヘルスにかかわることがテーマになってい

るわけですが、個別紛争というのは、実はさまざまな事案が出てくるのです。それこそ今まで

のような集団的なあっせんと違って、集団的なあっせんであれば法的なルールというよりもむ

しろ当事者の利害を踏まえて足して２で割るという感じのところが少なくないと思うのですが、

個別紛争に関してはそういうわけにはなかなかいかないところがあると。法的なルールをやは

り踏まえた上で判断をしていかなければいけないところが少なくないと思います。 

 特に最近、労働法は随分大きく動いてきています。労働法自体が、要するに昔のままでずっ

とスタティックな、静態的なものというのではなくて、ダイナミックに立法も変わってきてい

る。またそれを受けて判例も変わってきている。こういったことを踏まえてやっていかないと

いけないという点で、労働委員会のメンバーの方についても、あるいは大きな課題が課せられ

ていると思うわけであります。 

 京都のことを若干、宣伝しておきますと、京都では平成１４年２月からこういう個別紛争の

あっせんをやっておりますが、取り上げた全ての件数について担当あっせん委員の報告という

のが総会で義務づけられているのです。これは事務局のほうがＡ４の用紙１枚のペーパーで、

その事案の内容、論点、それから推移、どういう形であっせんが推移していったのか、最終的

には結論がどうだったのか、うまくまとまったのかまとまらなかったのか、そういったことに



   

- 47 - 

 

ついてペーパーを１枚まとめていただいて、基本的には労働側の委員、それから使用者側の委

員、それから公益の委員、この３者の報告を、長いときでは３０分、４０分かけてやっており

まして、総会のかなりの時間がそれでとられるというところが実はあります。 

 何でこんなことをやっているかといいますと、こういう個別紛争のあっせんにつきましては、

法的な論点が結構出てくるわけです。法的な論点が出てくるときに担当委員以外の者にとって

は、ある意味で初めてというか、余り知らない、見聞きしない、そういう事柄が少なくない。

それをみんなの前で発表をしてみんなの共通の経験ということにしていこう。ある意味で研修

の機会としてそれを捉えておりまして極めて好評です。私、会長をずっとやっておりましたけ

れども好評でした。ほかの委員からこの点については法的にどうなのだということをいろいろ

聞かれると、担当者以外の者も知っている範囲で答えなければいけないと。こういうふうなこ

とで、実際に研修会という名目でやっているわけではないのですが、事案の解決の手法をみん

なで共通の経験として共通の財産にしていこうという、そういうことをやっているのです。そ

ういった意味で、いろいろなテーマ、いろんな問題が出てくるのですけれども、それぞれ勉強

の機会かなというふう考えております。 

 さて、きょうは、「労災補償・メンタルヘルスと労働法上の諸問題」というテーマであります

が、労働法の先生がここに２人来ておられて、うれしいなという感じなのですが、判例雑誌、

労働判例とか、あるいは労働経済判例速報とか、あるいは判例時報、判例タイムズまで入れま

すと、ほとんど毎回、労災にかかわりがある事例が載っていない号というのはないのです、実

は。本当にすごくたくさん載っている。 

 私はロースクールで労働法を担当しているのですけれども、別に労災補償という科目を上げ

まして、年１５回やっております。そういったところは京大と、今のところは同志社ぐらいし

かないのではないかなと思っているのですけれども、労働法の授業試験科目ですが、労災補償

の授業というのも非常に好評で、弁護士になったら絶対にこれは役に立つと。これはある意味

で非常に重要なテーマなので、法律的に押さえるべき点が１５回もあるという、１５回もある

というのは本当にたくさんあるのです。そういうテーマなので１時間や２時間でなかなか話し

切れないところがあるのですけれども、それだけ重要なテーマになってきているということを

ぜひ認識をしていただきたいと思います。 

 さて、労災補償といいますと、このレジュメに書きましたとおり損害賠償と社会保障の中間

的な制度だというふうにいわれております。我が国の場合には労働基準法第８章の災害補償と、

それから労災保険法の２本立てになっておりまして、つくられた当初は、これ昭和２２年４月

に２つの法律が同時に制定されておりまして、法律番号を見ますと４９号と５０号です。した

がって、いわゆる姉妹法としてつくられていることは間違いないのですが。 

 その下に書きましたように、労災保険法に関しては、昭和４０年以降は随分たくさんの改正

を経ております。労働基準法の災害補償の分野はほとんど改正されておりませんが、労災保険

法だけがずっと改正されたために、ここに書きましたように、労働基準法の災害補償から大き

く乖離してきております。乖離をしておりまして、労働基準法の災害補償と労災保険法の２本

立てでやっているというものの、現実は給付、被災者側が給付を受けるという点になりますと、

労災保険法に重点が移る。ところが責任の根拠というのは一体何かといわれると、労働基準法

の災害補償にあると。また、労災保険の保険料は全額使用者負担になっております。それが他

の社会保険と大きく違う点でありまして、労災保険の保険料というのは使用者だけが負担をし
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ておるというのは、これは要するに労働基準法の災害補償の使用者責任に基礎がある、それに

基づいているからだ、こういう説明なのです。 

 これだけいろいろ労働者の周辺が、労働者とそうでない者との境界線が微妙になってきてお

りますと、諸外国では、労働者類似のものについても労災保険法を当然適用してというふうな

感じが出てくるはずなのですけれども、我が国の場合は、労働基準法の災害補償にベースがあ

りますから、労災保険法がこれだけ改善されて大きく展開をしているにもかかわらず、給付を

受ける対象は誰かといったら労働基準法上の労働者だと、こういうことで全然動かない、これ

は動かないのです。解釈で緩くするという方向は考えられるのですけれども、なかなか裁判所

はそういう考え方をとらない。労働基準法上の労働者という形で枠をはめております。ただ、

給付自体は労災保険法の改正によってどんどん広がってきておる。随分拡充されておる。立派

なものになってきておることも間違いはないのですけれども、この２本立てということによっ

ていろいろおもしろい現象が出てきておるということであります。 

 損害賠償と社会保障の中間的な制度といいますが、他の社会保険と違ってやはり労災補償の

場合は損害賠償的な機能をかなり強く持っております。これは障害補償を見ればはっきりして

いるわけでありまして１級から１４級まで分かれている。これは損害賠償に合わせたといいま

すか、その労働者がこの障害によってこうむるところの損害を、要するに細かく評価をしてい

るわけです。他の社会保険だと障害があるかどうか、１級、２級、３級ぐらいまでしか対象に

していないのと比べると、やはり損害賠償のニュアンスが非常に強いということになります。

といって専ら社会保障かというと、医療にしろ年金にしろ、やはり労災補償独自の性格が出て

くるわけでありまして、やっぱりこの労災保険の性格というのは社会保障とは必ずしも一致を

しない。といって労働基準法の労働条件保護かといったらそれはそんなことはないわけであり

まして、一旦、障害補償、遺族補償が認められるとその必要性がある限りはずっと終身給付が

なされていくという点で社会保障と共通する側面がある。 

 こういった点、やはり研究していても非常におもしろい側面があるのですが、そういう独特

な性格がある労災保険の中で、その対象になる補償の範囲が随分最近では拡大をしてきていま

す。それに非常に大きな役割を果たしたのが、レジュメに書いておきました労基法施行規則の

別表の１の２、第９号、これは古いほうなのですけれども第９号でありまして、現在これは第

１１号に変わっておりますが、９号のときに過労死でありますとか、そういったものがどんど

ん第９号をベースにして拡大をしていったという経緯があります。 

 さて、うつ病の拡大とメンタルヘルスをめぐる問題ということなのですけれども、レジュメ

の下に書きましたように、現在の通達ではＩＣＤ－１０、ＷＨＯの国際疾病分類のＩＣＤ－１

０を使って判断をしています。中にはＤＳＭの第４版ですけれども、アメリカの精神医学会が

出しております、こういうふうな基準を使うとありますけれども、基本的にはＩＣＤ－１０の

指定分類に従って判断をするということなのですが、レジュメに書きましたように操作的な判

断基準、精神病理学に基づいて個別、具体的に判断をしていくというのではなくて、操作的な

診断基準がとられているというところが大きな特色となっています。このもう操作的な診断基

準というのは一定の症状が一定期間続くということで、疾病、ここでいうところのうつ病等を

認めましょうというわけです。うつ病の場合でありますと、抑うつ症状があって、それから不

安感といいますか、いらいらとか焦燥感があると。さらに、何をするにもおっくうだという感

じが出てくるということが一定期間継続するとうつ病であると認めましょうと、こういう考え
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方です。 

 したがって、随分診断が早くなりますし、広くなるのではないかと。うつ病が非常に広く多

く認められるようになったのは、こういう操作的な診断基準が用いられるからだということを

言うお医者さんもいるわけです。我が国のメンタルヘルスについてもそういうふうな判断基準

がとられておるということであります。 

 メンタルヘルスにかかわる法的な課題というのは、実は極めて多様であります。上のところ

で旧来のうつ病と新型うつ病と書きましたが、認定基準の対象にしているのは基本的には旧来

のうつ病で、ＩＣＤ－１０に出てくるような症状を示すようなものが対象になっているのです

が、現在では新型うつ病というタイトルで雑誌の特集号が組まれたりしておりますが、旧来の

うつ病でありますと、自分を責めるとか、自分がこういったことでだめだ、こういったことが

できなくて申しわけないとかという、自分を責めるような自責的傾向が非常に強いのに対して、

新型うつ病の場合には、他責的といいますか人を責める、上司が悪いのだと、会社が悪いのだ

と、周りが悪いのだと、自分は悪くないと、こういう人から聞けばわがままなだけというとこ

ろもあるような、そういったものが増えてきておると言われる。仕事をやめると元気になる。

旅行をしたりといったこともある。それが果たして本当にうつ病なのかということは、お医者

さんの間でもいろいろ議論があるようでありますが、微妙な点で、労災の認定というわけでは

決してないのですけれども、仕事の場でそういった人が出てくると大変難しい問題が出てくる

というのは後に述べるとおりであります。 

 さて、メンタルヘルスにかかわる法的な問題というのは極めて多様で、まず業務上認定にか

かわる問題から始まって、大抵その後ですが、安全配慮義務違反だということで損害賠償にか

かわるのですが、労災民訴に発展するようなケース。さらに労働者の精神疾患を理由として病

気で休む、休職をする、退職する、あるいは解雇する、あるいは復職にかかわっていろいろな

トラブルが出てくるという、こういう３つが法的な課題として出てくるわけで、極めて包括的

なといいますか、労働法の全般的な問題が登場するということになります。 

 業務上認定の問題などというのは、基本的には労働基準局の問題ではないか。だから個別紛

争の対象としてこういったことまで対象とするか、問題にするのは余りにも範囲を広げ過ぎる

のではないかという御意見もあるとは思いますが、どういう形で認定をされているのか、ある

いはされていくのかということをやはり知っておくということは非常に大事な点で、使用者の

方も、自分たちが業務上認定の問題に何か携わるということでは決してないのですけれども、

こういうことになると業務上認定をされるのだと。そこまで行くと業務上として認められるの

だというその境界を知るということは、これは非常に重要な意味があります。 

 そういった点でここで取り上げているということなのですが、労働者の精神疾患に関しては、

平成２３年１２月２６日に、新認定基準というのが出されております。これは非常に詳しい表

がついておりまして、従来の認定の指針と比べると極めて具体的な事例がすごくたくさん出て

きておると。その評価と基準もはっきり出ておるという点で非常に重要な意味があります。枠

組みとすれば、ここに書きましたが、ストレス・脆弱性理論、ライフ・イベント法、こういっ

たことが業務上・外認定の基本的な判断枠組みとされております。 

 ホワイトボードがちょっと出てきましたので。縦軸にストレスの強度をとりまして横軸に個

人の脆弱性をとって、ここの斜めの線というのが疾病の発症する時点です。ここで発症してい

ます。精神疾患自体はいろいろな人のところでいろんな形で発症をする。強い人でも弱い人で
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も発症する可能性がある。随分以前ですけれども、この問題が取り上げられる初期のころでし

ょうか、うつ病というのは心の風邪である、誰でも引くのだ。したがってすぐに治るのだとこ

ういうふうに言われたことがありまして、確かにうつ病って誰でもなり得る可能性があると。

なったら、ある意味で風邪ですからすぐに治るだろうということなのですが、半分以上の人は

治るのですが、中にはそれをこじらせてなかなか治らないといってそれで仕事を失う。仕事に

復帰できないという人も結構いるのです。その過程が全部労働関係にかかわりますから、ある

意味で使用者のマネジメントにとっても深刻でありますし、労働者の仲間にとっても深刻だと

いうことになるのですが、ストレスが非常に強いと脆弱性が非常に低くても発症するわけです。

ところが、ストレスが非常に弱い場合でも脆弱性が大きいと発症する。だから同じものが必ず

しも同じような結果を来さない。そこがストレスの問題の大きな特色です。 

 ストレスについてのキャパシティがあるようでありまして、ある人がこのような絵を描いて

います。このコップです。このコップはすぐにあふれますと。ところがこの大きなコップだと

水はなかなかあふれない。したがって、ストレスに脆弱だという人は、ある意味許容性が非常

に低い。やはりもう少し心をおおらかに持って、あるいは自分を鍛える部分も大きく、キャパ

シティを大きくしていかなければいけないということを精神医学の専門家が書いておられたの

ですが、ああ、おもしろいなと思いました。確かにそういう側面があるのです。 

 脆弱性が非常に大というのは、例えば夜店で売っているような風船で、ちょっと当たっただ

けでぱあんと破裂する。ストレスが非常に弱くてもすぐに破裂してしまう。ところがサッカー

ボールなんかになりますと、少しぐらい押さえたからといって破裂することはまずないのです

が、それでも強い圧力をかければサッカーボールだってぱんと割れてしまう。発症する。人間

の心の問題ですからどこでそうなるかは非常に微妙ですけれども、認定基準ではⅢ、Ⅱ、Ⅰと、

弱いもの、中程度のもの、強いものと、そういった者を分類をしてライフ・イベントごとに、

例えば配置転換をした。やっぱり配置転換をしたということで、すごくしんどいストレスだと

いうふうに感じるのは大抵、いや、やっと仕事になれたのに、新しい仕事大変だなと。しかし

普通それがストレスで病気が発症するということは普通はないですよね。子供のときにクラス

がえがあって、ああ、友達と離れてしまった、残念だという側面と、ああいういじめっ子と離

れるとほっとすると、そういう側面は多分あったと思うのですけれども、何かのストレスにな

ることは間違いない。 

 もっと強いストレス、いじめにあったとかなんとか、あるいは大きな借金をしたとか、だん

だんストレスの強度が上がってくる。非常に難しい仕事を担当するようになったと。それも余

り大きくサポートが期待できない。そういうふうな場合だとストレスの強度はだんだん上がっ

てくる。こういう話になりまして、そういうライフ・イベントごとにそれを見ていこうという

のが業務上・外認定の基本的な枠組みになります。個体側の評価、要するに個体側にもやっぱ

り強い人と弱い人がある、キャパシティが小さい人とそうでない人がいる、こういったことを

見て考えていこうということなのです。 

 相当因果関係と書きましたが、業務に内在する危険が顕在化をした、具体化をしたといった

場合に相当因果関係がある。その仕事によるストレスがまさに病気を発生させるに値するだけ

の具体的な危険を内在化させていたと。それが具体化をしたというふうな場合に相当因果関係

を認めましょうということになります。 

 さらに大きな判例の中でよく問題になりますのは、一体どういう労働者を基準とするのかと
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いうことでありまして、判例の中で、労働者側の弁護士さんがよく本人基準説というのを唱え

ておられます。これは本人を基準として、その仕事が荷重な負担だったのか、非常に強いスト

レスになったのかということを見ていくべきだという考え方でありますが、どの判例でも本人

基準説という考え方をとるものはありません。少し緩和をするような労働者像を前提にするも

のは幾つかありますが、基本的には平均的な労働者ということを前提にする。ただ、平均的と

いってもある意味では非常に漠然としておりますから、割と範囲が広いということなのですけ

れども、本人基準ではない実際に職場にいる基本的な同経験の同年代の同じような仕事をして

いる人たちの平均的な労働者というものを前提にしていこうという考え方をとります。 

 それから、自殺のようなケースについては、これはもう故意ではないかということで労働災

害でなくなるはずなのですが、うつ病によって正常な判断能力を失っておったという場合での

自殺については故意ではないと。したがって、業務上災害として認めていこうと、そういう考

え方です。これがメンタルヘルスにかかわるところの業務上認定の問題です。 

 こういったことは基本的には労働基準局が行う判断でありまして、それについてはいろいろ

不服申し立ての制度もありますし、場合によっては裁判で争うということもできるということ

になります。 

 我々研究者の側で判例を見ておりますと、裁判所の判例によって行政基準が随分緩められて

緩和されているという、そういう側面があることを見ておかなければいけないということにな

ります。 

 ただ、平成２３年１２月、この新しい認定基準が出てからは、それほど大きな変化はないよ

うで、そういった意味では従来のように行政通達がしょっちゅう変わる、行政通達がしょっち

ゅう判例によって批判をされて乗り越えられるということは少しなくなってきている傾向があ

ります。 

 これがメンタルヘルスにかかわることなのですが、関連をして問題になるのは過労死であり

まして、実は過労死も同じようなニュアンスで語られるところが実はあります。脳心疾患なの

で、この場合は全く身体的な病気ということになるのですが、平成１３年１２月１２日の基発

１０６３号によりますと、この通達で従来と大きな違いが出ましたのは、労働時間についての

目安がはっきり出されたということであります。御承知の方は多いと思いますが、発症前１カ

月に１００時間以上の残業がある、法定労働時間を超える時間外労働がある。あるいは２カ月

ないし６カ月の期間をとってそれぞれ８０時間以上の法定時間外労働がある。そういった場合

には、その脳心疾患について業務との関連が強いというふうに見ていこうということでありま

して、これによって随分ある意味で従来の基準が緩和をされたということになります。ただ、

現実に見ておりますと、１カ月に１００時間とか２カ月ないし６カ月に８０時間という要件を

満たさないにもかかわらず、脳心疾患について業務上だというふうに認める判例が少なくない

のです。 

 この場合、労働時間以外の要因が実は大きな作用をしておりまして、仕事が不規則であると

か、あるいは労働時間の密度がそれほどでないにしても拘束時間が非常に長いとか、あるいは

出張が多い。例えば出張といっても外国出張とか時差があるようなところの出張が多いとか、

あるいは交代制勤務であるとか、あるいは作業環境が劣悪であったとか、あるいは精神的な緊

張を非常に伴うような仕事であったとかということで過労死は認められる、こういう認定基準

が過労死について出されております。 



   

- 52 - 

 

 御承知のように、つい先日、過労死防止のための法律が制定をされておりまして、国も過労

死の防止について、あるいは対策について積極的に乗り出すということなのですが、そこと共

通する側面というのは非常に長い時間外労働です。時間外労働が長い場合、過労死だと言われ

る可能性もありますし、場合によりメンタルヘルスを引き起こす原因だというふうになる可能

性が非常に高いということでありまして、企業のマネジメントをやる方にとっては、この時間

外労働というのは極めてリスキーな行為だ。喜んでやってくれているのだからと思って安易に

考えているととんでもないことになる可能性があるということを、ぜひ、知っていただきたい

というふうに思います。 

 こういう調子で話をしていたら、時間があっという間に過ぎそうなので次に進みますが、こ

ういう形で労災認定がなされますと、実はそれでなかなかおさまらない。 

 昭和５０年２月２５日、最高裁が陸上自衛隊事件で、安全配慮義務違反ということを認める

べきだと、こういう判断をしております。従来は御承知のように不法行為法しかこういう損害

賠償の法的な根拠とは認められていなかったわけでありまして、７０９条とか７１５条とか７

１７条、あるいは自賠法の３条とかを根拠にして損害賠償を請求するのがせいぜいだったと。

ところが、初めて最高裁が陸上自衛隊事件で、使用者がこの場合、国ですけれども、使用者は

労働者に対して安全配慮義務を負う。人の指揮、命令にかかわること、それから、利用すると

ころの施設などについて労働者の健康、安全に配慮する義務があると。それを怠ると債務不履

行だと、こういうことです。 

 それが、次のところで電通事件、これは平成１２年３月２４日の最高裁の判例ですけれども、

広告会社に入った若い社員が、常軌を逸した長時間労働の末にうつ病を発症して自殺をしたと

いう事件でありますが、その社員のお父さん、お母さんが損害賠償を電通に対して行った。 

 ここで最高裁判所は、使用者の義務としまして、労働時間の状況をきっちり把握して、労働

者の過重な長時間労働によって健康を害されないように配慮すべき義務というものがあったの

だと。そういう安全配慮義務を負っていたのだということを言っております。 

 細かいことを言いますと、電通事件そのものは使用者責任を問題にしたケースでありまして、

安全配慮義務を最初から認めておったというのではないのですけれども、文言自体は、最高裁

が従来から述べておった安全配慮義務と共通する側面があります。今言ったように、労働者が

過剰な長時間労働をやっておると、その健康を害するというのは当然のことだ。したがって、

当然、うつ病に罹患することについても予見可能性が出てくるということになるわけでありま

して、民事上の要件を全部満たすわけで損害賠償の義務を免れないということになります。 

 もちろん、この事件の最高裁で問題になったのは過失相殺ができるかどうかということです。

過失といっても、要するに本人側の理由があるのだから、賠償額の減額ができるかどうかと、

こういう話なのですが、この事件の高裁は、本人の性格傾向が極めてうつ親和的なものであっ

たと。それから、お父さん、お母さんと同居をしておった。両親と同居をしておったので、し

たがってこういったことを考えるとお父さん、お母さんも、余りそんなに仕事をやらなくても

ということを注意する義務があったのではないかということで３割減額していたのですが、こ

の平成１２年の最高裁の判決では、どちらもうつ親和的な性格だとかいう点の問題も、お父さ

ん、お母さんと同居しておったという点もそれぞれ過失相殺の対象にはならない、理由にはな

らないということで否定をしております。その点でも非常に重要な判例だったということにな

ります。 
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 うつ親和的な性格というのは、よく用いられる言葉でありますが、この人はＡ型人間だとか

といいます。非常にきちょうめんで真面目で完璧主義で責任感があって。最高裁は、そういう

人は褒められるべきこそすれ、けなされるべきではないとまでは言っておりませんけれども、

エキセントリックであるということでは決してないと。したがって過失相殺の対象にはならな

いというふうに言っております。非常に重要な点でありまして、結局そのこともあって、損害

賠償が最終的には和解で１億７，０００万円ぐらいになったのでしょうか、すごく大きな額に

なったということであります。 

 それから、５番のところで、役員の個人責任、会社法４２９条１項というのを上げておきま

したが、この規定は役員等がその職務を行うについて、悪意などの重大な過失があるという場

合には、役員自身が第三者に対して生じた損害を賠償する義務がある、責任があるというそう

いう規定でありますが、労働災害に関する事件についてもそれが認められるという点が非常に

重要かなと思います。この会社は長時間労働を前提としながら賃金制度をつくっておった。こ

んなことは役員だったら当然わかることだと。これがどういう結果を招くかということについ

て当然わかるはずだということで、役員自身にも損害賠償の責任を認めたということでありま

す。 

 労災保険給付との調整と書きましたが、将来給付分の損害賠償額からの控除の可否が問題に

なったケースが三共自動車事件でありますが、最高裁は、既に受領した分についての控除は認

めたのですけれども、労災保険の将来給付分については損害賠償額からの控除を認めておりま

せん。したがって、先ほど電通事件で１億円を超えるような損害賠償も出たと言いました。判

例集に載っているものを見ておりますと、１億円を超えるような事件が最近は決してまれでは

ないのです。しょっちゅう出てくるのです。これは極めて重大なことでありまして、使用者は

労災保険に入っているにもかかわらず、いざというときには、例えばメンタルヘルスが業務上

だと、過労死が業務上だというふうに認められると、後で損害賠償で１億円を超えるような賠

償を請求されることがある、裁判所はそれを認めるということなのです。労災保険に入ってい

るにもかかわらずなぜかといったら、法的な根拠自体はこの三共自動車事件でありまして、将

来の給付分は控除の対象ではないと。 

 労災保険というのは先ほど言いましたように、現在は年金化されておりまして、終身保険、

終身給付なのです。遺族補償にしましても障害補償にしましても、７級までの大きなものにつ

いては終身ずっと支給される。ところが支給されるその額自体は１回ごと、２カ月に１回しか

支給されませんが、額自体は数十万円とかそういうレベルです。だから額自体はそれほど大き

くはない。ところが何十年続く額ということを考えますと非常に大きなものになるわけで、そ

の分やはり将来給付分も控除すべきだという議論もないわけではないのですけれども、最高裁

は、いや、まだ損害が実際に填補されているわけではないからということで非控除説をとって

いる。 

 したがって、中小企業の方、事業主にとっては、労災保険に入っていても場合によってはす

ごく大きな損害賠償を払わなければいけないということを、自分のリスクだと思って考えてお

かないと大変なことになるということです。企業の経営者にとってはなかなか難しい判断を迫

られる。自分で別に損害保険に入っておかなければいけない。そういったことになるのかなと

いう感じもしますけれども、やっぱり基本はちゃんと労務管理をして長時間労働のリスクをち

ゃんと踏まえておかなければいけないということに尽きるような気がいたします。 
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 さて、病気休職と復職にかかわる問題について話をしていきますと、日本の企業では、病気

にかかわった場合には、すぐに業務提供労務不能だから解雇だということにはせずに一定期間

休職を認めると。一定の期間欠勤をした場合には病気休職の発令をして、その休職期間、これ

は短いものだと３カ月とか６カ月とかというものもありますし、長いものだと１年半から２年

３年という、随分企業によってばらばらなのですけれども、そういうふうな休職期間が満了し

て、まだ復職できないとなると、そこで退職あるいは解雇ということにしようと、こういう考

え方なのです。 

 労働法で最も難しい問題が出てくるのは、このあたりでありまして、病気休職の制度がある

とその間は休めるのだけれども、その期間が満了したときにもとの職場に戻れなかったら、そ

れで労働関係を失うのです。いわば労働関係が解消される。解雇されたりあるいは当然退職だ

と言われる。こういう問題をどう考えるかということであります。 

 判例をちょっと２件ほど上げておきました。労働者による復職の請求にかかわって、どうい

った場合にどういったところに復職させるべきなのかということが争われるケースが幾つかあ

りますが、ひとつは片山組事件です。この事件において労働者が職種や業務内容を特定せずに

労働契約を締結していた場合においては、現に就業を命じられた特定の業務について労務の提

供が十全にできないとしても、その能力、経験、地位、当該企業の規模、業種、当該企業にお

ける労働者の配置・異動の実情及び難易等に照らして当該労働者が配置される現実的可能性が

あると認められる他の業務について労務の提供をすることができ、かつ、その提供を申し出て

いるならば、なお債務の本旨に従った履行の提供があると解するのが相当だと。 

 この片山組事件というのは、バセドー氏病にかかっておった人が、現場の作業はできないけ

れども室内での内勤の業務、図面を引いたりするような仕事はできる、それをさせてほしいと

申し出たにもかかわらず、いや、病気をちゃんと治してから仕事につきなさいといって休職を

命じたと、こういう事件です。 

 休職の妥当性、法的な妥当性が争われた事件なのですけれども、裁判所は要するに職種を特

定していない、業務を特定していないような労働契約を締結している人については、ここで述

べたような要件に従って現実的に配置される可能性があるような仕事があるのだったら、また、

それを申し出るのだったらそれにちゃんとつけないとだめですよと。現に今やっている現場作

業ができないからそれでアウトというわけでは決してないということを言っているのです。 

 これをうつ病にかかわる問題に当てはめるとどうなるかということですが、自分は今の仕事

はできないけれども、もう少し簡単なこういった仕事ならばできますと申し出たら、それでも

その配置の可能性として考えていかなければいけないと、こういうことになります。 

 そういった意味ではこの片山組事件、それから次に述べるＪＲ東海事件というのは使用者側

にかなり広い範囲の配慮を要請する判例というふうに評価ができるのではなかろうかと思いま

した。 

 ＪＲ東海事件、これは別にうつ病の問題ではないのですけれども、ここに書いてあるように、

新幹線車両の整備業務に従事しておった労働者が、脳内出血を発症して欠勤をした。欠勤期間

満了のときに、右片麻痩、構語障害、言葉をしゃべるのに若干障害がある。それから複視、物

が二重に見えるという後遺症があって、軽作業は可能であるけれども右手に障害がある。した

がって会社とすればそういう障害がある以上は、休職期間３年を超えてやっぱり業務に戻れな

いのではないかということで退職扱いにした、こういう話です。 
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 裁判所は、労働者が私傷病により休職となった以後に復職の意思を表示した場合、使用者は

その復職の判断をすることになるが、労働者が職種や業務内容を限定せずに雇用契約を締結し

ている場合においては、休職前の業務について労務の提供が十全にはできないとしても、その

能力、経験、地位、使用者の規模や業種、その社員の配置や異動の実情、難易等を考慮して、

配置替え等によって現実に配置可能な業務の有無を検討して、これがある場合には、当該労働

者に右配置可能な業務を指示すべきであると、こういうふうに言ったのです。 

 したがって、あなたは今までやっておった仕事ができないからこれでおしまいですというこ

とで簡単に済まないということになります。労働者に職種や業務内容に特定がない場合には、

他の業務への配転の現実的な可能性を検討する必要があるということになります。 

 さて、メンタルヘルスにかかわっては職場復帰の支援ということで、次に述べるように、心

の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引きというものが出されております。こ

こでは、休業の開始から休業中の使用者によるケア、経済的な補償は一体どうなるのか、ある

いはちゃんと復職できるだろうか、休職の期間はどれぐらいになるだろうかと、こういうこと

がやっぱり労働者の側では心配になるわけでありまして、そういった点、心配せずにちゃんと

ゆっくり休んで病気を治しなさい。だからその不安感を除去する、悩みを除去するためのケア

を第１段階としてちゃんとやっておきなさいと。心置きなくゆっくり病気を治しなさいと、こ

ういうふうな、まず第一番のステップだというわけです。 

 ところが、病気休職の期間というのは短いところだと３カ月とか６カ月、それで切れるので

す。そうすると、大抵の労働者は病気が治っているかどうかにかかわりなく、と言うとちょっ

と語弊がありますが、主治医と相談をして、主治医に、自分は仕事ができるようになったと、

診断書を書いてくれといって、日本の主治医は優しいですから書くのです。通常業務ならばで

きると、平常業務ならばできる。ただしサポートが必要だとか、こういうことを書く。そうす

るとそれを持って来られると、ああ、それではすぐに復職させましょうということでやってい

た企業も結構多かったと思います。ところが、やっぱりそれで復職させると、しばらくすると

また再発をしてまた休む。こういったことの繰り返しになる可能性がある。非常にその可能性

が高いということもあって、多くの企業では最近は産業医なんかに相談をして本当に大丈夫で

すかと、その主治医と連絡をとって本当に大丈夫ですかということで。どういう意味でこうい

うことを書かれたのかということを問い合わせる。問い合わせるといいますが、ここから実は

もう悩ましいことが出てきている。 

 病院の住所、電話番号も書いてありますから、それで主治医に電話する。ただ、本人の患者

さんの同意がない限りはしゃべれない。もちろん、だから本人の同意をとって聞いてもいいで

すか。だめだと言われたら、そこでとまってしまうのです。そういった場合に復職させられな

いことについてのリスクを使用者が負うべきか労働者が負うべきか、判例ではほとんどこれは

労働者が負うべきだといっています。それはそうです。やはり問い合わせて答えるなと言った

以上は、やはり自分のほうで本当に大丈夫だということが客観的に明らかになるような状態で

ない限りは、それは復職を認めないと言われても仕方がないということになるのです。いいで

すよということになると、主治医と産業医が実際コンタクトをとって話をするということにな

ります。そのときに主治医の方は、労働者の前の病気の状態と今の状態を見て、あっ、確かに

治ってきていると判断できることになる。 

 ところが皆さんの職場、多分、単に治ってきているというだけで今までの仕事ができるよう
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な状態になっているのだろうかというと、これは非常に難しいです。というのは、主治医の人

は労働者がどういう職場でどういう仕事をやっているかということを必ずしも知っていないこ

とがある。こういう仕事をやるのです、こういう仕事をやっていたのです。２カ月か３カ月か

軽い仕事をやってもらうけれども、本当はこういう仕事に戻るのです、大丈夫ですか。いや、

それはということでとまってしまうと、ここで復職させることができないようになっています。 

 だから、こういうコンタクト自身が非常に大事な意味がある。主治医と産業医との間できっ

ちりコンタクトがとれて、それで本当はその当事者を挟んでこういう議論ができてというか、

コミュニケーションがとれて、そして、三者共同で進めるというのがやっぱり理想的でありま

す。そこで何か障害があってとなるとなかなか職場復帰の可能性が難しいということになりま

す。 

 さて、さらにそこで、それでは大分よくなってきているので、会社のほうもサポートした上

でということになりますと、実際に職場復帰ができることになるのですけれども、その場合だ

って従来どおりの仕事がなかなかできるわけでもない。企業によっては、随分復職について積

極的にサポートする企業もある。今までメンタルヘルス系の病気で休んでおった人についてこ

ういった職場に復帰させる。そのときに、この職場の上司に、これこれこういうことだから残

業させないように、当面やはり仕事については軽易なものでお願いしたい。わかったと。こう

いったことがスムーズに展開できるといいのですが、これを別の面から見ますと、本人のセン

シティブな情報なのです、これは。そういったことを上司に話していいのかどうかというと、

本人の同意をとってやらないとだめだということになってくると、そこでやっぱりとなる可能

性が出てくるのです。 

 そういった意味で、この心の健康問題により休養した労働者の職場復帰の手引というのはよ

くできておりますが、実は、つまずきの石になるところも決して少なくはないとそういう問題

があるのです。やっぱり各企業で、それぞれ自分のところではどういうふうにそれを実施する

のかということを、十分話し合ってステップを決めていかなければいけないということになり

ます。 

 レジュメで試し出勤とかリハビリ就労の話を書いておきましたが、リハビリ就労という言葉

は非常にきれいでありますが、実際それをさせるときに、それは業務を行わせるのか、あるい

は業務以外のことを行わせるのか、賃金を支払うのかどうか、その会社に行く途中で事故に遭

ったら通勤災害として認められるのかどうか、そういうことが全部出てくるわけでありまして、

大抵はリハビリ就労といっておりますが、復職が可能かどうかを判定するためのリハビリ就労

というケースが少なくないのです。 

 あなたにはこういうことでリハビリ就労をやってもらいますと。仕事の内容自体は極めて軽

易な、言ってみれば資料をちゃんと整理をするとか、要するにちゃんと会社に出て一定の時間

ちゃんと机に座っておれるかどうかということをチェックするための期間だということになり

ますと業務そのものでは決してないのです。大抵の人はこのリハビリ就労期間中に健康保険の

傷病手当金をもらって、今であれば３分の２の傷病手当金をもらって、リハビリ就労を行って、

それをうまく通過すると復職につながる、そういう制度として位置づけられている。最近もこ

れに関連するような事件も出ております。会社が１段階、２段階、３段階のこういうリハビリ

就労を義務づけているといいますか、それを通過した後で初めて就労と復職を認める。それに

ついてやはり裁判所も合理的な制度だと。それをちゃんとやらないと復職を認められないとい
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うのは、これは仕方がないよということを言っている判例が実はあります。 

 それから、欠勤を繰り返す復職者への対応ということですが、先ほどちょっと述べましたよ

うに、病気休職期間が切れる間際になってきて、その段階で復職を認める。復職を認めた後で、

またしばらくすると欠勤をする。こういったことが繰り返されるというときに、就業規則の根

拠がないと例えば新しい欠勤なのだと。また６カ月の休職を認められるようになると、ここは

使用者としてもなかなか対応は難しいというわけで、就業規則を変更して一定の期間、多分、

６カ月以内に再度同じ病気について欠勤する場合にはその欠勤を通算するとかと、こういうこ

とを設けるのです。設ける必要が実はあるということなのですが、労働法ではこれもやっぱり

就業規則の不利益変更です。就業規則の不利益変更ですから、現在であれば労働契約法１０条

の要件をちゃんとクリアをするものでないとだめだということになります。そういったことが

争われた事件ではそれもそうだと、合理性があると認めているのですけれども、そういう労働

法上の問題があるということは軽視できないだろうと思います。 

 それから、健康診断の受診命令の可否ということで、この点については労働者側の、いわば

医師選択の自由との関連で労働法学会でも随分議論になりました。研究者の中には、この電電

公社帯広局事件の判断に必ずしも賛成ではないと、これは受診命令が可能だということを認め

た例なのですが、やっぱりなかなかこの労働者の側の医師選択自由を認めるべきなので、使用

者側の受診命令を認めるべきではないという考え方も強いですけれども、最高裁は、病気がず

っと続いておってなかなか治らない休職者について、こういう日程の健診をやるということに

ついて、これは合理的な判断だということで、合理的な内容の就業規則であると、したがって

それは労働契約の中身になると、だから労働者はそれに拘束されるのだという判断をしており

ます。 

 これを次の事例との関連で見ていただきたいと思うのですが、つい最近最高裁が日本ヒュー

レットパッカード事件というおもしろい判例の中で、これも引用しておきましたが、次のよう

なことを言っています。 

 精神的な不調のために欠勤を続けている労働者に対しては、使用者であるＹは精神医による

健康診断を実施するなどした上で、その診断結果等に応じて必要な場合には、治療を勧めた上

で休職等の処分を検討しその後の経過を見るなどの対応をとるべきであって、このような対応

をとることなく労働者Ｘの出勤しない理由が存在しない事実に基づくものであることから、直

ちにその欠勤を正当な理由のない無断欠勤に当たるとして、諭旨退職の懲戒処分の措置をとる

ことは適切な対応とはいえないということを述べています。この事件では、長期欠勤をしてお

ったのがだめだ、無断欠勤に当たるということで懲戒処分にしたのです。諭旨退職といってい

るのですが、この懲戒処分は無効であるという判断をした判例ですが、この事件は、Ｘさんと

いう人が誰かにつけられている、あるいは誰かに監視されている、何かそういったことをちゃ

んと調べてほしいと言ったのです。そんなばかなというわけで、会社を休んでそういったこと

を調べようとしている人に対して、無断欠勤だということで諭旨退職をしたという、こういう

事件なのです。 

 最高裁は、それはやはり精神的な不調なので、こういうふうな人については使用者とすれば

精神科医による健康診断を実施するなどした上で、診てもらいなさいと言った上で、その診断

結果に基づいて必要な場合には治療を勧めた上で、休職等の処分を検討すべきだと言っている

わけです。これは言ってみれば、やっぱり精神的な不調だと思われるような兆候を示している
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人については、やっぱり病気なのでお医者さんに診てもらいなさいということが言えるという

ことなのです。それはそうだろうと思います。そうでないとこの判例の結論に結びつかないと

思います。だからこの事件は結論は極めて妥当な判断をしておるのですけれども、前段が非常

におもしろいと。 

 やっぱり精神的な不調で欠勤を続けている人については、会社はやっぱり配慮するべき義務

があると。どういう配慮かといったら、ちゃんとお医者さんに診てもらいなさいとこういうふ

うに。ところがそれが非常に難しいということをよく言われます。そんなことは個人的な問題

なのではないかと、そんなことを使用者が言えるのだろうかと、こういう議論をする人もいる

のです。そこがやっぱりそうではないのではないかと。これははっきりとということなのでし

ょうが、精神的な不調のために欠勤を続けているというはっきりとした兆候を見せている場合

には、やはりお医者さんに診てもらいなさいというのは、言ってみれば使用者側の重要な配慮

になるのではないかなと、そういう感じです。そういった点でこの判例はおもしろいと思いま

す。 

 それから次に、労働安全衛生法の改正で使用者のストレスチェックが導入された。これ平成

２７年１２月１日から施行されることになっております。ただいろいろ変わったわけで、この

ストレスチェックというのは一体どういうものなのかといいますと、精神疾患にかかっている

というものを発見するというか探し出すと。精神疾患等の病気を発見するということを目的と

するものではない。あくまで職場におけるストレスの度合いを把握してメンタルヘルス不調に

なることを未然に防止するためのものなのだと。ストレス状況の把握、あるいは確認というの

が目的なのだとされております。したがって、現在５０人以上の労働者を雇用しておる事業主

に義務づけられておりますが、労働者自身はそれについての受診義務はないのです。 

 誰がストレスチェックを行うのかということですが、医師、保健師のほかに、一定の研修を

受けた看護師、あるいは精神保健福祉士も入っておりまして、要するにストレスチェックとい

うのは医師の診断ではないので、だからお医者さん以外の者もたくさんそういったことができ

るようになってきているということです。ストレスチェックを受ける義務はないということで、

受診しないことを理由にして不利益取り扱いというのは当然のことながら禁止されるというこ

とになります。 

 だからこの点については、いわばセンシティブな情報だということで検査の結果についても、

労働者に検査を行った医師等から結果が通知されるだけで、労働者の同意を得ないで検査の結

果を事業主に提供することは禁止されることになります。一定のストレス、髙ストレスだと評

価された労働者については、自分が希望すれば面接指導も受けられるというわけです。もちろ

ん、髙ストレスだと評価された労働者が面接指導を申し出ないような場合には、お医者さんな

どが、やっぱり面接指導を受けたほうがいいよというふうに勧奨することを、勧めることはで

きるということになっております。これらがどこまで有効な機能を果たすのか、これからの課

題の一つということになります。 

 それから次に、病気休職期間の満了による退職後の労災認定と労基法１９条の適用というこ

となのですが、最近こういうケースが非常にふえてきております。我が国では病気休職の期間

が満了してそのまま復職できない場合には、自然退職あるいは解雇ということになりますが、

やめた後で労働基準局で業務上と認められるということは普通ありません。ところが、基準局

で認められないからといってそれでおしまいではなくて、その事件を裁判所で争うのです。そ
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うすると裁判所は、いや、その病気は労働災害、業務上であるというふうに判定するのです。

そうすると、事後的にこれは業務上ということが認められますから、いわば遡及して、その退

職扱いというのは無効になると。これは労働基準法１９条の適用による、場合によっては類似

適用によって無効になる。そうすると、その間労働関係が続いておったということになります

から、賃金請求権が出てくるということなのです。そういう問題です。 

 労災認定が受けられているのだから休業補償だということになるのかといったら、いや、労

働関係が続いている以上は賃金の問題なのだということで、こういう事件が随分最近多く出て

きております。それも労働法的には非常におもしろい問題なのですが、労災補償の給付と賃金

請求権の関係という点で大きな議論になる点であります。 

 時間の関係で最後のパワハラの話に入りますが、厚生労働省が、職場のいじめ・嫌がらせ問

題に関する円卓会議で、職場のパワハラについての概念の整理をしておりまして、同じ職場で

働く者に対して、職務上の地位や人間関係等の職場内の優位性を背景に、業務の適正な範囲を

超えて精神的あるいは身体的な苦痛を与え、または職場環境を悪化させる行為をいうというこ

とで、下に書いてありますように典型的な行為類型をずっと書いております。暴行とか傷害と

か、脅迫とか名誉殼損、侮辱、ひどい暴言であるとか、隔離、仲間外しとか無視とか、業務上

明らかに不要なことや遂行不可能なことを強制するとか、あるいは業務上の合理性がなく、能

力や経験とかけ離れた程度の低い仕事を命じるとか、私的なことに過度に立ち入るとか、こう

いうふうなことが典型的なパワハラ行為だと言われているのですが、場合によっては、それに

よる精神障害についても業務上認定がなされるということになります。明らかにひどいケース

というのは、これはもちろんパワハラだということは明々白々ということになるのでしょうが、

やはり業務に関連をする指導とか指示との境界線が曖昧で余りないので、何でこんなことが間

違うのだろう、ばかかと。 

 学生を指導しておりますと、ついそういうことを言いたくなることがありますが言わないよ

うにしております。言わないようにしているのですが、私のもう若い先生が直接学生を持って

おりまして、それはもうきついです。すごく怒るのです。だからかわいそうだなと思って、僕

は優しいことを言うわけです、だから評判いいのです。西村先生は優しいと。あの先生は本当

に優しくて怒らないとか、それは当たり前の話できついことは誰かに言ってもらっている。言

ってみれば父親と母親がおったら、父親が厳しいことを言って母親が、まあまあとこういうふ

うに慰める。そういう役割分担をしているわけです。今はそういうような役割分担ができない

ようなケースが結構あるのです。で言ってしまう。そこが難しいです。 

 昔でありますと、きついことを言って何とか言っても後でフォローするとか、まあ、ちょっ

と、飲みながらということで、ノミニケーションで何となくフォローする。自分も悪かったと。

むしろ相手です、労働者のほうですよ。もうちょっと自分も頑張らなければいけないと思って

います。わかっておればいいと、こういう話になるのですが、それでパワハラだ、メンタルを

引き起こすとなると、会社の上司、あるいは同僚もなかなか難しいだろうなと。鳥取県の事例

を読んでおりますと、いやあ、本当に難しい事例が出てきているなという感じが実はいたしま

した。 

 最近、こういうメンタルヘルスにかかわるような、その原因となるようなパワハラがよく出

てくる。これは本当にパワハラなのか、パワハラといっていいのだろうか。しかし、本人はそ

れで病気を発症しておる、心身症を発症していると来られると、果たしてどうなのかというこ
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となのです。これは裁判でも争われておるということであります。 

 だから、この個別紛争を取り上げるということは、こういったことに全部かかわることにな

るわけでありまして、鳥取県の志は大でありますが、難しいところに入ってきているというこ

とはやはり自覚をする必要があるのかなと思います。これも各労働委員会全て問われている問

題です。 

 労働委員会の活性化というのはそう簡単なことではない。やっぱりこういう個別紛争の持っ

ているさまざまなレベルの問題。それをやっぱり使用者に対して説得をしていくときに、労働

者側に対して説得をするというよりも使用者側に対して説得をするときに、やっぱり法的なル

ールというのはこういうふうになっていますと。法的な考え方はこうなのですということで説

得するというのが一番よくきくわけです。 

 また、労働者側も最近はパソコンでデータを出してきて自分のケースではこういう判例があ

ると、自分のケースはまさにこれなのだと。それだったら自分も勝てますねとこう言うのです。

いや、そうではないと。判例ってたくさんあって、あなたに有利のものだけではないのですと、

こういうことを言わないと労働者を説得できないです。だから説得するためにはこういうツー

ルをたくさん勉強して、やはり自分の側で備えていくというのか、そしゃくをするということ

が重要なのかなと思います。 

 ちょっと時間が超過していますが、一応これで終わって、またいろいろ質問があれば答えた

いと思います。どうも御清聴ありがとうございました。 
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３ 労使関係セミナー 講演概要 

 

〔期日等〕 

期 日  平成２７年８月２６日（水） 

場 所  鳥取県庁講堂（鳥取市東町１丁目２２０） 

参加者  鳥取県労働委員会委員・あっせん員候補者、労使関係団体、関係機関ほか 

主 催  鳥取県労働委員会、中央労働委員会 

 

〔講演〕 

講 師  中央労働委員会西日本区域地方調整委員長（同志社大学商学部教授） 

吉川 英一郎 氏 

演 題  ｢ハラスメント法概論と近時判例の傾向1について｣ 

 

 

〔内容(講演録)〕 

１ 序：職場のハラスメント問題を扱う意義 

 皆さん、こんにちは。同志社大学商学部教授を致しております吉川英一郎と申します。京

都からやってまいりました。このようなセミナーにお招き頂きまして、鳥取県労働委員会の

皆様、そして会場にお越しの皆様、どうもありがとうございます。こういう機会は貴重です

ので、今日は張り切ってまいりたいと思います。 

 本日、レジュメとパワーポイントで 

説明してまいります。レジュメ資料の中

で最も大事なのは、１０ページ以下の判

例一覧表です。ごく最近のものまでは網

羅していないのですが、割と新しい判決

を３０件とプラス１件、最高裁の判決も

入れ、ご用意させて頂きました。最近の

判決にはどんなものがあるか、一覧で見

られるようにしているわけです。 

 もう１つ、資料２という資料を配付し

ています。これは基本的な判決、職場で

読むと参考になるような判決を短くまと

めたものです。今日は時間が限られていますので、その具体的な判決の内容を細かくお話し

することはできませんが、具体的にどんな事例があって、どういう判決が下ったか、あるい

は調停で解決されたか、そういうことを後で読んで頂くことに意味があると思いますので用

意させて頂きました。ご利用頂ければと存じます。 

 それでは、講演に入ります。テーマは、「ハラスメント法概論と近時判例の傾向」です。 

イントロです。ハラスメント問題を扱います。職場のハラスメント、これをどうして扱わな

ければならないかということなのですが、「ハラスメントは人権侵害である、人権というの

は非常に重要な問題である」、そういうことは皆様ご承知のとおりです。会場には企業関係
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者の方がかなりいらっしゃると思います。ＣＳＲ(Corporate Social Responsibility)とい 

う言葉があります。企業の社会的責任と訳される重要用語です。企業は社会的な役割を果た

さないといけないのです。事業を行って利益を得るということで、税金を納めますから、そ

れで十分ではないかという考え方も以前はあったのですが、企業が社会の役に立つ、そうい

った存在であるべきだということが認識されるようになって、まず環境保護をやろうという

ことが話題の中に出てくるようになりました。やがてＣＳＲの代表的なものとして、人権の

保護をするということが意識されるようになりました。ハラスメントの問題を解決するとい

うのは、こういったことで企業の社会的責任を果たすということに役に立つわけです。 

 それからもちろん、ハラスメントをなくすということは、我々働く者が良い職場環境で働

けるということにつながるわけです。ハラスメントは、職場環境を破壊する良くないことで

ある、ということが言えるわけです。ハラスメントが蔓延する職場は、生産性が低下した職

場であるわけです。ハラスメントが蔓延しますと、会社であったり大学であったりするわけ

ですが、そういった組織の評判が落ちますし、士気に悪影響が生じます。そういったことを

なくそうというのがハラスメントの問題を扱う理由です。 

 職場のハラスメントがもたらすもの。民事訴訟が起こったり、行政指導を受けたり、マス

コミで報道されたりするという事実があります。これは企業、雇用主にとってスキャンダル

となります。せっかく、「うちの商品はこんなにいいよ」という宣伝を媒体、テレビ、雑誌

等を使って行っていても、「あの企業はこういう企業だぜ、良くない企業だぜ」というよう

に人の間で噂されるようになりますと、これはマイナスの宣伝効果です。大きな宣伝費を使

って宣伝しているのを打ち消してしまうことになります。特に最近はインターネットが発達

して、全世界につながっていて、あっという間に報道が広がってしまいます。そういったこ

とで、ハラスメントの問題は非常に難しく、かつ重要、深刻な問題です。ハラスメントにつ

いて、「リスクがあるぞ」ということが、徐々に日本中の企業、あるいは会社で働く人に浸

透しつつあるという状況です。 

 本日は詳しく扱いませんが、ハラスメント問題というのはグローバルな人権問題です。国

際的な事業展開をするような会社にとっては、非常に深刻な影響をもたらすおそれがありま

す。それも、今日は、日本の話をしますが、世界中あちこちの国で、それぞれハラスメント

問題は扱われて、それぞれの国で違った基準、違った法があったりするわけです。そういう

ことも全て理解して、国際的な事業展開をしないといけないわけです。それから、国際的な

民事訴訟が起こる可能性もあります。親会社から子会社へ出張したり出向したり、あるいは

その逆が起こったりします。出張した人、出向した人が出張先で加害者になったり、被害者

になったりということがあります。「どの国のルールを適用して、どの国で裁判するの？」

といった問題も起こってまいります。そのような国際的リスクのある問題だと言えるわけで

す。 

 本日はハラスメント法を概略説明して、かつ最近のハラスメントの傾向として、２つ指摘

したいと思います。１つは、加害者が原告として反撃するケース。私は「ファイトバック」

という言葉を付けましたが、反撃するケースが増えてきている。もう１つは、以前にも増し

て、この言動が違法なのかということが微妙な事案が出てきているので、取扱いに注意する

必要があるということ。２点お話ししたいと思います。 
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２ ハラスメント法概説 

（１）ハラスメントの分類 

 ハラスメント法概説ですが、現行のハラスメント法はどんなものか、簡単にお話ししたい

と思います。基本的な根拠としては、労働法分野の制定法を見るわけですが、まず、男女雇

用機会均等法。そして、その男女雇用機会均等法を実施するために示された厚生労働省のガ

イドライン（指針）が１つ挙げられます。もう１つ、労働契約法という名前の法律がありま

す。ただ、実際には、被害者が加害者や雇用主に責任を問い賠償を求める場合は、民事訴訟

になるのですが、民事訴訟の根拠としては、民法が使われています。１つは不法行為、民法

709条です。特に不法行為の中で、使用者責任、715条を使います。ごくたまに契約違反とし

て、民法 415条、債務不履行の規定なのですが、これを根拠とする場合もあります。 

 ハラスメントのタイプを簡単に分けてみます。場所とセクシュアリティ、この２つに着眼

して、便宜上、分かりやすいように４タイプに分類しています。「職場の『性的・非性的』」、

「キャンパス・学校の『性的・非性的』」です。これを表にしますと、レジュメの資料１の

2ページに挙げていますが、こういう感じになります。 

 

表１ 

Nature 

Place 

Sexual 性的 Non-sexual 非性的 

A: 職場 

Workplace 

(労働) 

職場のセクハラ 

Workplace Sexual Harassment

（WSH） 

パワハラ 

Power Harassment（PH） 

= Workplace Bullying 

B: 学校 

School 

(非労働) 

キャンパス（スクール）・セクハラ 

Campus Sexual Harassment 

（CSH） 

アカハラ 

Academic Harassment 

（AH） 

 ハラスメントは職場、学校以外でも起こるのですが、判決などで見ると、圧倒的に職場で

起こるか、学校で起こるかなのです。この中に、「セクハラ」と、後で言います「パワハラ」

や「アカハラ」があるのです。性的なハラスメントとしてセクハラが先に認識されました。

以上は、私が個人的に便宜上、分類しているわけで、学会でこのような分け方が定着してい

るというわけではありません。 

 判決が出たりしますし、ある種の事件として処分が下ったときに、インターネットでよく

報じられたりするのですが、キャンパスでハラスメントが起こることがあります。大学など

はキャンパス・ハラスメント防止のための基準を作ったりしているのですが、キャンパス・

ハラスメントと言った場合、ちょっと複雑なのです。１つは典型として、教授と指導下の学

生との間、先生・院生、先生・生徒、そういった関係があります。これはアカデミックな関

係、あるいは教育上の関係です。これは労働ではないので、労働法が入り込む余地はないわ

けです。ただ、教授と准教授というような間のハラスメントだと、労働関係の意味にも該当

します。上司・部下という捉え方もできなくはない。一方では、研究者として、師匠と弟子

のような、アカデミックな研究者間の関係も入ってきます。ですから、キャンパスの場合は、

こういった要素が混ざっている場所であると認識する必要があるかと思います。 
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（２）職場のセクハラに対する規律 

 職場のセクハラ、パワハラの話をします。「セクシュアル・ハラスメント」も略称の「セ

クハラ」の方が定着しているように思いますが、職場のセクハラは当初、人格権の侵害とし

て論じられました。1990年頃「セクハラ」は流行語大賞を取っているわけですが、セクハラ

概念はアメリカから入ってまいりました。アメリカでは、職場のセクハラ、典型的には男性

が女性に性的ハラスメントをするわけですが、これは女性だから嫌な思いをするということ

で、雇用差別という問題の扱いになっていました。アメリカでは人種差別が非常に大きな社

会問題なのですが、それ以外にも宗教差別であるとか、性差別とか、そういう差別の問題が

あって、この差別の問題をなくすために、法律で雇用差別を禁止しています。この雇用上の

差別の類型の中にセクシュアル・ハラスメントが有ります。女性だからそういう目に遭うの

だという考え方から始まって、性差別であるというように扱われるようになりました。 

 ところが、そのセクハラ概念が日本へ入ってきた際、当時はあまり雇用差別だというよう

な概念で扱われなかったのです。雇用差別だという概念がもともとそんなに発達していなか

った。最近では割と男女差別の問題が強く意識されるようになって、雇用上の差別という考

え方も表に出てまいりましたが、セクハラ概念が流入したときはそうではなかったのです。

ですから、セクハラを違法な行為だというように咎めるためには、先ほど民法の条文を示し

ましたが、民法 709条の不法行為の１つの例として、人格権という権利が侵害されたという

ように処理を致しました。 

 セクハラの規律の根拠の話を続けるわけですが、男女雇用機会均等法が 1997年に改定され

て、セクハラに対する条文が追加されたのです。即ち、職場環境配慮義務、一種の努力義務

です。職場環境に配慮しましょう、性的な言動で職場環境が悪くならないようにしましょう

というような法律ができて、セクハラが明文化されました。そこからスタートするのですが、

この段階ではまだ努力義務でした。このとき、男女雇用機会均等法を実施するに当って、厚

生労働省がガイドラインを出しました。そのガイドラインではアメリカの考え方を採用した

わけです。Quid pro quo harassment（対価型）というタイプと、Hostile work environment 

harassment（環境型）で、日本では「対価型」、「環境型」と訳されています。対価型とい

うのは、「僕と今晩付き合わないと契約を更新してあげないよ」というように、取引を持ち

かけるタイプです。パソコンの壁紙がヌードであるとか、工場の敷地にエッチな落書きがい

っぱい描かれているとかという、職場環境が悪いというタイプが環境型のハラスメントです。

「対価型」、「環境型」というタイプ分けを採用して、セクハラという考え方の定着を図っ

たのです。 

 その後、男女雇用機会均等法の 2006 年改正法ができまして、2007 年に発効します。先ほ

どの職場環境配慮義務は努力義務だったのですが、それが措置義務になりました。セクハラ

の対策措置を義務付けたわけです。雇用主がセクハラの対策措置を取るのは義務です。法が

改正されて努力義務が措置義務になり、厚生労働省はガイドラインも改定しています。 

 2014年のセクハラ新指針ですが、昨年、2014年、厚生労働省のガイドラインが改定されて

います。これまで解釈されてきたことをよりはっきりと打ち出したという形で、抜本的改革

というのではないのですが、分かりにくかった部分を分かりやすくしたというように言える

かもしれません。セクハラというのは男女間だけでなく、同性間に関するハラスメントを含

むという扱いを明記しました。以前もハラスメントとして問題にしていたのですが、そのよ
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うに明記しました。 

 それから性別役割分担意識。私も会社勤めをしていたときに経験があるのですが、パント

リーの掃除とか、お客さんにコーヒーを出すとかいうのは、女性の方がいいよねと言って女

性に頼むことが多かったわけですが、それはおかしいですね。女性はこうあるべきだという

役割分担意識があるわけです。そういうことはセクハラのもとになるということを指摘して、

更にそういう言動が見られる場合は対応するように、ということが、セクハラの指針の中に

加わりました。それから、メンタルヘルス、被害者はハラスメントを受けますと、心に変調

を来たす場合があります。実際、病気として発症することもあります。そのようなメンタル

ヘルス不調に対して対応しなさいということが指針に示されました。これは去年のガイドラ

イン改定のことですが、皆さんご承知のことだと思います。 

（３）パワハラに対する規律 

 最近よく話題になっていますパワーハラスメント、パワハラですが、パワーハラスメント

というのは和製英語です。権威を背景とする職場のいじめで、英語では“Moral harassment 

or bullying in the workplace” と表現されることが多いわけです。海外の学会で“Power 

harassment”と訳して報告したことがあるのですが、特に違和感はなかったように思います。

説明さえすれば分かってもらえる和製英語かと思います。このパワーハラスメントなのです

が、2011年に厚生労働省がワーキンググループを立ち上げて、この言葉が広まり出しました。

パワハラの定義を厚生労働省の方で行いました。資料をご参照下さい。 

 定義は、「同じ職場で働く者に対して、職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性を

背景に業務の適正な範囲を超えて、精神的・身体的苦痛を与え、また職場環境を悪化させる

行為」です。いろいろな要素を盛り込むために読みにくい、ちょっと分かりにくい定義にな

っていますが、この定義は割と広いのです。上司・部下の間でというものに限りません。人

間関係で優位性、つまり後輩などの方が威張っていたりすると、それは後輩の方が優位だと

いうこともあり得るわけです。そういった感じで、広い定義が与えられています。 

 セクハラというのは男女雇用機会均等法が根拠となるのですが、パワハラについては制定

法、特別法に根拠規定があるでしょうか。パワハラについても訴訟がよく見られるようにな

り、判決も出るわけですが、このときに裁判所は「民法」を直接的に使います。パワハラと

いう概念を特に扱っている根拠法規は、現段階ではないです。将来的には出てくるかもしれ

ません。ただ、既存の法律、労働法関係の中で見ますと、労働契約法の第５条、これは以前

から判例法で確立している安全配慮義務を制定法化したものですが、第５条でパワハラに対

する雇用主の責任を示しているというように読めなくはない。ただ、民法で民事賠償の判決

を出せますから、裁判所は、民法を使って賠償金を支払えという判決を示しています。 

（４）セクハラ・パワハラと労災 

 追加でお話ししておかないといけないのは、セクハラもパワハラも、労災の対象になると

いうことです。この例としては一覧表の中の、鳥取地判平 24・7・6 があります2。これは地

元、鳥取の判決なのですが、保険会社の敏腕女性マネージャーさんが２人の上司からいじめ

られて、心の症状を発症し、これについて労災の認定を求めたという事案です。結局、裁判

所は認めています。 

（５）セクハラ、パワハラ、民事訴訟の根拠 

先ほども触れたのですが、セクハラ、パワハラ、民事訴訟の根拠は、大体４つと言えるわ
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けです。①加害者が被害者に対して悪いことをするということで、単純に不法行為をしたと

いう主張。②それから、被害者が加害者だけではなしに雇用主、会社などの責任を追求した

いと思うときは、加害者を使っているということで、加害者の雇用主を民法 715条、使用者

責任で追求する。③それから、雇用主自身に配慮義務違反があったのだと言って、民法 709

条を使って雇用主の責任を追求する。④もう１つは、被害者の労働契約上、健全な職場環境

で働けるはずなのに嫌な思いをしたということで、「良い職場環境を提供しなかったのだか

ら、雇用主の契約違反だ」ということで、民法 415条、契約違反、債務不履行を主張すると

いうことです。以上が、民事訴訟判決の中で見られる賠償の根拠です。 

 ②の使用者責任というのは、加害者の雇用主の責任、③と④は被害者の雇用主の責任とい

うことになるのですが、加害者と被害者が同じ職場で働いていると仮定して、そういうケー

スがほとんどでしょうけれども、そうなると責任を問われる雇用主は一致するわけです。要

するに加害者、被害者を雇っている会社の責任になるということです。 

 ちょっとまた脱線するかもしれませんが、民法改正の議論があるので、将来的には変わる

かもしれませんが、時効の問題で不法行為は３年と短いのです。一方、民法 415条の契約違

反、債務不履行で構成しますと、時効期間は 10年となります。ハラスメントの問題はいつま

で蒸し返せるのか、問題にできるのかというときに、被害者は、被害を受けてから直ちに事

件を問題にするということができないかもしれないのです。３年は割と早く経ってしまう。

そういった場合でも、雇用主が相手なら契約違反（債務不履行）で訴えて、加害者に直接責

任は問えなくても、雇用主の責任を問うておいて、その雇用主に加害者に対する制裁をして

もらう、社内で処分してもらうということは可能なので、ハラスメントの問題は、最長 10

年は生きていると言えるかもしれません。 

 

３ 日本のハラスメント判決 

（１）典型的なハラスメント判決 

 日本のハラスメント判決を少し紹介します。まず、典型的なハラスメント事案、典型的と

いう表現をしていますが本当に典型なのかというのは異論のある方もいらっしゃるかもしれ

ません。１つ、東京高等裁判所の平成 20年９月 10日の判決、あるお菓子の店に勤める女性

従業員と、その上司と、その雇用主企業のケースです。女性従業員が上司から職場で、「昨

夜、遊びすぎたんじゃないの」というように性的な言動を絶えず受けていたという事案です。

一審の地裁は、職場の会話で違法性は別にないという判断だったのですが、控訴されまして、

東京高等裁判所は元の一審判決を覆しまして、女性従業員の請求を認めて、170 万円を支払

えという判決を出しています。 

 これまで私はいろいろ研究してきて本にも書いたのですが、日本では比較的小さな出来事

も違法なハラスメントだと認定されがちです。このように言うと厄介で、「比較的小さな」

という意味で、今言った「昨日遊びすぎたんじゃないの」とか、「秋葉原で働いた方が似合

うんじゃないの」とかという言葉を掛けることについて、私は「比較的小さな」というよう

に表現したのですが、「ちっとも小さなことではない」というように、お叱りを受けること

もあります。ただ、相対的に、アメリカの判例とかを対照相手とすると、日本の方は小さな

出来事かなというように思っているということですので、その辺のところはご了解頂きたい

のです。こういった小さなことも日本の裁判所は「アウトだ、賠償金を支払え」という判断
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をしがちです。 

ただ、賠償金額はそんなに大きくはないのです。これも「そんなに大きくない」と言って

しまうのがいいのか、比較の問題なのですが、170万円、100万円とかいうのは、会社経営か

らしたら 100万円は大金だよと言われてしまう可能性もあります。ですが、やはりアメリカ

の判決と比較するとそれほど大きくはないという傾向があると思います。セクシュアル・ハ

ラスメントの問題なのですが、アメリカでは、“Severe-or-pervasive”という、これは過酷

又は蔓延していると訳せるのですが、出来事がものすごくシビアなものであるか、あるいは

絶えず行われていて、反復継続しているというものでないと認めないというルールなのです。

だから、賠償はなかなか認められにくいのですが、認められますと訴訟社会のアメリカでは

懲罰賠償も加わりますので、非常に大きな金額が損害賠償額として認められるところです。

一例ですが、以前、トヨタの北米子会社の社長が秘書から訴えられたスキャンダルがありま

す。訴訟上の賠償請求額は 200億円という話で、割とマスコミが飛び付いた事例です。実際

は一体幾らで解決したのか和解ですので分かりませんが、日本円で１億円は下らないと思い

ます。 

（２）ハラスメントの三面関係 

図１ 
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加害者 

上司・先輩等 

被害者 

部下・後輩等 
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④A【加害者からの反撃】 

（名誉毀損等）不法行為に

基づく損害賠償請求 



- 68 - 

 ハラスメントの三面関係について説明します。図を示します。ハラスメントの問題は、こ

ういった三面関係になりがちです。加害者が被害者にハラスメントを行って、被害者は加害

者に訴えをし、かつ自分の雇用主に訴えを提起します。その雇用主は加害者の雇用主である

という理由でもあり、自分の雇用主であるという理由でもあって、責任を問われる。ところ

が、場合によっては加害者が反撃する場合、自分が処分されたその処分は不当であるといっ

て、雇用主が訴えられる、そういうケースも考えられる。さらに、場合によっては加害者が

被害者を名誉毀損であるとか、そういった理由で訴えることも考えられます。こういった形

で、三面で賠償請求訴訟が起こるということが考えられるわけです。被害者は加害者を訴え

ることが可能だし、被害者は雇用主を訴えることが可能で、その場合、契約違反の主張も使

えるかもしれません。一方で、懲戒された加害者が、懲戒処分が厳しすぎるといって、その

処分を争うということも可能なのです。これが重要で、これは、これまでそんなに多くなか

った。今日、指摘したいのは、これが増えているということです。 

 

４ ハラスメント判決の最近の傾向 

（１）ファイトバックの増加 

 ファイトバックという言葉を付けています。「ファイトバック（fight back）」、加害者

とされた者からの反撃のことです。懲戒された加害者が厳しすぎる懲戒処分を争うケースが

増加しつつあります。資料の一覧表で加害者が雇用主を訴えたケースをチェックしています

が、件数が割と増えているということが分かって頂けるかなと思います。一覧表に挙げてい

る判決は、労働判例、判例時報、判例タイムズの主要判例雑誌からピックアップしたもので

す。 

 ハラスメント問題に関して職場の認識が高まっています。職場として、ハラスメント加害

者を処分しないといけないという意識が強くなっています。ハラスメント問題というスキャ

ンダルを起こしたくないという意識があって、ある意味見せしめ的に処分をしようとするケ

ースが増えてきたのではないかと想像します。もともと、ハラスメントの加害者、被害者、

雇用主、それぞれについてハラスメントというのはこの程度のものだという認識に割と差が

あるのです。男性と女性で差がありますし、若い子と先輩の間でも差があるわけですが、私

のやった行為は処分を受けるほどのそれほど咎められる行為ではないといって、加害者側が

反撃するケースが出てくるのだと思います。 

 １つ例として、一覧表の中の事例 13(東京地判平 24・3・27)3 は、男性管理職が女性部下

に対してセクハラ行為をしたとして処分されたケースです。腕を組んだり、手をつないで歩

いたり、『星の王子様』の絵本をプレゼントしたということについて、女性従業員から反発

を受けたということで、処分を受けたのですが、そのほか雇用主と関係が良くなかったので

す。結局、報復的な解雇ではないかということがあらわになって、解雇が無効視され、懲戒

権の濫用であるというように示された事例です。加害者が反撃して、それが成功することも

あります。「処分はおかしい」、「懲戒権の濫用である」、「行きすぎである」というよう

に判断する例も見られるわけです。特に裁判所は、解雇という処分については結果が大きい

ので非常に慎重になります。 

 私は、博士論文でセクハラの判決を調べました。このときの出版した本の中の判例一覧表

をチェックすると、ファイトバックのケース、加害者が反撃するケースは 93件中わずか７件
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しかなかった。ところが、今日お見せしているこの資料では、30 件のうち 10 件はファイト

バックです。一覧表の最後に挙がっている追加ケースの 31、これは有名な海遊館事件最高裁

判決、今年出た判決なのですが、これもファイトバックなのです。こういった形で、判例集

で紹介される判決としても、ファイトバック事例が増えてきていると言えます。 

 どんなものがファイトバックかということで、さらに例を挙げましょう。一覧表のケース

11（大阪高判平 24・2・28）4で、これは別資料にも挙げているＰ大学事件という事案ですの

で、ご関心のある方はよく読んで頂けたらいいかと思います。簡単に説明します。加害者原

告は男性教授で、被告は大学です。被害者は女性准教授です。女性准教授に男性教授がセク

ハラしたということで処分されたのですが、減給処分を不服として、提訴しました。一審の

地方裁判所、大阪地裁ですが、それは減給処分を無効としました。ハラスメントの事実を認

めなかったのです。控訴審の大阪高等裁判所は、被害者である女性准教授の証言に依拠して

一審判決を覆しまして、加害者の請求を棄却しました。つまり、男性教授がファイトバック

を試みた結果、一審で処分は覆ったのですが、控訴審では敗けてしまった。そういう事案で

す。 

 もう１件ファイトバックの例として海遊館事件最高裁判決（最判平 27・2・26）5をご紹介

します。急遽資料にしたのですが、資料中の囲みに、判決部分の中に示されている加害者上

司２人のやったこと、言ったことを示しています。あまりよろしくない言動ですね。品が悪

いというか、読んで頂いたら良くないなというのが分かるのですが、これについて組織内で

処分をして、その処分をこの管理職が争った、そういう事案です。処分するに値するかどう

かということが争点になったわけです。 

 実際、海遊館の方ではセクハラ研修などをやっていたわけで、管理職がそのことをあまり

考慮に入れずに、普段の職場で良くない言動を重ねていたということを、一審は咎めました。

二審は、処分はやりすぎでしょうということで、懲戒処分を無効としました。結局、最高裁

に上告されたわけです。結論としては、最高裁は一審の判断を支持して、懲戒有効という判

断を示したわけです。最高裁が一審判決を支持して、高裁判決を覆したわけですが、それだ

け意見の割れるような事案ではあるのです。「良くないケースだというのは分かるのだけれ

ども、処分は厳しすぎるんじゃないの」というのが高裁の意見。「いやいや、処分をこれぐ

らいやって妥当だろう」というのが最高裁の意見。この辺が微妙であるというのを分かって

頂きたいと思います。 

 海遊館事件では、ファイトバックが試みられ、一審では失敗、控訴審では成功、更に上告

審では失敗というように、二転、三転しているわけで、非常に教訓的な意味があると思いま

す。結局のところ最高裁は、雇用主が対策をするということの意義を重視したわけですね。

管理者ならその雇用主のやっている方針が分かるでしょう、なぜそれを理解してそれに従わ

ないのかということで、管理職を咎めた、そういう判決でした。ですから、ここで言ってお

きたいのは、雇用主、企業・組織で労働者を雇っておられる方々は、努力すれば、対策をす

れば、その努力は裁判所において評価されるということで、自信を持って頂きたいと思いま

す。これはそういう意味で大事な判例です。対策することは良いことであると最高裁が示し

たわけですから、非常に重要な判決だと思います。 

（２）違法かどうか迷うケース 

 違法かどうか迷うという事例の話をします。以前からどういうことをやればハラスメント
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なのか、線引きが難しいということは言われていたわけです。キムタクが言えばオーケーで、

私が言うのはあかんのかというようなことです。キムタクを例に出していること自体が、も

う時代遅れなおっちゃんを表しているのかもしれません。もはやイケメンの代表はキムタク

だけではないのですから。それはともかく、ハラスメントの問題は、違法な事案かどうかと

いうのが非常に重要なポイントです。 

 どの辺で線を引くかということが１つ難しいですね。私が解説を書いた事例6では、①カラ

オケで歌っている歌に合わせてダンスを踊るという行為、それから、②職場旅行で女性が寝

ることになっているベッドに横になった行為、③みんながいる前で「私、こんなパンツをも

らったんだよ」というように、ズボンの裾からパンツを引き出してみんなに見せた行為、あ

る人が３つともやったのですが、その３つの行為をそれぞれ不法行為であると判決した判例

があります。それぞれ３つの行為は、職場旅行に行って、女性が寝ることになっているベッ

ドで男性が横になるとか、カラオケで誰かが歌っている横でダンスを踊る。ダンスを踊ると

いっても、性的なところを接触させて、というのではないのですが、そういうことでも不法

行為だと裁判所は認定するわけです。そういった小さなことをどこまでハラスメントと認定

するのかというのは、１つ１つ難しい問題として在るのですが、もう１つ別のパターンが出

てまいります。 

 セクハラとして訴えられるハラスメント行為ですが、資料中のケース 24（東京高判平 24

・8・29）7 を見て下さい。加害者は上司です。会社の代表と、その次は会社の支店長と、新

入女子社員が性的な関係を２人と持つようになったのです。被害者女性は、それぞれ２人と

割と仲が良い関係を保っていました。結局その女性社員が会社を辞めるときに、２人からセ

クハラを受けたといって訴えたのです。性的な関係がある間は２人の男性と女性、男性は２

人でややこしいのですが、男性上司Ａと女性、男性上司Ｂと女性、それぞれ仲良い関係に見

える。結局どうなったかというと、会社代表の方はセクハラだと認定されています。支店長

の方は認定されていません。ある種の恋愛であったという形になるわけです。そのように外

見的には外から見ていたら分からないというものもセクハラ訴訟になっているのです。ハラ

スメントが認定された加害者の方は、その立場がやはり大きかったのです。社長さんだった

ので、社長さんについて女性新入社員は逆らえなかっただろうということで、ハラスメント

だったというように認定されたわけですが、支店長の方は違う、普通の付合いだったという

話になった、そういうケースです。 

 もう１つ、パワハラの話をしておきます。セクハラは割と性的な言動が入りますから、外

見上分かりやすいと言えば分かりやすい。あれはセクハラではないかというように、周りの

人が認識することができやすい。ところが、パワハラは叱責するわけですね。「君、何やっ

てんだ」というように、「何やってんだ」と言って、大きな声で叱るのはあることですよね。

それが、どこまでいったらパワハラなのかというのは分かりにくいわけです。これは非常に

微妙だというのが、裁判で争われるようになりました。どの辺が線引きになるかという問題

については、人を見て、相手がどんな人かによって基準が変わるという可能性もあります。

例えばちょっと精神的な疾患で、病院療養していた人が会社に復帰した直後に、そんな厳し

い言動を与えてはいけないだろう、耐えられないだろうということです。資料のケース 15（岡

山地判平 24・4・19）8などがそのケースです。 

 それから、ケース 30(東京高判平 25・2・27)9は重要なケースなので、もう少し詳しく説明
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します。ウィンザー・ホテルズというホテル会社で起こったのですが、上司が加害者なので

す。上司が部下と出張して仕事をしたのですが、部下がヘマをしまして、ちょっと怒ったわ

けです。その反省会をやろうと言って居酒屋へ行って、酒を注ぎながらお説教みたいなこと

をしていたわけですが、その部下がお酒を飲めなかったということで、ゲーゲー戻している

のに「吐けば酒が飲めるんだ」という言動があったという事案です。そのほか、その上司と

部下とはどうも折合いが悪くて、部下がやることについて腹が立って、部下の留守電に「て

めえ、ぶっ殺すぞ」といった言動を残したというようなケースなのです。 

 これについては、裁判所でも微妙に判断が揺れるわけです。別資料中の表で一審と二審の

判断を比較しておきました。ハラスメントだと言われた行為は７つあったのですが、一審判

決は７つのうち、「ぶっ殺すぞ」という留守電に録音されたその言動のみを不法行為として

います。７つのうち１つだけしか認定されていません。控訴審へ行きますと、これが増えて、

７つのうち５つ、駄目だ、ハラスメントだというように認定されています。原告はコップを

手で塞いで、少量のお酒でも嘔吐しているのだから、アルコールを勧めたらいけないでしょ

うということですね。また、翌日、二日酔いになるのですが、レンタカーの運転を強要する

ようなことは駄目だということ。もう１つは、「ぶっ殺すぞ」という話ではないのですが、

留守電やメールの内容について、社会的相当性のある行為ではないのだということで違法と

しています。こういったことで、職場でよくある言動であっても裁判所の考え方ではハラス

メントだと認定されるケースが出てきています。ザ・ウィンザー・ホテルズインターナショ

ナル事件などは本当に職場で見られそうな言動で、それがハラスメントだと認定されたとい

うことで重要な判決だと思います。 

 もう１つ、資料のケース 17（さいたま地裁労働審判平 24・5・○）10とケース 23（さいた

ま地裁労働審判平 24・7・23）11を紹介するのですが、これは判決ではありません。労働審判

事件で調停にしたというケースです。ケースが２つありますが、これがすごく重要な意味を

持つというつもりでもありません。なぜこの２つを俎上に上げたかというと、これら２つは

日常、職場でよくあるような話だということです。パワハラ言動としていただけない、職場

はそういうものではないだろうと思うのですが、一方、どの職場で起こってもおかしくない

ような、少し威張りがちな上司がやるような暴言なわけです。そうすると、そういったこと

が全部、訴訟の場に出ることになるのでしょうか。「出る所に出よう、裁判だ」という解決

の方法しかないのかというと、決してそんなことはなくて、この２つは労働審判に持ち込ま

れています。そのほか労働委員会、あるいは労働局がやっているもう少しソフトな解決策、

第三者が入って話を聞いてあっせんするという解決策も選択できるわけです12。ここが大事

なところですが、そちらの方がむしろ職場環境については良い解決が得られるケースもある

ので、どんな解決方法があるかということについては、先にゆっくり検討して手続を選んで

頂きたいと思います。 

 雇用主、企業側としてはスキャンダル事案なので、訴訟でない方が良いのはもちろんです

が、被害者である労働者の方も、必ずしも訴訟という選択肢ではなくて、もう少しソフトな

方法の方が自分も傷つかないということがあるかもしれないので、検討して頂きたいと思い

ます。 
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５ まとめ 

 まとめです。ハラスメントはどんどん変わっていきますし、判決も新しいものがどんどん

出てきます。先ほど紹介した最高裁の海遊館事件判決なども、今年出たばかりです。そうい

ったことで、ウォッチすること、フォローすることが非常に重要です。今日触れましたが、

日本では小さなハラスメント問題が、ハラスメントだ、違法だ、不法行為だとアウト宣告さ

れることが割と多いのです。高を括っていると訴訟で敗けるということがあるので、「出る

とこへ出ても良いのだ」というところまで、加害者や雇用主企業は、あまり大胆に思わない

方が良いというのが私からのメッセージです。 

 もう１つ、ファイトバックの話をしました。ハラスメントは防止しないといけないのです

が、加害者に対して懲罰が行き過ぎると、やはり訴訟になるということもあるのです。バラ

ンスが難しくなってきているということも覚えておいて頂きたいと思います。配慮すること

がいっぱい増えてきているということです。 

 加害者を処分するということについて、この処分は行きすぎですと裁判所に言われないた

めには、海遊館事件でも見られましたように、「セクハラ問題は駄目ですよ。我が社は対策

を打ってますよ」というような広報活動、研修活動、そういったものを事前に十分やってお

くこと。それから、処分するといっても１回目は少し軽めにして、その次にもう１回やった

ら重くするというように、段階的な処分をとることも考えて頂いたら良いのではないかと思

います。 

 それから、微妙な事案がよく目立つようになってきたという話をしました。悩ましいこと

ですが、そういう違法性の判断が微妙なものが増えてきているということも十分考慮して頂

きたいなと思います。 

裁判所は、最高裁の例にありますように、雇用主がとった対策、これが真面目な真剣なも

のであれば、それに対しては高く評価してくれるということで、対策をとって損はないとい

うことが言えると思います。ご清聴ありがとうございました。 

                                                                                    
1  本稿は、平成 27年 8月 26日に開催された平成 27年度中央労働委員会・鳥取県労働委員会主催労使

関係セミナー「ハラスメント法概論と判例の傾向及び今後の方策について －女性が輝き活躍する環境

整備に向けて－」の速記録をもとに加筆整理されたものである。文中で言及されている資料は中央労

働委員会のウェブサイトからダウンロード可能である。

http://www.mhlw.go.jp/churoi/roushi/dl/re_h270904-1.pdf（平成 27年 9月 15日閲覧）。 

２ 労判 1058号 39頁。関連判決として、鳥取地米子支判平 21・10・21、労判 996号 28頁。 

３ 労判 1053号 64頁。 

４ 労判 1048号 63頁。原審は大阪地判平 23・9・16、労判 1037号 20頁。 

５ 判時 2253号 107頁、判タ 1413号 88頁、労判 1109号 5頁。 

６ 吉川英一郎（2006）「職場上司による軽度のセクハラ行為に関する不法行為の認定」『私法判例リ

マークス』32号 48-51頁。 

７ 労判 1060号 22頁。原審は東京地判平 24・1・31、労判 1060号 30頁。 

８ 労判 1051号 28頁。 

９ 労判 1072号 5頁。原審は東京地判平 24・3・9 、労判 1050号 68頁。 

10 労判 1048号 170頁。 

11 労判 1059号 97頁。 

12 労働委員会の手続は公労使三者の立場を踏まえるという点で紛争当事者の信頼を得やすい側面もあ

ることに注目したい。労働委員会による個別労働紛争のあっせんについては、中央労働委員会のウェ

ブページを参照されたい。http://www.mhlw.go.jp/churoi/assen/ （平成 27年 9月 15日閲覧）。 
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４ 第７０回全国労働委員会連絡協議会総会 第１議題発表概要 

 

〔発表者等〕 

  発表者  鳥取県労働委員会使用者委員 和田 好生 

 期 日  平成２７年１１月１９日（木） 

 会 場  メルパルク東京ホール（東京都港区芝公園２－５－２０）  

 

 

最後のトリとして鳥取県労働委員会の使

用者委員の和田好生です。私は、平成２３年

５月に委員を拝命して４年余りになります。

「労働委員会の活性化について」の鳥取県労

委の取組みについて、私見を含めてご報告さ

せていただきます。 

時間がありませんので少し割愛しまして、

現在鳥取県労委の取組状況ですけれども、い

わゆる「労使ネットとっとり」の、これまで

の取組み状況とその成果について、平成２３

年と昨年の全労委総会においても発表して

おりますので省略させていただきます。今年 

度の取組みについて御紹介します。 

今年度は、労働委員会制度創設７０周年と記念すべき節目の年ですので、鳥取県労委において

も、「７０周年記念事業企画委員会」を設置し、予算を組んで、委員をはじめ事務局職員も一体

となって、現在、幾つかの記念事業に精一杯取り組んでいます。 

その１といたしまして、「労使ネットとっとり」デザインコンテストです。これは、将来の地

域社会を担う、鳥取県内の児童や生徒、学生を対象に、働くことや「労使ネットとっとり」に関

心をもってもらうため、ポスターなどのデザイン、キャッチコピー、キャラクターデザインの３

部門に分けて、作品募集を、各学校を通じて実施しました。総数で１２５件の応募があり、現在

優秀作品の選考作業を行っているところであります。この会場の外に、デザインコンテストの概

要として作品応募の様子を掲示していますので、後ほどご覧いただきたいと思います。 

次に、「鳥取県労働委員会７０年のあゆみ展」です。鳥取県労委の現在、過去、未来をテーマ

にしたパネル展を来年２月から３月にかけて県内３箇所の図書館等で開催し、県民の方に労働委

員会が果たす役割を再認識していただく機会になればと考えております。鳥取県労委の歩みや

「労使ネットとっとり」デザインコンテストの応募作品のパネル展示を行うことにしています。 

それで第３としましては「日韓労働委員会シンポジウム」の開催です。来年３月９日に、韓国

の江原地方労働委員会の委員長をお招きして、「日韓労働委員会シンポジウム」の開催を計画し

ております。具体的な内容が決まりましたら、皆様の労働委員会に御案内したいと考えておりま

す。是非ご参加いただきたいと思っております。 

 最後に鳥取県労働委員会は、県民や利用者の期待に応えるべく、まず委員相互や事務局との意

思疎通を図るべく「呑みニケーション」を行い、又「東西対抗ゴルフ」等の行事を通じ、元気で、
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明るく、爽やかな労働委員会チームを作り、そして労働紛争の解決を支援し、企業や社会の維持

発展に寄与する存在で有りたいと思います。 

最後に、全国労働委員会の益々の発展を願い報告と致します。ありがとうございました。 
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５ 平成２７年度全国労働委員会公益委員連絡会議 講演概要 

 

〔期日等〕 

期 日  平成２７年１１月１９日（木） 

場 所  労働委員会会館講堂（東京都港区芝公園１－５－３２） 

参加者  全国労働委員会公益側委員ほか 

 

〔講 演〕 

演 題  「利用者に直接届く取組みを通して～『労使ネットとっとり』の活動～」 

講 師  前鳥取県労働委員会会長 太田 正志 氏 

 

 

〔内容(講演録)〕 

Ⅰ はじめに 

 ご紹介に預かりました鳥取県労働委員会の会長を今年の５月までやっておりました弁護士

の太田でございます。ご存じの見知った顔ばかりですので是非よろしくお願いします。本当

に公益委員連絡会議の時はいつもそちらに座って講演を、研修をしていたというような分際

ですのでこちらで話すとすごく違和感があるのですけれどもこういうことになってしまいま

したので時間までお聞きください。 

 ご紹介いただきましたように私は平成 11

年３月から今年５月まで、鳥取県労働委員会

の公益委員・会長として、８期 16 年余りに

わたって委員を務めて参りました。来年３月

には、労働委員会制度が発足してから 70 年

を迎えます。この間多くの労使紛争の解決や

労使関係の安定、労働委員会制度の発展に尽

力されてきた全国の労働委員会の諸先輩の皆

様に敬意を表するとともに、労働委員会とし

てこれまで携らせて頂いたことに改めて感謝

を申し上げます。 

今思い起こしてみますと私が委員に就任した平成 11 年頃はご承知のように国鉄民営化に

伴う JR 不採用関係等事件の最後のころでありました。当時、鳥取県労委においても、いわ

ゆる四党合意の履行を求めて国を被申立人として不当労働行為救済申立てがなされた事件が

ありました。私が公益委員として就任して３年目、会長になって１年目のころだったと思い

ますが、非常に困惑して、同様に申し立てられていた新潟県労委の西田会長等に相談して色々

なご教示をいただいたのが昨日のことのように思い出されます。国家的不当労働行為と言い

ながらなぜ一番小さい地方労働委員会である鳥取県に申し立てられるのか非常に不思議な感

覚を持ったことを覚えています。そんなようなことがありまして当時はすでに集団的労使紛

争事件は減少傾向にあり、委員就任の 16 年間で統計を取ってみますと、不当労働行為事件

は合計６件に過ぎません。集団的調整事件についても 22 件でした。一方平成 14 年４月にス
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タートした個別労働関係紛争処理のあっせん事件は、平成 26 年度までの 13 年間で合計 260

件に達しております。 

 

Ⅱ 労働紛争の現状と認識 

 本日は、「個別労働紛争への取組み」について

のご依頼でありましたので、「利用者に直接届く

取組みを通して」と題して、「労使ネットとっと

り」の取組みを振り返りながらお話ししたいと

思います。この利用者に直接届くというキーワ

ードですが、結局個別労使紛争のクライアント

は個々の労働者です。ですから個々の労働者に

直接届くものでなければ情報としての意味をな

さないというふうに考えてこういう言葉を使い

ました。 

 まず、これまで労働委員会の委員を経験して

みて感じました、労働委員会制度を取り巻く現状や認識についてお話しいたします。ご承知

のように、近年の労働関係を取り巻く状況は、経済のグローバル化やバブル経済崩壊後の低

成長経済などの社会経済情勢の変化や、国民個人の価値観や意識の多様化、労働市場や経営

形態の多様化という事を背景にして大きく変化しております。労働組合の推定組織率ですが、

戦後から低下傾向にあり、平成 15 年には 20％を割り、平成 26 年調査によれば 17.5％とな

っております。これを絶対数と言いますか、視

点を変えて見ますと約 5,600 万人と言われる雇

用者、労働者のうち、その８割以上の 4,600 万

人が労働組合に加入していない個人の労働者と

いうことになります。付言すれば、一般国民か

ら見れば労働問題、労使紛争という舞台は次第

に個人の労働者に移っていて、労働組合はいわ

ば脇役的な存在のように映っているのではない

かとも思われます。 

 このような趨勢の中で、国民が占める個別労

働関係紛争処理のニーズが拡大し、その重要性が増してきたのは時代の流れではないかと思

います。平成 13 年 10 月から平成 14 年４月に行政サービスとして個別労働紛争処理制度を

多くの労働委員会がその役割を担うことを選択し、それから 13 年余を経過してきました。

また、平成 18 年４月からは裁判所における労働審判制度も施行され、複線的処理システム

としてのニーズに対応した個別労働関係紛争処理制度の充実が図られております。 

一方で労働委員会と労働局、労働審判制度の処理件数を比較した場合、平成 26 年度でみ

ますと労働委員会の処理件数は 319 件、一番上の黄色い数字です。に対して労働局は 5,010

件、労働審判は 3,496 件となっております。これらの３つの処理機関を合計した処理件数に

占める労働委員会の割合は、僅か 3.6％で、現状では歴然とした差があります。ここで労働

委員会の件数に東京等の大都市で知事部局の労働相談所などが行っている個別紛争のあっせ
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ん件数 845 件、上から二番目の数字、を加えて

みましても 1,164件で 12.1％ですから１割程度

に過ぎないこととなります。労働審判の処理件

数のウェイトが飛躍的に増加している現状を見

ますと、このままでは今後もその差は拡大する

ことが推測されます。 

労働委員会はいわゆる老舗の裁判外紛争処理

機関 ADR としての機能を有する労使紛争処理

機関でありまして、地域の労使関係の実情に応

じた解決を図ることや、公労使三者構成により

公平・柔軟な解決を図ることに非常に優れた特

徴があります。一方で、地域住民に公共サービ

スを提供する行政機関という観点から労働委員

化の処理実績を見れば、十分な行政サービスを

提供しているとは言い難く、その優れた機能や

役割が発揮されていない印象があります。各個

別紛争処理制度においては、紛争処理にあたっ

て実情に即した迅速・適切な解決が図られるよ

う求められています。労働審判法では実情に即

した迅速、適正かつ実効的な解決というのが第

一条で挙げられておりますし、個別労働関係紛

争解決促進法にはその第一条で実情に即した迅速かつ適正な解決ということが謳われており

ます。 

各紛争処理機関における平成 26 年度の事件処理機関の状況を見てみます。概ね３ヶ月か

ら４ヶ月で審理を終結する労働審判制度において、２ヶ月を超える割合が最も高く 67.9％と

なっております。また労働局の個別あっせんにおきましては１ヶ月以内で終結する割合が最

も多く、48.7％となっています。一方労働委員会の個別あっせんにおいては１ヶ月以内で終

結する割合が 39.1％で高いものの、１ヶ月から２ヶ月以内の割合が 36.1％、２ヶ月を超える

割合が 24.8％となっています。なお、都道府県の労政主幹部局のあっせんにおきましては、

１ヶ月以内で終結する割合が、66.2％と最も高くなっています。迅速な処理という面からみ

ますと労働委員会のあっせんは労働局に比べますと期間を要していることになります。それ

が客観的な状況です。 

 

Ⅲ 鳥取県の個別紛争処理制度 

 そこで、これからは鳥取県における個別紛争処理制度についてお話しします。その特徴と

しては第一に、鳥取県個別労働関係紛争の解決の促進に関する条例及び施行規則という長い

名前の条例及び規則がありますが、それに基づいて実施されております。条例に基づき紛争

処理を実施している都道府県は全国で広島県、岩手県及び鳥取県の３県のみです。条例でス

タートするということは権利義務に関する規定を受けるということで当時の片山知事と、現
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在の平井知事が副知事をされていましたので直

接にお話に行って、条例でスタートしようとい

うことで条例を作って頂きました。 

鳥取県が個別紛争処理を自治事務として主体

的に取り組んでいくという姿勢を県民に明示す

るという意味があったのではないかと思ってお

ります。主な内容は個別労働紛争解決促進法と

同様の規定ですが、原則として知事が行う労働

相談は知事部局が実施し、知事から労働委員会

に委任されたあっせんは労働委員会が実施し、

その機能分担を行いながら一体的な処理を図る

という形でスタートしました。第二の特徴とし

ては現地主義をとっているということです。原

則として当事者、申請者の所在地または所在地

がある地域、鳥取県でいえば東部、中部、西部

の３地域、に出向き、実情調査、あっせんを実

施します。またあっせんの日時については休日

や夕方でも実施します。これらのことは鳥取県

の地域特性に配慮した、東中西に分かれている

ので従来からあった集団的紛争の場合もそうい

う体制で取り組んでいたというのを踏襲したも

のです。特に個別紛争処理にあたっては申請者

の金銭的・身体的・心理的負担の軽減から言っても非常に効果的な方法だと自負しておりま

す。第三の特徴としては鳥取県の委員及びあっせん員は地域バランスに配慮した選任がされ

ていること、男女バランスに配慮した選任がされている点です。地域バランスに配慮したあ

っせん員が選任されていることにより、あっせん員が地域の実情に精通しているため、紛争

の実情に即した柔軟な解決を図ることができます。また男女バランスに配慮した選任につき

ましては、事件の申請者や労働相談の相談者の半数は女性であるという紛争の実情から見ま

すと、申請者や相談者等のものの考え方や心情を理解しやすい女性の委員、あっせん員の存

在が紛争の実情に即した柔軟な解決に寄与していると考えています。現在、鳥取県労委の第

45 期委員は、男性委員が８名、女性委員が７

名と拮抗しているという状態です。また、最

近のメンタルヘルス不調事案の増加に対応し

て、公益委員の方に臨床心理士の方が任命さ

れています。これも実情に即した解決を図る

という態度の現れであります。 

次に鳥取県労委では、平成 17 年度から委

員及び事務局による相談会を実施しておりま

す。相談は知事部局、あっせんは労働委員会

というふうに分けておりましたが、相談につ
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きましても知事からの委任を受けてやるということになっております。知事の補助執行でし

た。そのように労働相談を労働委員会でも実施するということのメリットといたしましては、

相談者は紛争の自主解決につながって、労働委員会は自主解決の支援や未然防止の役割を果

たすということになります。また労働相談会の広報によって、紛争処理機関としての周知効

果が図られます。また、委員及び事務局職員にとっては労働問題や労使関係の現状や実情を

知る貴重な機会となります。労働相談を通して、あっせんに適しているか紛争事案の見極め

や移行につながることになります。また委員や事務局員の労働関係法の知識を学ぶ機会が得

られ、紛争処理の実践的トレーニング、オンザジョブトレーニングにも資すると考えており

ます。これが労働委員会が労働相談を行うということのメリットです。 

次に鳥取県労働委員会が現在のように意欲

的・先駆的な取組みを実施する契機となりまし

た韓国労働委員会との調査交流事業について紹

介したいと思います。鳥取県労働委員会では、

平成 20 年２月に当時の公労使の委員がほぼ全

員参加して、韓国の江原地方労働委員会と中央

労働を訪問して調査交流を実施しました。調査

の際には今日来ておられます、福岡県労委の野

田会長にご同行願い、多くの貴重なアドバイス

を頂きました。ちょうどこの時期は日本におい

ては平成 17年施行の労働組合法改正に伴って、

審理の迅速化、的確化が課題となっている時期でした。加えて個別労働紛争処理においては、

平成 18 年度から労働審判制度がスタートして労働委員会における個別紛争処理の取組が試

されているというような時期でもありました。労働委員会として集団及び個別労働紛争処理

のいずれにおいても、迅速かつ適切な処理をどのように実践していくのかが重要なテーマと

なっている時期でした。これが韓国の労働委員会に行った時の、まだ頭の中に残っている自

分自身を紹介する言葉を練習してきました。アンニョンハシムニカ…まで覚えております。

そういうようなことで色々交流しました。韓国の労働委員会制度及び不当労働行為制度をみ

ますと、日本とほぼ同じ構造をもってスタートしながら、集団的労使紛争の審査調整のみな

らず、その後、個別労使紛争についても不当解雇、さらには非正規労働者の差別是正という

ふうに個別紛争へと守備範囲を拡げて国民の信頼を得て日本と比較にならない事件数を迅速

にこなしています。韓国の労働委員会制度は労働委員会法に基づいて設置されている点が異

なっているものの、実際に韓国に行って、審査の処理機関が３ヶ月と非常に短期間であるこ

とや、個別労使紛争処理件数の占める割合が労働委員会全体の処理件数の８割を占める、つ

まり個別が８割を占める。そういうような実情を目にして大きな衝撃を受けました。まさに

百聞は一見に如かずです。この訪韓調査によりまして、それまで鳥取県労働委員会が掲げて

きた事件処理の迅速化や個別紛争処理への取組みの重要性についてはっきりと確信して、こ

の路線は間違っていないということで、そこからさらにまっしぐらに進んでいったというよ

うなポイントとなった時期です。韓国の労働委員会は中央集権ですので、日本と確かに状況

は変わっているのですけれども、非常に効率的に処理されている。しかも個別の紛争が８割

を占めているというような状況でした。 
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そのような２月の訪韓調査を受けて、その成果を他県労委の委員や県内労使関係者、一般

県民の方などに広く知っていただこうと平成 20年 10月の中国地区労働委員会の定例総会の

開催に併せて、日韓労働委員会の現状と課題～行政型 ADR としてのあり方をもとめて～と

題して、日韓労働委員会フォーラムを開催しました。このフォーラムには、江原地方労働委

員会の孫委員長を講師としてお招きし講演をしてもらうとともに、当時、中労委会長の菅野

先生や東京都労委労働者委員の水谷委員にも参加して頂いてパネルディスカッションを行い

ました。これがその時の状況です。 

日韓労働委員会制度の比較を通して、労働委

員会の現状や課題を一層明確に認識することと

なり、鳥取県労働委員会の目指す方向性として、

社会の変化・ニーズに対応し、個別紛争処理を

中心として行政型 ADR としてその役割を果た

すこと、そのためにまず認知度を高めて利用し

てもらうために、利用者に向けた積極的・効果

的な情報発信が重要であり、その取組みを強化

すること、さらに、個別紛争事案の紛争処理に

あたりましては親切、丁寧で一層の紛争の実情

に即した解決に向けた取組みや工夫を行うこと、この３つをテーマにあげてその実現に向け

て取組んでまいりました。 

 

Ⅳ 「労使ネットとっとり」の創設と取組み 

 ここでご存じの、個別紛争解決支援サービ

スの利用者に直接届く、積極的・効果的な情

報発信ツールとして考案したのがこの「労使

ネットとっとり」です。労働委員会という名

は、個人の労働者や事業主にとって馴染みが

薄いのではないか、分かりやすく、親しみや

すいものになるよう、平成 21 年に鳥取県労

働委員会個別労使紛争解決支援センターを創

設し、さらに、公募により「労使ネットとっ

とり」という愛称とロゴマークのデザインを

決定しました。 

 労使ネットの趣旨は、労使間に話合いのためのネットをはり、紛争解決を支援することを

意味し、ロゴマークの趣旨は、公労使の三者構成の重なりにより、紛争が円満に解決し、ハ

ート型なのですが、和が生まれる様子をイメージしております。これは公募ですので労働委

員会自身が考えたというよりこれが当選した、なかなかよくできたロゴマークだと思います。

これは特許とかそういうものに登録しているわけではありませんので、労使ネットの後にな

んでもつけたら使えますので、そういう狙いもあって汎用性のあるということでネーミング

はやってあるのですけれども是非ご利用ください。 
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労使ネットとっとりの活用を通じて、これま

で実施して参りました利用者に直接届く取組み

について、スライドを御覧いただきながら紹介

いたします。今まで何回かお見せしているので

すが、左側は、労使ネットとっとり創設前の県

職員をモデルにして作成したポスターです。当

時マスコミの取材を受けて新聞記事にもなりま

した。右側は、御承知と思いますが平成 21 年

に個別紛争処理制度委員会で作成した全国共通

ＰＲポスター、ゲゲゲの鬼太郎のポスターです。

職場の SOS 要解決とご存じのポスターです。その後、ゲゲゲの鬼太郎のポスターの効果を

活用して、鳥取県労委単独で平成 23 年にリーフレットやＰＲカードを作成しました。これ

がそうです。次の写真ですが、昨年度取り組んだ県職員をモデルにしたポスター・リーフレ

ットの作成風景です。県庁内の公募によりモデルを募集しました。 

それからこれは、その写真撮影をもとに昨年度と今年度に作成したポスター・リーフレッ

トです。いつでも気軽に労使ネットとっとり、話せる人がいる、なかなかいいキャッチコピ

ーです。撮影写真をもとに昨年度と今年度に作成したポスター・リーフレットですので、撮

影写真を活用して随時更新できるようにしています。 

次の写真は、ロゴマークを利用したグッズ等

の作成・配布等による啓発活動の様子です。街

頭ＰＲ活動によるティッシュの配布、ブルゾン

やポロシャツの作製、のぼり、ウェットティッ

シュ、マグネットシート、クリアファイル等こ

こまでやるかというほど非常に様々なものがそ

ろっております。それからこれは、６月の周知

強化月間と 10 月の全国周知月間に、県内３箇

所の県の庁舎で飾りました懸垂幕や横断幕の様

子です。全国共通のキャッチフレーズ「ご存じ

ですか？労使ネットとっとり―雇用のトラブル 

まず相談―」を活用したものです。次は、10 月

の周知月間に鳥取県の主要施策であります、ま

んが王国とっとり効果を活用して地元新聞紙へ

広告掲載を行ったものです。労働紛争予防セミ

ナーや合同労働相談会の案内この漫画の中でや

っております。 

これは、10 月の合同労働相談会の広報に、Ｎ

ＨＫ鳥取放送局のふるさと伝言版コーナーへ出

演したときの様子です。次は、労働紛争を未然

に防止する観点から、県内の高校３年生へ配布

したクリアファイルと、労使ネットとっとり「労
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働紛争予防セミナー」を開催したときの様子です。ファイルも使ってもらえるようにした三

分の一に宣伝文句を入れて上はまさにクリアなファイルでありますので、これは使えるとい

うことで広く使っていただいております。 

これは、関係機関との連携強化として、山陰地区一斉の日曜合同労働相談会を開催したと

きの周知チラシです。周知効果を高めるため同じ経済・就業圏域の同じお隣の島根県労委と

協調して、同一日に実施して合同労働相談会をやりました。 

次のスライドは、昨年 10 月に鳥取県の主要

施策の食のみやこ鳥取県のイベントとして開催

された、サンマートフェスタにＰＲブースを出

展したときの様子です。法テラスや労働局など

関係機関の協力を得て、ポスター展示、職場の

ワークルールクイズなどを実施しました。鳥取

県のゆるキャラのトリピーや、これはスーミン

と言いますけれども人間には睡眠が必要だと、

明日を活性化させるためにも寝ないといけない

という非常に独自の説得力のあるキャラクター

スーミンです。 

今年度は、労働委員会創設７０周年記念の年ですので、鳥取県労委におきましても、企画

委員会を設置して予算も組み、現在、幾つかの記念事業に取り組んでいます。このスライド

は、労使ネットとっとりデザインコンテストの概要です。将来の地域社会を担う、鳥取県内

の児童や生徒、学生を対象に、働くことや労使ネットとっとりに関心をもってもらうため、

ポスター等デザイン、キャッチコピー、キャラクターデザインの３部門に分けての作品募集

を、各学校を通じて実施し、総数で 125 件の応募があったというふうに聞いております。そ

のほかにも、鳥取県労働委員会７０年のあゆみ

展や日韓労働委員会シンポジウムなどを計画し

ています。ご紹介したような労使ネットとっと

りの様々な取組みは、本来、紛争処理を任務と

する労働委員会や委員にとりましては、違和感

を持たれるかもしれません。しかし、どんなに

優れた制度や豊富な知識・経験を有していても、

そのような知識等があると自負していても実際

に紛争処理に利用されなければ認められません。

無いのも同じということになります。 
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Ⅴ 「労使ネットとっとり」の取組みの成果と課題 

次のグラフですが、手前味噌で非常に恐縮なのですけれども、いろんなことをやってきま

したら、これだけ処理件数が伸びましたという図です。最初の制度がスタートした３年間程

度はあまり広報をやっていないという時期です。次の３年は労働相談を実施し、相談者専用

のフリーダイヤルを設けた時期に件数が伸びております。それからさらに平成 20 年度から

22 年度、これは日韓労働委員会フォーラムを開催

したり、労使ネットの愛称・ロゴマークを作った

りした時期です。それからさらに次の 23 年度な

いし 25 年度はポロシャツブルゾンの着用とか、

クリアファイルを作ったりとかとにかく一生懸命

いろんなものを考え出してやっていた時期です。

全国処理件数１位というふうに書いておりますが、

別にこれは宣伝、なのですが鳥取県という小さな

所で処理件数の絶対数が１位になるということは

非常に重要なことで、そのことを知事に報告しま

したら、鳥取県は労働紛争が多いということかと言われまして、いや解決手段はあるのです

けれども相対的に労働委員会が利用されているということですと説明しまして、そういうよ

うな状況になっております。この 10 年間、鳥取県労委として考えられる様々な取組みを不

断なく実施してきた結果、現在の実績があるのだろうと思います。まさに継続は力なりとい

うことと思います。 

次のグラフは、鳥取県労委の個別あっせん件数と解決率の推移を示しています。最近３年

間をみますと解決率が下がる傾向にあります。特に昨年度は 50％台となっております。これ

までの平均 70％を下回っています。このように解決率が下がっている要因を考えてみますと、

まず被申請者のあっせんに不参加による打切りが挙げられます。昨年度取扱った、32 件のう

ち８件が不参加による打切りとなっています。特に大都市に人事労務管理部門があって、そ

こが地方に進出してきているという企業の場合、特にあっせん制度に対する理解が十分であ

って、現地の人は参加したいと言われるのだけれども中央が駄目というから駄目だというよ

うなケースが増えております。それから先程の講師の岡田先生のお話にもありましたように、

パワーハラスメントやメンタルヘルス不調を伴う事案において、当事者双方の事実認識が大

きく相違して、あっせん回数や期間を要した結果、合意に至らないという難しいケースが増

えております。それでは、じゃあこのパワハラ事例やメンタルヘルス事例にこの労働委員会

のあっせんが力及ばないかと言いますと、私は他の処理制度よりも有効な面があるというふ

うに考えております。じっくりやりますし、公労使三者そろっておりますので、時間はかか

るかもしれませんけれども適正な解決が得られるのではないか、なかなか訴訟とか審判には

なじまない部分が結構ありますので、それはじっくりやれるという意味で、回数を重ねれば

いいわけですから、パワハラ・メンタルヘルス事例についても有効な手段ではないかと思い

ます。それから、これまでも認知度を高める方策をやってまいりました。 



- 84 - 

 

それから中労委のお力を頂いたという点があ

りまして、一つは今広島市長になっておられま

す松井一實さんが、私が中労委に行きはじめて

個別の委員会やなんかに呼ばれはじめたころに

中労委の事務局長を務めておられました。広島

市長に出られる直前だと思いますが、それから

民主党政権下で公務員改革が成ろうとしている

ときでした。公務員改革が成れば集団的労使紛

争も増えて再び労働委員会が脚光を浴びるとい

う時代が来ると、それまでに労働委員会が死ん

だ制度であってはならない、常に活性化してい

ないといけないというふうに行くたびに言われていました。ただ、惜しむらくは公務員改革

がどこに行ったのかというのが現状で、ただやはり労働委員会の本籍は集団的労使紛争で、

現住所が今は個別にあるというような感覚で、いずれは集団的労使紛争できちんと利用され

る存在として再び脚光を浴びるようになると思っております。それからもう一つ中労委で菅

野先生にも非常にいつも励ましていただいておりました。菅野先生が平成 25 年２月に退任

された後、すぐに鳥取県労委で講演をしていただきました。その時に、菅野先生が明日話さ

れると思いますけれども、このまとめと重なったらどうしようと思いますが、最後のまとめ

として労働委員会としてどういうふうに進んでいくべきか、ということについて、現在の任

務をしっかりと果たすこと、つまり集団的労使紛争・個別労使紛争の双方について紛争解決

処理機関としての有効性を保つということ。それから労委制度の最大のメリット、三者構成

による労使紛争解決力、それから労使関係の円滑化機能を三者構成によって発揮し続けるこ

と、それから全労委協議会の重要性、情報を共有するとか、相互に啓発するとか、取り組み

のアイデアを交換するとか色々な意味で全労委は有効なんだと最後のまとめとして話されま

した。本当にそれらの励ましがなければここまで続けてこられなかっただろうというふうに

思っております。それから私がこのように長く続

けてこられてある程度の成果を出せたのはやはり

事務局の力が大きいと思います。俗に担ぐ神輿は

軽いほうがいいと言われるのですが、私はあまり

物事を深く考えない軽い脳の持ち主ですので事務

局にとっては非常に担ぎやすい神輿だったのでは

ないかと思いますが、そうでしょう。そういうふ

うに不断に色々なことをやり続けることによって

ここまで来たというふうに思っております。 

最後ですが労使ネット、先程も言いましたが、

労使ネットという名称はそこの後に自治体名を付ければ汎用性があります。これを情報発信

ツールとして有効に活用してほしいと思います。労使ネットの輪が全国に広がることを祈念

しております。なかなか難しいですが、ずっと言い続けて鳥取県以外に使ってもらっていな

いので、是非お使いください。本当に鳥取県労委が労使ネットとっとりを情報発信ツールと

して有効に活用しながら、地域の紛争の実情に即した柔軟で細やかな対応を行うことによっ
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て、紛争解決支援サービスを利用する労働者や事業者に期待される、信頼される存在である

ことを期待しています。労使ネットの輪が全国に広がることを祈念して講演を終わらせて頂

きます。ご清聴ありがとうございました。 
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６ 全国労働委員会連絡協議会個別紛争処理制度委員会報告 

 

  個別紛争処理制度委員会（以下「委員会」という。）は、平成２７年２月の全国労働委員

会連絡協議会第２回運営委員会の決定に基づき、全国労働委員会連絡協議会の小委員会とし

て設置されたものである。 

（１）任務等 

平成２０年に設置された個別紛争処理制度委員会、労働委員会活性化のための検討委員

会の報告における提言を踏まえつつ、都道府県労働委員会が行う個別紛争処理に係る施策

に対して中央労働委員会が行う研修の充実・情報共有等の支援の在り方等について検討を

行う。 

（２）設置期間 

平成２８年７月末まで 

（３）構成等 

公労使各委員４名で構成 

鳥取県労働委員会会長が公益委員としての指名を受け、委員会発足当初は太田正志会長

が、平成２７年５月の委員改選後は、濱田由紀子会長がその任に当たった。 

（４）概 要 

ア 第１回委員会（平成２７年４月６日開催） 

次の４項目について検討を行うとともに、作業部会としてワーキンググループ（以下

「ＷＧ」という。）を設置し、具体的な検討が行われることとされた。 

①都道府県労働委員会相互間における個別紛争処理事例に係る情報・ノウハウの共有・

蓄積のための方策 

②都道府県労働委員会の委員・事務局職員の個別紛争処理に必要となる労働関係法令等

の専門能力のより一層の向上のための方策 

③都道府県労働委員会の個別紛争処理制度の認知度アップのための方策 

④都道府県労働委員会の個別紛争処理制度の利用者の意見等を把握するための方策 

イ 第２回委員会及びＷＧ（平成２７年６月１５日開催） 

  「個別紛争処理制度委員会中間報告（案）」について検討が行われた。 

   検討にあたって上記アの①及び④について、中国地区各県労働委員会から、各都道府

県労働委員会の個別紛争処理業務に関する考え方との関係等から参加に慎重な意見もあ

り各都道府県労働委員会の主体的な判断により対応するものとするよう、意見が出され

た。 

 ウ 第３回委員会（平成２７年１０月５日開催） 

「個別紛争処理制度委員会中間報告（案）」として取りまとめられ、平成２７年１１月

に開催された全国労働委員会連絡協議会第１回運営委員会に報告され了承された。概要

は別添のとおりである。 
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（別添） 

個別紛争処理制度委員会中間報告（概要） 

 

Ⅰ 今般の個別紛争処理制度委員会の設置の経緯について 

  これまで全国労働委員会連絡協議会（以下「全労委」という。）運営委員会の下に「個別

紛争処理制度委員会」、「労働委員会活性化のための検討委員会」が設置され、各種提言が

行われたところであり、共同ＰＲ事業など着実に実施されているものがあるが、研修や情報

共有等については、未だ十分な取組が行われているとは言い難い状況にある。 

このため、これら提言をも踏まえながら、都道府県労働委員会が行う個別紛争処理に係る

施策に対して中央労働委員会が行う支援の在り方等について検討を行うため、平成27年２月

20日、全労委の下に小委員会として「個別紛争処理制度委員会」（以下「委員会」という。）

の設置が決定されたところである。 

この決定を受け、平成27年４月６日に、委員会を開催し、次の４つの項目について検討を

行うとともに、作業部会としてワーキンググループ（以下「ＷＧ」という。）を設置し、具体

的な検討を行ってきたところである。 

① 都道府県労働委員会相互間における個別紛争処理事例に係る情報・ノウハウの共有・

蓄積のための方策 

② 都道府県労働委員会の委員・事務局職員の個別紛争処理に必要となる労働関係法令等

の専門能力のより一層の向上のための方策 

③ 都道府県労働委員会の個別紛争処理制度の認知度アップのための方策 

④ 都道府県労働委員会の個別紛争処理制度の利用者の意見等を把握するための方策 

  平成27年10月５日、委員会として、これら４つの項目についての具体策等を中心に中間

報告を取りまとめたので、ここに報告する。 

  なお、①及び④については、各都道府県労働委員会の個別紛争処理業務に関する考え方

との関係等から参加に慎重な意見もあったので、自治事務の観点からこれら意見をも尊重

するものとする。 

Ⅱ 都道府県労働委員会が行う個別紛争処理業務に対する支援の具体策について 

第 1 個別紛争データベースの構築（略） 

第２ 委員・職員向け研修の充実 

１ 趣旨 

  都道府県労働委員会の新任の委員及び事務局職員の個別紛争処理制度の対応能力の向上を

図るため、既存の研修に個別紛争処理制度の内容を盛り込む、新たにブロック単位の研修を

実施する、関係法令や裁判例等を内容とする研修資料を作成するなどして研修の充実を図る

とともに、専門能力の向上を図るための専門研修の創設について検討する。 

２ 新任委員・職員向け研修の充実 

(1) 目的 

   都道府県労働委員会の新任の委員及び事務局職員が個別紛争処理制度の対応能力を早期

に習得できるよう、新任の委員及び事務局職員に対して、基礎的な法令や裁判例の知識等

を習得する基礎研修を実施し、早期の能力向上を図る。 

(2) 内容（略） 
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３ ブロック単位の研修の充実 

(1) 目的 

   中央研修だけでなく、地域の実情・希望に即したブロック単位の研修を実施し、事務局

職員の能力の向上を図る。 

(2) 内容（略） 

４ 研修教材の充実（略） 

５ 専門研修の創設 

(1) 職員専門研修 

① 目的 

    都道府県労働委員会のあっせんをより的確に実施するためには、事務局職員の専門能

力を更に向上させるとともに、個別紛争処理制度のスキル、ノウハウ、経験等に係る情

報交換を行うことが重要であることから、平成 28年度から新たに職員専門研修を実施す

る。 

  ② 内容（略） 

 (2) 委員専門研修 

 ① 目的 

   都道府県労働委員会のあっせんをより的確に実施するためには、委員の専門能力を更

に向上させるとともに、個別紛争処理制度のスキル、ノウハウ、経験等に係る情報交換

を行うことが重要であることから、平成 28年度から新たに委員専門研修を実施する。 

 ② 内容（略） 

第３ 労働委員会が行う個別紛争処理制度の認知度アップのための取組 

１ 趣旨 

  個別紛争処理制度の周知・広報を通じて同制度の一層の利用拡大を図るため、平成19年11

月に、全国労働委員会連絡協議会の下に小委員会「個別紛争処理制度委員会」が設置され、

最終報告が取りまとめられた。 

その報告を受け、毎年10月を「個別労働紛争制度に係る周知月間」として、平成21年度か

ら、個別労働紛争処理制度共同ＰＲ事業として、毎年、都道県労働委員会において、独自の

リーフレット・ポスターの作成、テレビ・ラジオ等地元メディアを活用したＰＲなど地域の

実情に応じた周知・広報活動に着実に取り組んでいるところであるが、都道府県労働委員会

が行う個別紛争処理制度の一層の利用促進を図るためには、労働委員会の認知度アップを更

に進める必要がある。 

２ 実施機関 

  中央労働委員会及び個別紛争処理制度を設けている都道府県労働委員会 

３ 実施期間 

  10月の１か月間 

４ 実施内容 

今後とも、都道府県労働委員会においては地域の実情に応じた周知・広報活動を展開する

とともに、中央労働委員会においては効果的にこれら取組を対外的に発信する等の支援を強

化する。 

第４ 利用者アンケートの実施（略） 
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第８章  鳥取県労働委員会創設７０周年記念事業 

 

 

１ 目 的 

昭和２１年３月１日に鳥取県労働委員会が発足して以来、平成２８年３月１日に７０周年

を迎えるにあたり、平成２７年から平成２８年にわたり、鳥取県労働委員会（労使ネットと

っとり）及びその実施している紛争処理サービスについて、県民や事業者に効果的な周知及

び利用促進に資することを目的として、既実施事業との相乗効果を図りながら記念事業を実

施することとした。 

また記念事業の企画・実施に当たっては、労働委員会規則第５条第５項の規定に基づき、

「鳥取県労働委員会創設７０周年記念事業企画委員会」を設置し、実施計画の企画立案、審

議、調整等を行うこととした。 

 

２ 事業計画 

（１）鳥取県労働委員会７０年のあゆみ展(仮称）について 

（２）記念講演・シンポジウムの開催について 

（３）鳥取県労働委員会７０周年記念誌の編集・発行について 

（４）「労使ネットとっとり」ポスター・キャラクターデザイン等の公募等について 等 

 

３ 事業概要（案） 

（１）鳥取県労働委員会７０年のあゆみ展(仮称）について 

   労働委員会制度の現在、過去、未来をテーマにしたパネル展を実施することにより労働

  委員会が果たす役割を県民の皆様に再認識していただくもの。 

  ア 展示内容： 

   ①過去編 労働働委員会のあゆみ（労働関係史実等のパネル展示） 

     鳥取県労働委員会創設後の社会・労働環境情勢とともに７０年間に取り扱った調整

    事件、審査事件、個別労働関係紛争事件の推移等について展示するもの。 

   ②現在編 労働委員会のいま（労働委員会制度のパネル展示） 

     近年の鳥取県労働委員会の活動状況等を紹介するもの。 

   ③未来編 これからの労働委員会（県内児童・生徒の作品展示） 

     「労使ネットとっとり」ポスター・キャラクターデザイン等の公募事業に応募があ

    った児童、生徒の作品の原画を県立図書館等と連携するなどして展示するもの。 

  イ 展示期間及び会場 

    平成 28年２月 18日（木）～２月 28日（日）〔西部会場〕米子市立図書館 

    平成 28年３月 １日（火）～３月 ６日（日）〔中部会場〕鳥取県立倉吉未来中心 

    平成 28年３月 ７日（月）～３月 21日（月）〔東部会場〕鳥取県立図書館 

（２）記念講演・シンポジウムの開催について 

   韓国江原地方労働委員会委員長及び学識者等を招聘し、鳥取県労働委員会創設７０周年

  記念「日韓労働委員会シンポジウム」等を開催するもの。 
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  ア 期 日  平成２８年３月９日（水） 

  イ 場 所  ホテルモナーク鳥取（鳥取市永楽温泉町４０３） 

  ウ 出席者等 

    労働関係機関、労働者団体、使用者団体等、鳥取県労働委員会委員等 

  エ 内 容 

    テーマ：「日韓労働委員会制度の現状と課題」（仮題） 

         －個別労働関係紛争処理制度のあり方等について－ 

    第１部 基調講演 

        韓国の労働委員会制度について 

        日本の労働委員会制度について 

    第２部 パネルディスカッション 

 （３）鳥取県労働委員会７０周年記念誌の編集・発行について 

    鳥取県労働委員会創設後７０年の歩みを振り返り、調整事件、審査事件、個別労働関

   係紛争事件の取扱状況、「労使ネットとっとり」の活動状況及び７０周年記念事業など

   記念誌として編集・発行し、労働委員会の歴史や果たす役割等について再認識していた

   だくもの。 

   ア 掲載内容（案） 

    ①記念随想 

    ②鳥取県労働委員会創設７０周年記念事業の概要 

    ③労使ネットとっとり（鳥取県労働委員会個別労使紛争解決支援センター）の活動 

    ④資料 

     歴代委員等名簿、年表、調整事件、審査事件、個別労働関係紛争事件取扱状況 等 

   イ 発行時期：平成２８年 

 （４）「労使ネットとっとり」ポスター・キャラクターデザイン等の公募等について 

    将来の地域社会を担う児童、生徒、学生に対し、働き方（労働環境や労働条件等） 

   や「労使ネットとっとり」への関心をもってもらうこと等を目的として、ポスターデザ

   イン、キャッチコピー及びキャラクターデザインを募集するもの。 

    ア 募集内容 

     ①「労使ネットとっとり」のポスター等のデザイン、キャッチコピー 

     ②「労使ネットとっとり」のキャラクターデザイン 

    イ 募集期間 

      平成２７年７月１７日（金）から平成２７年９月１０日（木）まで 

    ウ 応募作品の使途 

     ①「労使ネットとっとり」ＰＲポスター・チラシ・啓発グッズ等の原案として採用 

     ②県内の公共施設においてパネル展示 

    エ 応募状況 

     〔応募総数１２５作品〕 

      ①ポスター等デザイン   １６作品 

      ②キャッチコピー     ２７作品 

      ③キャラクターデザイン  ８２作品 
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４ 企画委員会 

  企画委員会は、公益委員、労働者委員及び使用者委員のうちから総会において指名された

 各側１名の委員をもって組織されている。 

（１）委員 

   公益委員（委員長） 三谷 裕次郎  会長代理 

   労働者委員     池内 保子  委員 

   使用者委員     宮城 定幸  委員 

（２）開催状況 

   平成２７年における開催状況については次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

回数 月日 場 所 付 議 事 項 等 

１回 4.8 審理監査室 １ 「鳥取県労働委員会７０年のあゆみ」展（仮称）（案）

について 

２ 記念講演・シンポジウム開催（案）について 

３ 鳥取県労働委員会７０周年記念誌について 

４ 「労使ネットとっとり」ポスター・キャラクターデザイ

ン等の公募（案）について 

５ その他 

２回 6.10 審理監査室 １ 「労使ネットとっとり」ポスター・キャラクターデザイ

ン等の募集要項（案）について 

２ その他 

３回 9.9 事務局長室 １ 「労使ネットとっとり」ポスター・キャラクターデザイ

ン等の選考委員会設置要領（案）について 

２ その他 

４回 11.25 委員室 １ 鳥取県労働委員会７０周年記念誌発行のスケジュール変

更について 

２ 「鳥取県労働委員会７０年のあゆみ」展（仮称）（案）

について 

３ 「日韓労働委員会シンポジウム（仮称）」開催計画

（案）について 

４ その他 

５回 12.9 審理監査室 １ 「労使ネットとっとり」ポスター・キャラクターデザイ

ン等応募者の参加賞（案）について 

２ 「鳥取県労働委員会７０年のあゆみ展」について 

３ 「日韓労働委員会シンポジウム（仮称）」開催計画

（案）について 

６回 12.22 審理監査室 １ 「日韓労働委員会シンポジウム（仮称）」開催計画

（案）について 

２ その他 
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